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まえがき

現在日本では、「取調べの可視化」の実現に向けての議論が大詰めを迎えて
います。日本の司法制度をより開かれたものとして改革していくためには、取
調べの可視化において先行する諸外国の事例を参考にしながら、既存の法律・
制度に関わる議論のみならず、心理学や社会学などの知見に加え、近年の技術
の進歩などを踏まえた、国際的・分野横断的な議論を進めていくことが必要で
す。
このような問題意識から、文部科学省科学研究費補助金・新学術領域研究「法

と人間科学」、立命館大学立命館グローバル・イノベーション研究機構拠点形
成型 R-GIRO「文理融合による法心理・司法臨床研究拠点（法心理・司法臨床
センター）」、および立命館大学人間科学研究所・文部科学省私立大学戦略的研
究基盤形成支援事業「インクルーシブ社会に向けた支援の＜学＝実＞連環型研
究」の 3者が協力し、国際シンポジウム「取調べと可視化―新しい時代の取調
べ技法・記録化と人間科学―」を、2014 年 7 月に開催いたしました。
このシンポジウムではまず、企画者側からの挨拶、情報学者による基調講演、
および心理学者による招待講演の後、取調べの可視化において先行するオース
トラリアおよび韓国の法学者と心理学者が発表を行い、それらに対して日本の
司法実務家が意見を述べるというという形で議論を進めました。最後の全体討
議では、日本の法心理学や供述心理学を牽引する研究者が、新しい時代の取調
べ技法や記録のあり方に関する議論を行いました。シンポジウム当日は、登壇
者のみならず会場からも、海外や日本の現状に関する質問、意見、疑問点など
が出され、長時間に渡って、建設的でかつ充実した活発な議論が行われました。
本冊子は、この国際シンポジウムの中で行われた、基調講演、招待講演、研
究発表、パネル討論、および登壇者とフロアとの質疑応答にいたるまで、すべ
ての企画に関する記録をまとめたものです。これまで日本国内では、司法実務
家を中心として、取調べと可視化に関する議論が行われてきました。ただ、法
学者、心理学者、情報学者、および司法実務家が一同に介し、さらに国境と学
問分野を超えて活発な議論を行った国際シンポジウムは他に例がないと考えて
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おります。
その意味で本冊子が、取調べの可視化をめぐる各国の現状や日本の課題につ
いて理解を深め、取調べの可視化を含めた日本の司法制度改革についての議論
を発展させるきっかけとなれば幸いです。

2015 年 1 月

立命館大学人間科学研究所・
文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業

「インクルーシブ社会に向けた支援の＜学＝実＞連環型研究」
代表　稲葉光行
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開会挨拶

指宿　信（成城大学教授）

指宿　おはようございます。ただいまより、日本学術振興会科学研究費・新学
術領域「法と人間科学」、立命館大学立命館グローバル・イノベーション研究
機構・文理融合による法心理・可法臨床研究拠点、ならびに立命館大学人間科
学研究所インクルーシブ社会に向けた支援の＜学=実＞連環型研究、3者の共
催によります『取調べと可視化』の国際シンポジウムを始めさせていただきま
す。私、開会挨拶をさせていただきます指宿と申します。開会にあたりまして、
ご支援たまわりました、協賛、後援をたまわりました各諸団体に御礼申し上げ
ます。本日は「新しい時代の取調べ技法・記録化と人間科学」と題しまして、
午後 6時までの長時間にわたって、海外からのスピーカーも交えて、取り調べ
の可視化のあらゆる論点について検討し、討議をしてまいる所存でありますの
で、是非最後までご参加いただきますようお願いいたします。
さて、この写真はシドニーの警察の取り調べ室です。録画システムが右下に
ありますが、これは京都弁護士会の有志と指宿が訪問した時のものです。こち
らは、イギリス、マンチェスター警察の取り調べの録画装置、これはニュージー
ランド警察のビデオ時代の取調べ録画装置、もうすでにDVDに変わっており
ます。こちらは合衆国イリノイ州のシカゴですね。今日の事務局長を務めてい
る立命館大学の若林くんと取調べ室にお邪魔したときのものです。これは韓国・
ソウルの検察庁の取調室の録画風景でございます。
最終的に日本にもこうした録音、録画装置が導入されています。これは検察
庁の広報用の写真ですけれども、すでに試験的、あるいは内部的な運用として
日本でも始まっていました。今月、最終的に法制審議会の特別部会という新し
い時代の検証をデザインする案を検討しているところで、最終的に録音・録画
の範囲についての提案が固まりました。これが今後、立法府に送られるんです
けれども、簡単に申しますと、日本では法律で今後、警察と検察における裁判
員裁判対象事案の事件が義務的に録音・録画されるということになりました。
また検察の独自捜査事件でも録音・録画されるということになっています。た
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だし、（スライド 2）の真ん中及び右側で示されていますように、身体を拘束
されていない事件では録音・録画が任意であるということになっていますし、
参考人や目撃証人につきましても、これも運用で行うということになっており、
法律では定められてはおりません。しかし、ともかくも日本でも録音・録画が
法律で定められる時代となったわけでありますので、これは本当に、奇しくも
このシンポジウムがこの 7月にあるということは偶然とはいえ、象徴的な催し
であるということを確信しております。
今、ご紹介させていただきましたような世界の録音・録画風景ですけれども、

簡単にこれを概念図として表しますと、大体このようになると思います（スラ
イド 3）。縦軸は録音・録画をする範囲、取調べの中で最初から最後まで録音・
録画をしますと縦軸、Y軸は上昇しまして、上の方になります。X軸、横軸は
どの程度の犯罪が取調べの録音・録画になっているかということを示すもので
す。X軸が右に行けばいくほど、沢山の犯罪、沢山の事件が録音・録画の対象
になるということで、私はこれを可視化マップと呼んでいます。日本は先ほど
ご紹介しましたように裁判員事案だけ、あるいは特捜部、検察の独自捜査事件
だけ全部録音・録画するということですので、極端に左上にかたよった形で録
音・録画されます。これに対して例えば、イギリスのようにあるいはニュージー
ランドのようにどんな事件でも録音・録画するということになりますと、右上
の方に位置するということになります。ヨーロッパや韓国、オーストラリアや
アメリカなど、このようにとりあえずマッピングしてみました。ご承知の方も
おられると思いますが、この 5月にアメリカ連邦の捜査機関がすべて録音・録
画するということになりましたので、日本よりはやや広い範囲で録音・録画す
ると。この 7月 11 日から FBI でもすべての事件を録音・録画するということ
になっております。
さて、本日のシンポジウムの目的は大きく分けまして 2つあります（スライ
ド4）。一つはこの主催の母体であります新学術領域というのが「法と人間科学」
という名前のもとで沢山の研究者、およそ 50 ～ 60 人くらいの研究者が 5年間
にわたって法学と心理学の融合的なアプローチで研究を進めるということです
ので、本日は是非、法学のみならず心理学の知見を加えた捜査や弁護の実務、
録音・録画の技法、あるいはその結果の利用、そうしたものについて討議がで
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きると素晴らしいなと思っております。2つ目は言うまでもありませんけれど
も、海外スピーカーをお招きした午前中のオーストラリアのセッション、午後
の韓国のセッション、こちらは録音・録画問題に対して国際的な視点で、考え
てもらいたい、議論を進めたいということです。えてして法律学での議論、あ
るいは法曹界での議論は法学的、規範的な趣向で考えてしまいがちですけれど
も、経験科学の知見によって、そうした規範学の考えの及ばないところ、及ば
ない部分についての考察は不可欠であろうと思います。どのセッションも法学
のスピーカーと心理学のスピーカーそれぞれお願いしておりますので、第一の
目的、第二の目的、両方満たすようにデザインされているところでありますの
で、聴衆の皆様も是非この観点から取り調べの録音・録画について、考察を深
めていただきたいという風に願っております。
さて、いよいよ日本も録音・録画が法制化されるということで、今後、いわ
ゆる可視化について、どんな将来が待っているのか、そういうことについても
未来志向で私どもは考えていという風に思っております。ここでは 3つの観点
を紹介したいと思います（スライド 5）。一つ目は、可視化のテクノロジーです。
どのようなメディアで、どのような機材で記録するのか。どれぐらい保管する
のか。そしてそうしたメディア、記録されたものにどのようにアクセスし、利
用するのかというテクノロジーの問題、これは大変大きな課題であります。
二番目は可視化の心理学ですね。撮られた映像にどのような影響が生まれる
か、これを見た捜査官、裁判官、あるいは市民の裁判員といった人たちに偏見
などが生まれないか。あるいは任意での供述を引き出す尋問技法としてどうい
うものがあるか。これは心理学の検討を待ちたいと思います。
最後は可視化の法律学ですね。どのような取り調べが記録されていれば、任
意だと信用できるのかということが法律学で問われています。これまでは調書
に基づいて任意性や信用性が検討されていましたが、今後は記録媒体に基づい
てそうした任意性、信用性が判断されることになります。また法廷では、他の
目的でも録音・録画が利用されると思われます。そうした範囲についても我々
はどこまで許していいのかということを法的な観点から議論する必要があると
思っております。大変長いシンポジウムになりますけれども、お昼休みも含め
まして、最後までご参加いただけますよう、主催者を代表しましてご挨拶申し
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上げます。どうもありがとうございました。
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Interdisciplinary/International 
Perspective for Visual Recording of 
Suspect Interview

Prof. Dr. Makoto IBUSUKI
Seijo University, Tokyo, Japan

20th July, 2014
At Suzaku Campus, Ritsumeikan University, Kyoto

Purpose of this Symposium
•

• Implication from Inter-Disciplinary Approach by Law and Psychology to 
the investigation/criminal defense and criminal trial practice

•

• Implication from Comparative Study of Visual Recording in the 
Interrogation Room to the investigation/criminal defense and criminal 
trial practice

What’ next for visual recording?
•

– Technology: angle, media, preservation, 
accessibility

•
– Psychological perspective: bias, interrogation 

method

•
– Legal perspective: legitimacy, purpose
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基調講演「多言語・多文化時代の取調べと可視化」

稲葉　光行（立命館大学教授）

稲葉　皆さん、おはようございます。立命館大学法心理・司法臨床センターの
稲葉と申します。本日は基調講演ということで大変な大役を仰せつかりました
が、私も実は主催者の一人で、本日主催している主催者の中の法心理・司法臨
床センターおよび私大戦略のインクルーシブ社会の実現に向けた <学 =実 >
連環型研究プロジェクトの代表をしております。そういう意味では基調講演と
いう意味では招待されたというよりは、最初にシンポジウムの開始にあたって
全体に関わる話をしてくれということで、仰せつかったという風に考えており
ます。私は実は、基調講演ということをこういうシンポジウムで仰せつかりな
がら、専門は法律でも心理学でもなくて、元々の専門は情報科学です。情報科
学、あるいはコミュニケーション学というのを勉強しております。今日はそう
いう意味で、本格的に法と心理学の議論に私の話の後に入って行くと思います
が、その前座という位置づけでコミュニケーション学、あるいは文化心理学と
いった視点から、取調べと可視化について意見を述べさせていただければと
思っております。
本日の私の話ですが、2つの課題について、私なりに考えたところをご紹介
したいと思います。一つは日本で取り調べ、可視化がなぜ必要かということで
すね。これは先ほども申し上げました通り、私は法律の専門でも心理学の専門
家でもないので、コミュニケーション学、あるいは文化心理学的な視点から、
取調べ、可視化がなぜ必要なのかということを議論させていただきたいと思い
ます。もうひとつは可視化が実現した後、何を我々は考えなければいけないの
かということを少し意見を述べさせていただきたいと思います。
まずですね、最初に私が具体的な事件に関わる事例のお話を、この後させて
いただくんですが、その前に背景となるところをお話したいと思うんですが、
私自身は日本人で日本にいながら、日本は単一民族、単一言語、単一文化の国
だという風にずっと思ってきたんですが、実際は日本は多言語、多文化の国で
はないかという風にある事件の検証を通して思うようになりました。まずその、
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日本が多文化、多言語の国であるという一つのデータですけれども、法務省の
データによれば日本には外国人が毎年、平成 25 年には 1千万人を超える外国
人が入国しています。外国人が沢山入ってきているということですね。日本語
を解さない方々が沢山来ておられて、さらに日本に住んでおられる外国人の方
も平成 25 年で 200 万人を超えているということで、単一民族、単一言語の国
というには、そう言えない状態になってきていると思います。さらに、日本人、
皆日本語を普通に話して理解するのかというと、実はそれはなかなか難しいと
いうことを最近強く思っているんですが、これは国立国語研究所が作った方言
文法全国地図（スライド 2）というものです。例えば、色んな言葉について、
国立国語研究所は作っているんですが、「起きる」という言葉、朝早く起きる
の起きるという言葉ですね。起きるという言葉についてどういう言葉があるの
かとずっと全国を調べたものです（スライド 3）。ちょっとこれだけでは、ど
れだけ多様なのか分かりにくいですが、これが国立国語研究所が出している「起
きる」という言葉、朝早く起きるの起きるというのを何と言いますかと聞いた
ところ、その中には「おくじょう」とか、何と読んでいいのか分からない単語
が何十種類、数十とおりの言い方があります。これだけ日本は方言に富んだ国
で、当然違う地域の人たち、違う方言を話す人たちの間でコミュニケーション
がうまくいかないということが起きうるということが十分考えられます。そう
いう意味では日本の中では日本語を解さない外国人の方も沢山おられますが、
日本の中でも、言葉も非常に多様であるということがこれでおわかりいただけ
るかと思います。
次に、ある選挙違反事件の再検討の事例を紹介します。この言葉の問題、日
本の国内の言葉、あるいは文化のことを考えるきっかけになったある選挙違反
事件、おそらくこの後、何の事件かすぐにお分かりになるかと思いますが、私
は担当の弁護士から事件の名前を出さないでくれと言われていますので、ある
選挙違反事件という風に申し上げますが、これについて我々のグループが直接
インタビュー等で収集したデータをもとに少し考察させていただきたいと思い
ます。申し遅れましたが、この事件に関わるお話をするときに資料等を配って
いいのかと、担当弁護士にお伺いしたら、資料を配るのもやめてくれと言われ
たので、大変申し訳ないんですが、今日のシンポジウムは私の資料は配布なし
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ということにさせていただいております。おそらく本日は司法関係の先生方が
沢山来られていると思いますので、ご理解いただけるかとは思いますが、資料
なしで発表させていただきたいと思います。
ある事件というのは、これは見た瞬間にここにおられる方は何の事件かお分
かりになるかと思いますが、公職選挙法違反の事件ですね。13名が起訴されて、
6名が捜査、取り調べの過程で容疑を認めた、自白したんですが、ところが公
判になって全員が無罪を主張した。色んなことがありましたが、供述調書が唯
一の証拠とされていながら、本人たちが全員無罪を主張したということで、供
述調書の信用性を否定して、被告人全員が無罪となったという事件ですね。こ
れは何の事件かすぐにお分かりになると思いますが、この事件の再検討の過程
で我々も関わって、私達も関わって調査もいたしました。これが現地で撮った
写真なんですが、事件の起きた場所というのは、山間部と言いますか、森に囲
まれた 10 軒ぐらいしか家がないような山村のところでこういう事件が起きた
ということですね。
この事件を再検討する背景になったのが、この事件の参考人として取り調べ
を受けたAさん、仮にAさんとしますが、Aさんに関して、心理学的な鑑定
をしていただけないかと我々のグループに依頼がありました。このAさんと
いうのは先ほどの森の中というか山村地域で育って、日頃はその地域の方言を
話して、その他の地域と標準語で話すという方です。この方が公判前に事実確
認を、弁護士の方が事実確認をして、こういう事実でいいですねということで
公判にのぞんでも、本人が違うことを言ったりするということで弁護人はこの
人、大丈夫かなというか、どういう人なんだろうと不思議に思っておられたと
いうことですね。それで、Aさんの心理学的能力が何かコミュニケーション
上の問題を起こしているのではないかと、少し詳しく調べてくださいと言われ
のが、この事件のAさんを含めて色んな方々、あるいはこの集落について調
べるきっかけです。
私自身はここに立ちながら、全然どういうものか詳しく分かっていないんで
すが、この会場におられるある心理学者の先生が心理テストを行いました。結
果としてはAさんに関しては軽度の知的障害の水準にある、ある知覚方面で
の弱さが認められたという、詳しくは申し上げられませんが、こういうことが
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分かりました。心理学的には問題があるという結果でしたが、その心理テスト
以外にですね、我々もAさんと話をしていて、やり取りに困ることがありま
したので、語彙テスト、それも供述調書の中に書いてあった単語をご本人に理
解できますかと、もう一回確認をするテストをしました。任意の意味、任意と
いう言葉ですね、任意という意味が分かりますかと質問をしたところ、Aさ
んは任意ってわかりませんと答えたんですね。普通に会話はできる方なんです
が、分からないという風に言いました。聞いたことがありませんかと尋ねたと
ころ、聞いたことありませんという風に言われたんですね。任意同行はどうで
すかと聞いたところ、任意同行は分かりますという風に言われて、任意同行の
意味は何ですかと聞いたら、ちょっと話があるから警察に来てお話をしてもら
えないですか、あれでしょ、という回答があったということですね。具体的な
経験の話はできていますれども、任意ということ、抽象的な概念は全く理解さ
れていなかったということですね。
さらに同じ地区出身、同じ地区に住んでおられる別の方に同じようなテスト
をさせていただきました。逮捕事実というのは分かりますかと聞いたら、よう
分からんと、これは調書の中に書いてあって、ご本人たちが取調官に読んでも
らって理解をしてサインをしているはずなんですが、中に書いてある単語につ
いて実は全く分かっていなかったということですね。解任するというのは分か
りますかと聞いたら、弁護士か何かを解任するのかと文章をパッと言うんです
が、警察に来てから聞いたことだけど、これもよく分からない。具体的なこと
は言えるんですが、抽象的な説明はできないということですね。これは、先ほ
どのAさんではなくて Bさんという別の方なんですが、やはり抽象的なとこ
ろは分からないけれどども、具体的なところだけで理解しているというか、具
体的な経験は語れるけれども、抽象的なところは弱いという共通点があるのか
なと思います。
これは別の同じ地区の Cさんですね。やはり調書の中に書いてあった、光
熱費はどういう意味ですかというと、自分の金で払っていました。どういう金
ですかというと、働いていましたからと、これは実は方言も混ざってもっとし
どろもどろのやり取りでしたが、基本的にはこういうことを言われました。光
熱費はどういうお金ですかと聞いたところ、振込と言われたということで、自
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分がやっていることは答えるけれども、光熱費がどういう意味かということを
答えられていないということですね。
さらに、事件とほとんど関係ない話題に関する認知テストをしました（スラ
イド 4）。太陽はどちらの方角から昇りますかとAさんに聞いたんですね。A
さんは東と言ったんですが Bさんは南じゃないか。Cさんは色々あるからね
という答えが帰ってきました。Dさんは東、Eさんは西と思います、と答えた
ということですね。
色々あるからね、というのも最初、全体を見て非常に我々としてはよく分か
らなかったんですが、先ほどの山村地域に行きますと、確かに山の中にいるの
で、東西南北というよりも、どの山がどうかということが非常に重要なのでは
ないかという気がしまして、この方の言い方も地図によって微妙に太陽の昇る
位置は違う、山の位置関係からすると微妙に違うということからすると、非常
に科学的な答えではないかという気もいたしました。
事件とは全く関係ない別の質問なんですが、水は何度で沸騰しますかと聞く
と、分かりませんと答えられた方が結構おられて、5名の中で 2人の方が 70
度と答えられました。この方々は普通に生活をされて、普通に日常会話を我々
とも全く問題なく、方言のことはありますが、問題なくできているように見え
るんですが、時々変だということでこういうテストをすると、我々と結構違う
世界に住んでいるんじゃないかと思うぐらい、こういう水が何度で沸騰するか
も分かっていないようなところで生活をされているということです。
これまでの我々のインタビューやテストの結果、抽象的な思考と具体的な思
考という違い、事件に関わった方々は抽象的な思考よりも具体的な思考をベー
スに生きておられるのではないかと思いました。これ（スライド 5）は参考と
なるルリアという心理学者が行った、言語と思考の関係に関する実験で、中央
アジアで行った実験ですが、「雪の降る北極では熊は全て白い。何とかという
地名は北極にある、そこの熊は何色をしていますか」と中央アジアのウズベギ
スタンのある方に聞いたんですね。そしたらその方はそんなところに行ったこ
ともない、熊も見たこともない、問いに答えるためにはそこへ行って熊を見な
いと答えられないんだけど、私は行ったことがないから答えられないと言った
ということです。非常にトンチンカンなやり取りではありますが、具体的な思
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考の中で生きておられる方はこういう返答をする。これは知的に問題があるの
ではなくて、そういう思考の世界、そういう文化の中におられるということで
すね。
もうひとつ参考となる、似たような実験ですが、コールとスクリブナーが別
の地域で行った実験ですが、質問としては、「蜘蛛と黒鹿はいつも食事を一緒
にします。今、蜘蛛は食事をしています。黒鹿は一緒に食事をしていますか」
と聞いたら、村の長老が「2匹は森にいたのか、2匹は一緒に食事をしていた
のか」と逆に質問をしてきたので、最初の質問を繰り返したんですね。結果的
にその長老は、そこにいなかったからどう答えればいいんだという話を返して
きた。こういう具体的な思考の文化の中で答えているということですね。それ
で話がかみ合わないということです。
こういうことを色々考えると、先ほどのある選挙違反の件も、捜査の過程で
文化の違い、言葉の違いのギャップがあって、結果的には取り調べがうまくで
きなかった、取り調べが失敗した、司法によるコミュニケーションが失敗した
と言えるのではないかと思います。これだけ違う世界、言葉も違うし、文化も
違う方々は、取調べの過程で相当問題が起きたんだろう、コミュニケーション
上の問題が起きたんだろうと思いましたので、読み聞かせ、調書をちゃんと取
り調べ官が読んで聞かせたのか。聞かせたとはとても思えないという疑いが
あったので、伺ってみました。Bさんの場合は、取り調べの時に読み聞かせが
あったんでしょうかと聞いたら、調書を見せて、ここを書きなさいと言われた
だけ、サインしなさいと言われた。分からない言葉があっても丁寧に説明する
ことはなかった。調書が何なのかわからずにサインしていた、させられていた
ということですね。これだけ文化が違って、コミュニケーション上の問題があっ
たら、取調官もこうせざるを得ない状況だったのかもしれないですけど、本当
はその前に止めるべき、前に進めるべきではなかったんだろうという風に思い
ます。Cさんのケースも、読み聞かせというのは、Cさんの場合は読み聞かせ
はあったけれども、自分が喋っていないことも書いてあった。怒って違うとい
うと言ってもどんどん書いていっていた、難しい言葉があったけれども、分か
らないまま進んでいたという答えですね。Eさんの場合は、何を聞かれている
のかわからなかった。分からないのでサインをしなかった。言っていないこと
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も書いてあったので、サインをしなかったら、調書は警察が作るものなので、
お前は関係ないんだと言われたと、これも雑談の中でこういうことを言われて
いました。それで読み聞かせはあったんですかと聞いたら、そう言えば、そう
いうことはなかったねと言われました。ですから、読み聞かせはせずにサイン
をしていた。我々からすれば、雑談の中ですが驚くべきことの証言を得ました。
こういう今までの話をまとめて図にしてみました（スライド 6）。方言と方
言による思考の世界、あるいは標準語と標準語による思考の世界、あるいは司
法の言葉とその世界、司法の言葉による思考の世界というのがあって、それら
がギャップがありまくって、色んな問題が起きたけれども、それを無理矢理、
手続きを進めてしまったというのがこの事件の問題だったんではないかと。ど
ういう手法がいいのか、理想的な手法とういわけではないんでしょうが、たま
たまハワイで女性刑務所と言いますか、矯正センターに伺った時に、所長から
伺った話なんですが、ハワイ州では犯罪に手を染める人は人種が多様で、色ん
な人種がいて色んな言語を話す人たちがいて、取り調べる側も沢山、人種も文
化も多様で、できるだけそれらがマッチするように言葉の問題とか、文化が理
解できなくて取調べができないということがないように気を付けているという
お話を伺いました。こういう社会もちゃんとあるんだと思いました。
最後のまとめに入ります。取調べの可視化の議論はそれ自体が大事なことだ
と思いますが、取調べの可視化が単にできればいいというよりも、それをやっ
てさらにその中で色んな文化、あるいは言葉の衝突が取り調べの可視化によっ
てどんな問題が起きているのか分かると思うんですが、それらをきっちり分析
して、そういう問題をできるだけ解消していくような取り組みを行うべきだと
いう風に思います。それによって、取調べ、あるいは司法プロセスがインクルー
シブな方向に向かっていくのではないかと思います。それによって将来的には
インクルーシブな、多様な言語、多様な文化を持った人たちがちゃんとコミュ
ニケーションして理解し合えるような社会になるのではないかという風に思っ
ています。ということでご清聴どうもありがとうございました。以上で私の発
表を終わります。
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Transparency of Interrogation
in a Multilingual and Multicultural Era

2014 7 20
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http://www2.ninjal.ac.jp/hogen/dp/gaj-pdf/gaj-map-legend/vol2/GAJ2-61.pdf 3

Alexander R. Luria’s Experiment on Syllogistic reasoning

•

– EXPERIMENTER: In the far north all bears are white. Novaya 
Zemyla is in the far north. What colors are the bears there? 

•

– SUBJECT: But I don’t know what kind of bears are there. I have 
not been there and I don’t know. Look, why don’t you ask old 
man X, he was there and he knows, he will tell you. 

A.R. Luria (1971) 5

Communication Failure Model in Forensic Context
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Re-examining a case on violation of election law
Cognition Testing)

• Mr. A

– From the east.

• Ms. B

– May be from the south.

• Ms. C

– It depends on the season.
• Mr. D

– From the east.

• Mr. E

– Maybe from the west.

Q:

From which direction does the sun rise?

4

1
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招待講演「面接技法の向上―被疑者取調べの録音録画がもたらす間接的効果―」

仲　真紀子（北海道大学教授）

仲　北海道大学の仲と申します。今日はどうもありがとうございます。私ども
は、26 の研究班でおよそ 60 人の研究者が一緒になって「法と人間科学」とい
うプロジェクトを進めています。そのプロジェクトについて、面接技法の向上、
被疑者取調べの録音・録画、本日は可視化ということがテーマですので、可視
化、録音・録画がもたらす間接的な効果ということで面接技法の話をさせてい
ただきたいと思います。今、申し上げました「法と人間科学」というプロジェ
クトでは 26 の研究班、60 名近くの研究者がこぞって研究をしている、その領
域には 4つありまして、法意識と教育、捜査手続き、裁判員裁判そして司法と
福祉、こういう観点から研究を進めています。この中でも捜査手続きの中の取
調べの可視化というのは大変大きな問題で、私どもも注目してきたところです。
今日の 30 分の話ですが、可視化する、可視化ということに焦点を絞りまして、
可視化することの利点と問題点、いわゆる議論されてきた利点と問題点、そし
て、これまでの取調べの指摘されている問題、それから可視化がなかった時代
から、可視化へと段々進んできた、その道のりで心理学者が見た道のりという
ことについて少しお話させていただき、それとともに進んできたのはより良い
面接技法、単に録音・録画するだけではない、録音・録画するということは、
適切な面接法で被疑者なり参考人なり、あるいは被害者から話を聞くと言うこ
とを含んでいる、それをセットで考えていくのがいいのではないか、そんなこ
とで可視化への道のりとより良い面接技法の話をさせていただきます。特にそ
の道のりの中で大きな役割を果たしたのは警察庁での取り調べの高度化研究
会、それから警察大学校での取調べ技術総合研究センター、研修センターなど
での活動、そして、法務省の法制審議会などがあるかなと思って、少し触れた
いと思います。
私の研究領域は、実験心理学に基づく、子どもから特に被害にあった虐待で
あるとか、色々な犯罪の被害に遭った子どもさんからどうやって正確な情報を
より多く引き出すかという面接研究なんですが、この面接研究が実は被疑者か
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ら話を引き出す時に少し生かせるところがあるのではないかと思っておりま
す。そういうような観点から研究を行ってきた、そのうちの 2つの種類の研究、
得られる情報の量と質の問題、それから面接自体に関する見方の問題、面接で
どういう情報を引き出したらいいのか、そういうことに関する研究を少し紹介
したいと思います。ですので私の元々のメインテーマは子どもからの事情聴取
なんですが、被疑者からの話を聞くということもその内容に少し入ってくるの
ではないかなと思います。
まず、可視化の利点ですけれども、録音・録画することで、被面接者が話し
たことというのを正確に記録することができる。沢山話しても、多くの情報が
得られてもそれが全部漏れることなく記録することができるという利点があり
ます。ある研究によりますと、記録しないと、3分の 2が失われてしまう。単
にノートを取るだけですと 40％が失われる。60％が失われる、そういう研究
もあります。また、録音・録画することによって、適切な面接への動機付けが
できるのではないか、不適切な面接を抑制し、そしてより適切な仕方で話を聞
くことで、被疑者も守られるし、取調官も守るということがあるのではないか。
検察と書きましたが、警察も検察もまた子どもから話を聞く児童相談所の職員
もという話になります。また、録音・録画があれば、後で分析・検証できると
いうことがあるかと思います。任意性の判断の材料に使ったり、効果的な面接
や訓練の材料にしたり、また誤判があったという時には、誤判の原因の分析や
防止策を見出すためにも使えるのではないか。
一方、こういうところが問題であるということも多く議論されてきたんです
ね。これは法務省で出されました、「被疑者取調べの録音・録画の存り方につ
いて」という文書から取ってきたものなんですが、当初、これは 2010 年のも
のですが、捜査手続きが制限されるのではないか、例えば調書を作成しない前
提で供述を得た後、調書を作るように説得するような、そういう方法が使えな
い。まずは自白を求めて、そこまでは調書を作るということはあまり言わない
でおいて、後で作っていく。あるいは取調官が自分のプライバシーを話して、
私にもこういう体験があるんですよ、そんなことで関係性を持って相手から話
を聞き出す。プライバシーを話して情報を得るという方法が使えなくなる、そ
ういうことがこの文書には書かれています。また、録画があると、取調官が見
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張られているという感じがあって士気が下がるのではないか、また被疑者自身
が撮ってもらっては困る、恥ずかしいことだから撮って欲しくはない、あるい
は組織犯罪で報復を恐れて撮って欲しくない、そういうことがある。また、被
害者、あるいは関係者が望まない、例えば被疑者が語る被害者の色々な言動と
いうのが被害者にとってはつらいことであり、それが録画に残るのを望まない、
そんなことがあると書かれています。
ただ、この 2つの考え方、左の方が利点でしょうか、右の方がその問題と比
べてみますと、その利点、問題点というのが必ずしも 1対 1で対応するとは限
らないんですね。左側はどちらかというと正確な記録を取るためのものとして、
面接を位置づけている、定義づけている。可視化を行うということは、どんな
情報、被疑者、あるいは参考人が嘘をついていても、本当のことを言っていな
くても、あるいは本当のことを話していても全部情報である。その面接室で語
られることを全部もれなく集めて、後でその真偽を検討する、いわゆる情報収
集アプローチとして捉えることができるのではないか。右側の方は、やはり従
来型の自白を取って、自白を取ると言うことが重要で、その後、また、被疑者
なりその他の参考人が知っている情報を得るということになる。自白を取ると
いうことになりますと、まずは説得をして、話すように色んな手練手管を使っ
て、自白を求めて、その後情報収集をしていくというやり方も必要になる、そ
んなことを反映しているような問題点ということになるのかと思います。下に
カメラが妨げとなる自白追求アプローチと書いたんですが、そういうような面
接に対する見方があるのかなと思います。
ところが、そういった右側のような自白追求だけでいくということは全くな
いと思うんですが、そこだけを取り上げていくと、色んな問題が起きることも
ある。可視化の議論の原因となったいくつかの事件というのは、最近起こった
足利事件であるとか、志布志事件であるとか、氷見事件であるとか、あるいは
障害者郵便制度悪用事件と呼ばれているんですかね、こういう事件があると思
います。どれも 2009 年、2007 年、2007 年、2010 年あたりに終わっていて、
その後に可視化の議論が出てきたと思うんですね。私は、その警察庁の取り調
べの高度化に関わる研究会に委員として参加させていただきまして、色んな話
を聞かせていただくということがありました。その中で事件のそういった被疑
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者になられた方、それが実は冤罪であったと分かった、そういう人たちから話
を聞くという機会がありました。足利事件の方が見えたり、これは志布志事件
の被疑者になったという方です。ちょっと読み上げますと、自白を追求する、
情報を得ると言ってもどうしても自白に制約された形での情報収集になってし
まうというのがよく表れているかなと思います。これはご本人の話ですので、
全部が全部事実かどうかということは置いておいて、被疑者であった方はこん
な風に捉えておられていたということです。最初から犯人扱いだった、認めろ、
やっていないと言っても耳に留めてくれない。答えず黙っていると、壁をペン
でトントンと突く。机を足で蹴飛ばしてもう少しで身体に当たりそうだった。
ポリグラフに掛けられ出ていると言われた。やっていないと言っても、捜査官
が補助官にこれを見てみろ、きれいに出ている、嘘をついていると言われてし
まった。認めたら帰れる、認めないと地獄に落ちると言われた。認めろ、お前
が認めなくても皆認めている。お前が認めなくても同じだと言われた。そんな
ことでやりましたと言った。抵抗をやめて一回やったと言った。すると一回で
はないだろうと言った。二回ですか、違う。三回ですか、違う。四回ですか、
そうだ分かっているだろうと言われた。お金ももらっているだろうと言われて、
一万ですかというと、いや、ハンパではない。二万ですかというと、違う。
三万ですか、そうだ。翌週は六万だと。取調官からヒントをもらいながら作っ
ていくということになるんですね。これは最終的には冤罪だという風に分かっ
たので、被疑者は虚偽の自白をしていたということになります。
もうひとつの氷見事件、これも同じような構造を持っています。最初から犯
人扱い。なぜここに連れてこられたのか分かるな。あの日何をしたのか、と聞
かれる。机をバンと叩き怒鳴る。一方的に責め続けられる。恐怖でいっぱいに
なった。三回目の取調べ、聞いてくれず、暑く気を失ったが終わらない。母の
写真を持たせ、やっていないと言えるかと言われる。姉も認めている、お前が
やったんだなと言われ、はいと言ってしまった。逮捕後はひっくり返すな、は
いか、うんしか言うなと言い、否認したら怒る。今後一切、ひっくり返しませ
んという上申書を書かせられた。ここで認めるわけですね。そしたら、その後
はこの枠組みの中での情報収集が行われている。例えば、ブラジャーの色を聞
かれる、強姦なんですね。ブラジャーの色を聞かれて、白と言うと違う。何度
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もやり取りをして、黒ということになった。どんな刺繍があるかと聞かれ、刺
繍があるんだなと思って、花と答えたら、当たってしまった、そうだなという
ことで、それで決まった。想像できないことは教えてもらった。こういうこと
なんですね。これはみんな冤罪だったということになるんです。
そういうことの反省があって 2010 年 2 月に捜査手法、取調べの高度化を図
るための研究会というのが警察庁で作られました。これは 12 人の委員が入り
まして、学者、法学者、社会学者、心理学者、元検事さん、裁判官、警視庁、
弁護士さんであるとか、こういった方たちが 12 人委員になったわけです。全
部で 23 回の会合が行われました。私は心理学者ということで参加させていた
だき、本当に心理学の技法も役に立つんですよと、毎回毎回申し上げさせてい
ただいたということがあります。2012 年 2 月に最終報告書が作られ、この時
点では半分の委員は可視化を進めて行ったらいい、心理学の観点から言えば、
取調べの技法というんでしょうか、面接技法も上達させていきながら、面接を
録音するのが大変有効であるという立場に立っていたんですが、半分は従来型
の取り調べ、カメラを入れたら損なわれるものが多いという立場だったんです
ね。それで両論併記ということになったんですが、その一か月後、2012 年 3
月に警察庁から出されました捜査手法、取調べの高度化プログラム、これはネッ
トで落としてくることができるので、数ページ、3～ 4 枚の文書なんですが、
大変今後の未来に向けての素晴らしい展望が述べられていまして、それは対象
事件も拡大していこう、裁判員裁判対象事件、知的障害を有する被疑者の取り
調べだけじゃなくて、否認事件等にも録音・録画を拡大していこう。それでこ
れは大変嬉しかったんですが、取調べ技術の体系化と研修、訓練の充実、心理
学的な手法を取り入れることによって、取調べ技術の体系化を図っていこう、
そんなことが述べられていました。もちろん、その科捜研、科警研、色んなと
ころがありますから、そういうところで心理学者の背景を持たれる研究者の方
たちの努力というのがあると思います。私も研究会の中では、心理学を取り入
れた取り調べはすごく重要ですと思いまして、こちらはブル先生がお書きに
なった『犯罪心理学ビギナーズガイド』、ここにはイギリスの PEACEモデル
と言われる情報収集アプローチが分かりやすく出ているんですね。その本を翻
訳しまして、委員の先生方に読んでいただきましたり、後は日本学術会議とい
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う学者による会議があるんですが、そこで提言を作りまして、お配りしたりし
ました。また、私自身も PEACEモデルのことについて、もっと勉強したいと
思いまして、イギリスのサセックス州で 3週間被疑者取り調べの研修を受けさ
せていただいて、その内容をご説明したりしました。大変、そういうこともよ
く聞いてくださいまして、プログラムという先ほどの数枚の文書が出た後、
2012 年の 12 月に警察庁から取調べ（基礎編）、これは参考人を対象にすると
いうことなんですが、取り調べ技法を表す教本が出てきたんですね。この下の
図がそうです。これもダウンロードすることができますが、これはいわゆる認
知心理学の技法、知見に基づいた認知面接という手法が取り入れられています。
ざっくり言いますと、本人に沢山話してもらって情報収集しようという手法な
んですね。さらに 2013 年の 5 月には警察大学校の中に取調べ技術総合研究・
研修センターというのができて、幹部になられる方たちにこういう技法のト
レーニングが行われているということがあります。法務省では、法制審議会で
拡大の今、この間議論、結論、報告が出されたということがあるんですね。
こういうような流れの中なんですが、私どもは北大で司法面接研修というの
を行っています。これは、先ほども言いましたような被害を受けた子どもさん、
被害を受けた可能性のある子どもさんからどういう風に事情聴取すればいいか
のトレーニングを行っているんですね。被害児童がいれば、かわいそうになと
思って、こういうこともあったんじゃないの、ああいうこともされたんじゃな
いのと聞いてしまいがちなんですが、それも誘導になって誤った情報を作り出
してしまうということにもなってしまいます。そうではなくて、できるだけオー
プンに自発的な報告を得るというのが司法面接と言われる面接法です。こちら
は、受講者を表しているんですが、2008 年からトレーニングを始めまして、
2011 年、ピンクのところは福祉、ソーシャルワーカー、児童相談所の職員です。
青いところが警察官、検事さんなんですが、ちょうどこういった結論が出まし
て文書が出てた、教本が出てきた、その辺りから警察官、検事さんの参加が増
えてまいりまして、2012 年、2013 年と多くの方々に受講していただいたり、
私達が出向いてトレーニングをさせていただいたりしています。大体2日間の、
丸 1日、2日間の大変長いトレーニングになるわけですが、写真にありますよ
うに、面接演習をして、振り返り、演習をして振り返りをしながら、適切な本
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人に話してもらうという面接を体得していくわけなんですね。
これは私たちが使っているプロトコルなんですが、単に話してくださいとい
うだけでは被面接者はすぐには話せませんので、準備をして、導入を行い、グ
ラウンドルールというのは約束事なんですが、質問が分からなかったら分から
ないと言ってください。もしも面接者が間違ったことを言ったら、間違ってい
るよと教えてくださいとそんなことを説明した上で、ラポール形成、これは信
頼できる関係性とか、話しやすい関係性と言いますが、子どもの好きなことを
話してもらって、リラックスしてもらって、それから出来事を思い出す練習、
朝起きてからここに来るまでに何があったか全部話してください。そういう風
にして話す練習をしてもらって、そして本題に入るわけですね。自由報告と書
いてあるのは、じゃあ今日はどうしてここに来ましたかとか、何があってここ
に来ましたかということで、その内容を自発的に報告してもらう。必要に応じ
て質問をして、最後は適切にクロージングする。確認をしたり、後はもっと話
したいことありませんかとか、質問ありませんかと聞いたりして終わりにする。
こういった構造化された中で、自由報告と言っていますが、自発的な報告を得
る、これが司法面接なんですね。子どもの被害者を対象にしているわけなんで
すが、実際にこういうトレーニングを行いますと、事前に比べて事後はオープ
ン質問、お話してくださいというタイプの質問が増え、また、これは面接者と
被面接者がどれぐらい話しているかを表しているんですが、事前は濃い方、面
接者の発話が被面接者の発話よりも多いんですね。面接者の方が話しているん
です。でも、トレーニングを受けると、被面接者、薄いピンクの方が話すよう
になるということがあります。また、ビデオを見てもらってその内容について
面接を行う、そんなことをしますと、より正確な情報が得られやすくなる。要
するにトレーニングを受けた後の面接でビデオの内容を聴取すると、より正確
な情報が得られるということなんですね。これは、各種類の質問がどれぐらい
の情報を引き出すかということを表しているんですが、オープン質問、お話し
てください、それから、それからどうなったという形で話してもらう方法です
と、多くの情報が出てきます。縦軸が長いですね。これは、発話の量です。そ
れからいつとか、誰とか、どことかWH質問は中ぐらい、クローズ質問とい
うのはAですか、Bですかと言っている質問はより少なく、最後の誘導質問
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というのは、タグ質問とも言いますが、何とかですよねという質問です。こう
なりますと、はいとか、そうですとかいうことになってしまうわけです。
さて、ここまではソーシャルワーカーも含めた子どもを対象とした面接なん
ですが、もう少し被疑者の方についてもお話をしたいと思います。先ほども申
しましたように 2011 年から警察官、これは濃い青で書いてあります。それか
らブルーの薄い方が検事さんの参加も増えてきました。数で言いますと 12 年
は 150 人、13 年は 200 人近くということになります。2012 年にトレーニング
を受けられた警察官の先生方は全国の警察、県警とかに戻られて、そこで教養
という形でこういう面接法のトレーニングをなさったりしているわけなんで
す。それに伴い、次は検事さんたちが来られるようになってきたんですが、そ
ういう風になると被疑者取り調べの場面を心理学者が見てどう判断するか、そ
ういう風な手法を生かして被疑者取調べの適切性を判断してほしい、コメント
をしてほしい、そういう依頼も来るわけです。この表に挙げていますのは、被
疑者の取調べなんですが、2011 年には 1人だったのが、2012 年、2013 年 7 人、
6 人、面接の回数で言いますと、11 年は 2 回だったのが 12 年、13 年は 10 回
ずつ、そしてまた被疑者取り調べ室に同席させていただいて、被疑者の隣で話
を聞いて、面接の質問が適切かどうか、クローズド質問にばかりなっていない
かとか、あるいはモニターを通して、オンラインでというんですかね、見させ
ていただいて、何か気を付けるべきところがあれば、コメントをするとか、そ
んなことをさせていただくようになっています。2013 年から私は札幌にいる
んですが、札幌では 5人の心理学者がチームを作りまして、適宜こういう少し
問題があるかもしれない、例えば知的障害を持っておられてというような場合
の被疑者取り調べには心理学者が出向いて、コメントさせていただいたり、ア
ドバイスというと大変おこがましいんですが、させていただくということをし
ております。
さて、先ほどのグラフ、面接研究のグラフなんですが、もう一度この形をも
う一回思い出していただいて、次のを見てください。こちらは、旧例なんです
が、窃盗とか放火とか詐欺とか強制わいせつとか色んな事件の被疑者の方から
の聴取です。そうやって聴取されたものを同じように、これは検事さんたちに、
検事さんの面接でして、フィードバックとしてお返ししているものなんですが、
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どういった質問がどういった情報を引き出しているかということなんですね。
全く同じでオープン質問ですと、多くなると沢山の情報が出てくる。WH質問
では中ぐらい、クローズド質問だと少なくなってしまって、何とかですねとい
うと、はい、そうですとなるわけです。また、これは研修を受けられる前の聴
取と受けられた後の聴取を比較しているわけなんですが、これは後で加えたの
でスライドにはないんですが、面接研修の前ですとオープン質問はほとんどな
い、ゼロですね。ですけれども、研修の後にはオープン質問も行われ、WH質
問も比較的行われ、Yes/No 質問が減ってくるということがあります。さらに、
これは面接者と被面接者がどれぐらい喋ったかということを示しています。研
修前の面接ですと、面接者がたくさん喋って、被面接者はあまり話していない
わけなんですね。しかし、研修後の面接ですと、面接者と被面接者が同じくら
いか、面接によっては被面接、被疑者の方ですね、被面接者の方が沢山話して
いるということになるわけです。大変、研修を受けることは効果的なんですね。
また、面接の構造を見ましても、何も、それまでの従来型の取調べですと、す
ぐに入って、聞いて、すぐに終わって、あまり構造がない。けれども、研修の
後ですと、イントロダクション、導入から入って、人物確認、体調確認、録画
説明、黙秘権、黙秘権と先任権はいつもあるわけなんですが、そういう説明が
行われ、またグラウンドルールとして、本当のことを話してください。分から
ない時には分からないと言ってください。間違っていたら間違っていると言っ
てくださいというような確認が行われます。そして本題に入り、終わる時には
きちんとクロージングが行われて、終了するということなんですね。特定のプ
ロトコルに沿っているわけではないんですが、そういうことが自発的に行われ
ているということがあります。時間も押してきましたので、これがひとつの子
供を対象とした面接法なんですが、そういったトレーニングを受けることで、
面接の形が少し変わってくる、情報収集をするということに対する意識が高
まってくるという部分があるのかなと思います。
もうひとつ、紹介したかったのは、これはやはりトレーニングに参加した心
理学者、サイコロジストですね、臨床心理士、それからソーシャルワーカー、
警察の方や検事さんなどの司法関係者、二つ研究が行われているので、それぞ
れ 100 人ずつ、各カテゴリーが 30 人ずつで 100 人、100 人ぐらいなんですが、
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こういう方たちに調査をさせてもらっています。どんなのかと言いますと、面
接の中でどういう情報を収集したらいいかということなんですね。質問紙なん
ですが、子供が「パパ叩いた」と言ったとする。それで面接を行うことにした。
どういう質問をしたらいいかということなんですが、研究 1では、重要だと思
われるものを 7つか 8つ選ぶ。二番目の研究では 4件法で、「大変重要である」
から「重要でない」まで点数をつける、そういう形で調査を行いました。一つ
の質問は、面接の中でどういう情報を収集すればいいのか。例えば、「パパ叩
いた」ということでパパに関する情報、年齢とか職業とか特徴ですね。それか
ら出来事に関する情報、パパの名前、時間や場所、叩かれた部位や一回か一回
よりも多いのか、それから最後に叩かれた時の出来事、また加えて、もうちょっ
と臨床的に、日常的に福祉的にもどういう風に叩かれているか、子どもさんの
気持ち、あるいはパパに対する子供の気持ちや家族の情報やニーズ、こんなこ
とでどういうことを選んで聞いていったらいいか。また面接者から子どもに伝
える情報としてどんなことがあったらいいのか。本当にあったことを話してく
ださい。分からないことがあったら、分からないと言ってくださいというグラ
ウンドルール、それから話したくなかったら話さなくてもいいですよとか、あ
なたは悪くないとか、受容する、共感する、こういうような臨床的な部分、ま
た面接者によるパパへの評価、パパは悪い人だね、パパは悪いことをやったと
か、今後パパへしっかり指導しますからねといった対応や、何々さんとの約束
は守りますよとか、あるいは面接者自身が私もこういう体験あったけどがん
ばってねとか、個人情報を面接者が言うとか、こんな項目を設けまして、どう
いう情報が重要かということを尋ねました。
研修の前と後と比べるわけなんですが、前と比べて、左側がパパに関する情
報、真ん中が出来事に関する情報、右側が子どもさんの気持ちとか、家族情報
とかニーズですね。挙がるのは真ん中の出来事情報が重要だという風にする点
数があがって、気持ちとかニーズは、もちろん福祉的には重要なんだけど、面
接の中で得る情報としては、重要度が低いという風に判断されるようになりま
す。それから、こちらは伝達されるべき情報なんですが、グラウンドルール的
な分からなかったら分からないと言ってください。全部話してください。こう
いったことが重要だと思われる割合がぐっと上がりまして、逆に話したくなけ
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れば話さなくてもいいですよとか、あなたは悪くないですよとか、共感すると
か約束するというのは減ってくるということがあります。これは何を表してい
るかというと、より気持ちの交流とか、福祉的な対応をどうするかというのを
面接の中で面接者が決めながら話す、話を聞いていくのではなくて、まずは面
接室の中で子供から最大限の出来事に関する、後で事実かどうかチェックでき
る情報を収集することに焦点が高まってきていることを表しているんですね。
これは、被害者やその他の目撃者に関する聴取と同じで被疑者に関しても同じ
であり、こういうところにも研修を受けるところの効果、これも元はと言えば
可視化なんですが、効果があるのではないかなと思います。これで終わりにし
たいと思います。どうもありがとうございました。

司会　仲先生、どうもありがとうございました。
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第一部

「オーストラリアにおける可視化導入以降の取調べ室での取調べ」

司会：指宿　信（成城大学教授）
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報告 1：  Effective social interviewing techniques in high stakes cases: 
Interviewers’ and detainees’ experiences

ジェーン・デラハンティ（チャールズ・スタート大学教授）

司会　それでは第一部、オーストラリアのセッションに移りたいと思います。
これから心理学、法学、それぞれのスピーカーから 30 分報告をいただき、
日本の実務の意見としてそれぞれのセッションで弁護士の方にコメントをいた
だき、若干の質疑応答を会場とかわしたいという風に思います。
皆様、それではデラハンティ先生をお迎えしたいと思います。オーストラリ
アのチャールズ・スタート大学からお越しくださいました。
デラハンティ　ご紹介ありがとうございます。また、皆様のシンポジウムにご
招待いただきありがとうございます。とてもうれしく思っています。この国際
シンポジウムに参加でき、とてもうれしいですし、またこの機会を賜りました
ことを感謝したいと思います。
今日お話ししたいのは、私がこの 1年間で行いましたある一つの調査のお話
です。この調査でありますが、様々な法管轄、国において、録画を使っている
ところと録画を使っていないところがあるんです。そういった諸国を対象にし
たもので、何がうまくいくのか、どのようなやり方が取り調べでうまくいかな
いのか、特に重要事件、特にテロの事件なんですが、何が取り調べでうまくい
かないのか、うまくいくのかということで、ここでプラクティショナーと言っ
ているのは、取調官です。それから被疑者の方がディテイニー（Detainees: 未
決勾留者）でありまして、その起訴されているか、起訴されていないかに関わ
らず被疑者としています。最近、この実践の在り方が改新されています。とい
うのは、多国間で大きな国の枠を超えて警察が協力しなくてはいけない、特に
国際的なテロといった事件では国を超えた協力が必要で、何がベスト・プラク
ティスなのかということをお互いに勉強する必要が出てきました。このような
背景にこの調査を行いました。色んな諸国で取り調べ技法として何が上手く
行っていて、何が上手く行かないのかという話です。さらに警察というという
観点から、どのようなやり方や手法が信頼のある供述を得る上で、またどれだ
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け早く供述を得るのかという上で有効なのか調べました。私の調査では 4つの
技法を見ています。物理的な手法、例えば、環境、場合によっては拷問。2つ
目は法的な側面、これについては後程例を示します。3つ目は認知的、つまり
被疑者の考え方にフォーカスする、それから 4つ目はソーシャル、社会的対人
的な技法です。取調官と被疑者の間の対人関係を重視するもの、背景にあるの
はモストンらが行った、また作ったインタラクションプロセスモデルという理
論に基づいています。これは大変興味深いです。これまでの研究ではいわゆる
取調官の観点から行われており、被疑者の観点が抜けています。インタラクショ
ンプロセスモデルが大変魅力的なのは、これがダイナミックな状況であって、
2者間の関係を考えなければいけない。両者の立場や関係を示唆として考えな
ければいけないということを重視しています。この調査には様々な国が入って
います。もちろん私が望んだ全ての諸国の参加を得ることはありませんでした
が、5つの国が参加した調査です。どの場合におきましても、取調官、それか
ら被疑者に対して、一つ具体的な取り調べを思い出してください。全般的に何
が起こったか、あるいは全般的にどういう技法だと思ったかということではな
くて、彼らの記憶の中で、特に一つの具体例を思い出してくださいと尋ねまし
た。よって私の調査というのは非実験的な調査ということになります。こういっ
た方々に対しての後ろ向きのインタビューでありまして、データの分析にもい
くつかの特徴や制限があります。どのような相関関係、どのような技法で、相
手からどのような応答が返ってくるかという相関関係を見ています。直接の因
果関係を見るような実験的な調査ではありません。どういったことをたずねた
かということですが、どのような技法が被疑者から協力を引き出すために役
立ったか。もちろん偽の情報ではなくて、意味のある、捜査にとって意味のあ
る情報が引き出せたかという質問です。
まず、インタラクションという相互のやり取りを考えるということです。実
際、いくつかの取り調べの会話記録に目を通しました。テロリストに対しての
取り調べの書き起こしです。韓国のヨン先生に分析をしていただきました。こ
の方は言語学者で、様々な質疑のペアを言語分析しています。研究者にとりま
しては、なかなかその公式な供述調書の書き起こしだとか、ビデオテープの書
き起こしを得るのは難しいんです。これはたまたまオーストラリアの連邦警察
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庁のインタビューで漏れてしまったんですね。弁護人の側から漏れてしまった
ものに対しての言語分析でした。興味深い言語分析でした。そこで示されてい
るのは、これは録音されていた、また適切な、法的な注意を被疑者に対して説
明をし、強圧がないようにとしていたんですが、しかしながらインタラクショ
ンの中では両者の力関係の差というのが明確に出ていました。例えば警察官と
いうのは、支配的優位性というのを上手く使っていました。例えば自分の仲間
に対する呼びかけ方と、被疑者に対する呼びかけ方は違うんです。常に被疑者
に対してはファーストネームで呼びかけ、他の仲間についてはフルネームであ
るいは、きちんと肩書きも付けて呼んでいました。これは被疑者との間の権力
の差を見せつけたものです。さらにまた、警察官はお互いの言葉を遮ることを
しなかったけれども、その被疑者が語り始めた時には時々遮って、自分の方が
優位な立場にあると言うことを示していたわけです。きちんと録音・録画が行
われたとしても、本当にこのような微妙なレベルでのお互いのやり取りを解析
しなければ、重要なことが分かってこない、つまり両者間のダイナミクス、取
調官、被疑者との間のダイナミクスが分からないのです。先ほど仲先生の発表
にもありましたが、大別される 2つアプローチがあります。つまり非難的、段
階的で強圧的なアプローチと、もう一つは情報収集型のアプローチというのが
あります。この 2つのアプローチを比較しました。強圧的なアプローチという
のは、取調官が有罪推定から取り調べを始め、あまり可能性として推定無罪と
いうことを想定しないで質問するということです。つまり、どちらかというと
無実の方と一致するような情報は無視してしまう。またクローズドエンドで誘
導的な質問がなされるというようなやり方を、強圧的なやり方と言っています。
こちらに示していますのは、強圧的なやり方と非強圧的なやり方を様々な側面
で比較したものです。これはとても重要だと思っています。色んな技法を使う
ことができる、しかしその使い方も強圧的だったり、非強圧的になったりする
のです。強圧的というのは程度が色々違います。その戦略、やり方というのは
明確に違います。例えば物理的環境としては、隔離する、あるいは目隠しをす
る、あるいは極度に室温を変えることで、被疑者の方が様々な状況にさらされ、
あまり物理的な環境が良くない、本当に取調室という形、一方で非強圧的とい
うのはもっと家のような、休憩を沢山とって、休息も取らせてくれるという環
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境のことを言っています。
次に法的なスタイルですが、ちょっとここは分類の方法が恣意的になってし
まうかもしれません。その法律遵守的か、あるいは認知的かということでは
ちょっと下がるかもしれませんが、例えば意思決定、それぞれの個人の意思決
定のやり方にフォーカスをするのであれば、認識的、認知的、例えば証拠の使
い方です。場合によっては例えば事実だとか、証拠を相手に示すのは法律順守
的という方もいるでしょうし、認知的と捉える人もいるでしょう。対人的な側
面としては、例えばフレンドリーか、ラポート作りを重視し、相手を尊重し、
敬意するか、一方、強圧的なものは威嚇、脅迫性を示すというような形で私達
の分析スキームを分類しています。
私達の調査ですが、それまでの研究をカバーするものです。これまで国際的
に見て被疑者を対象とした調査や点検はありません。彼らからのフィードバッ
クというのがこれまで充分になかったという状況を何とかしようと思ったんで
す。この点については、今、色んな文献が出てきました。過去にどのような研
究がなされているのかというのを振り返ってみたんですが、被疑者に対する調
査は色んなやり方が採られている、調査あるいはインタビューという形で行わ
れたものもあるし、あるいは統制群を置いた実験という形でなされたものもあ
りました。ということで、どういったような所見がこれまで得られたのかとい
うことを調べて私達の調査の仮説を立てたのです。被疑者の観点から全般的に
分かったこととしては、取調官というのがフレンドリーでよりラポートを作る
ような技法、それから共感を使っていれば、それによって真実の供述が促進さ
れる、偽の供述ではなくて、真実の供述が促進される。一方で、支配的であっ
て、非難的であり、強圧的であったとしたら、被疑者はこれはアンフェアだと
いう風に感じ、その結果、真実の供述の量が少なくなるということです。例え
ばスウェーデンです。クリスシャンセンらが次のような実験を行いました。83
人の有罪確定者に調査を行っています。そしてオーストラリアではいくつかの
試験をマーク・ケプランらがやっています。一つは実験的で 43 名の性犯罪者、
そしてその後は性犯罪者、そして重大事犯に対してインタビュー手法で行って
います。この 3つの調査に関するコンセンサスをまとめました。私達の調査の
目的でありますが、取調官、それから重大犯罪の被疑者、例えば、重大事犯で
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あったり、あるいはその被疑者としている人たちを検討するどのような手法が
上手く行ったのかということを検討するということです。書き起こしであると
か、あるいは可能であれば録画を使いたいということですが、こういったもの
を得られませんでした。それぞれの警察署に対してコピーをもらえないかとい
うことをお願いをしたのですが、結局、そのような録音・録画をいただけない
形で行いました。私達の研究のアウトカム、結果でありますが、その供述で捜
査にとって真実な、また有用な供述が得られたのか、またいつどの時点で供述
が得られたか、またその供述が部分的な供述だったのか、完全な供述だったの
か、全く供述しなかったのか、あるいは自己負債的な供述をしたのかというこ
とです。
これまでの調査では、例えば、強圧的なやり方というのは被疑者の方がより
多く件数を覚えている。非強圧的なやり方の方が全ての側面に関してより効果
的だということが仮説として考えられました。そこで私たちのサンプル、最終
的には重要被疑者を担当した 34 名の取調官、それから 30 名の被疑者をインタ
ビューしました。それ以上にも何人かには、会ったんですが、途中で完了でき
ませんでした。ここにある 5つの国を対象としています。いろんなネットワー
クを通して、例えば所属機関だとか、あるいは研究者、あるいは私がこれまで
研究を行ったところの伝手をたどってリクルートしています。各インタビュー
でありますが、1時間としました。ほとんど私がインタビューして、ほとんど
は英語で行ったんですが、フィリピンにおいては別の方がインタビューするこ
とになりました。インタビュー、面接を行った後、その内容を書き起こし、匿
名を課した形で分析を行いました。私たちの質問はすべて回答式、あるいは半
構造化面接でした。これは警察の方の取調官の種類です。国によってばらつき
があります。比較的多いのがオーストラリア、さらにフィリピンもパーセンテー
ジが高いです。また、一番最後の行をご覧いただきたいんですが、こうした取
調官でありますが、最近の重要被疑者と例えばテロか非テロリストかというこ
とを聞きますと、テロリストを上げた方の方が多かったということです。さら
に郡と警察の取調官、両方が入っています。ということでかなり色々なデータ
があります。
次に被疑者側ですが、このようなグループになっています。オーストラリア
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は少ないです。オーストラリアの被疑者は警察によって有罪判決を受ける前に、
インタビューを受けていません。例えば、様々な証拠や状況証拠などを集める
ということが重要視されており、インタビューで何を言うかという供述は重視
されていないからです。ですからお一人だけが、テロリストとして判決前にオー
ストラリアにおいてインタビューされているというケースです。他のところは
もう少し数が多かったです。こちらの方の教育レベル、デモグラフィックな情
報として、何人が大卒であったか、また高校卒業していたかということも書い
ています。それからテロの被疑者ということでフィリピンにおいてはまだ有罪
判決は受けていませんが、拘留はされています。フィリピンでは 10、12 年、
14 年という形で拘留されて、実際の裁判までは時間がかかってしまうことが
あるのです。これが私のサンプルでした。そしてケースを考えてくださいとい
うことで、何か変化がありましたか、情報開示のパターンが変わりましたか、
初めは協力していたのに後は何も話さなくなりましたか、それからインタ
ビューの中でものすごく閉鎖的で何も答えなかったのが突然協力的になった人
がいましたかということをチェックしました。そしてそれを覚えていて、そう
したインタビューがあったという場合、そういうインタビューが複数あったな
ら最近のを思い出してくださいということにしました。自発的に何人かが複数
のインタビューのことについて話したいということを言ったので、それを止め
ることはしませんでした。そうした複数のインタビューについて分析をしてい
るので、何を記憶しているかということは、実際に参加している協力者の数よ
りも多くなっています。そして、実際にどれぐらいの準備がされたかというこ
とも、インタビューの準備、それから戦略、何を使ったか、そしてそれらに対
する応答が何であったか、そして各々の個人のデモグラフィックを調べていま
す。
フィリピンでのインタビューですが、タガログ語で行っております。私では
なくて、協力者がいまして、テロの方とも、昔はテロだったので協力的で信用
されているということで、もし私がやりますということを言ったら彼らに拒否
されました、私が資金を FBI からも得ていましたので、こちらの研究の方に
参加することを拒否されたんです。それから、拒否した他の理由は、他の研究
にも参加した際に利用されたということのようです。違う調査者が約束を反故
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にして色んなサイトにこれがテロリストだという風に公開されたと。そして、
有罪判決を受けていないにも関わらず、それらが開示されてしまっていたとい
う経験を持っていたので、信用できないということで、私の調査は拒否される
ということで協力者を使いました。トータルで 75 のインタビューの経験がリ
ストアップされています。87％がテロのケースで、13％がほかの重罪です。住
宅に侵入したり、殺人であるとか、深刻な暴力行為があります。それからテロ
の中でもこういうものが入っているということでリストアップしていました。
フィリピンのアブサヤの武装反乱、タミル・イーラム解放の虎、インドネシア
のバリの爆撃事件の関係者、オーストラリアの原子力発電所の爆撃の試み、ノ
ルウェーの方のアーサールアルイスマールの追従者ということです。それで、
まずは逐語録を作りまして、それの信頼性を確認するということをデータ内に
おきまして、推定をしました。そして、2つ以上のデータを使ってその信頼性
をチェックしてもらいました。それからデータ間の相関関係ですが、これは、
データ間を見るよりも強かったということですが、充足していました。それか
ら、質的分析もしています。これはコードを使いまして、非常に複雑なコーディ
ングのシステムに 100 以上の変数を使って解析をしています。色々な被疑者が
言ったことを抽象化しまして、いくつかの分類に落としています。この点は、
後でお話します。
それから各々のインタビューにおきましては、慎重な形でどこに転換点が
あったかということを確認するようにしました。協力的なものから非協力的な
ものにいつ変わったか。色々喋っていたのが変わったとか、これが一つの戦略
としてそうこうしたのではないか。それによって転換点が作られたのではない
か。そして協力的であったのが非協力的になったのではないかということで、
これは定性的な、定量的というよりは、定性的なデータということになりましょ
う。それから、統計的なデータの方ですが、まずは予測変数としましては、先
ほど申し上げましたように法的、物理的、認知的、それからより大別的には、
強圧的か非強圧的かということの程度を見ました。PJ というのは Procedural 
Justice ということで手続き的な公正があったかということ、それから、実際
に邪魔をされないでそれを続けられたかということ。それから敬意を持って対
応をされたか、中立で対応されたか、推定無罪であったのか、こういったこと
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が社会的な要素として入ってきます。法的な要素もありますが、それでアウト
カムの変数ですが、一つは協力、どのような質問をしたときに、実際に被疑者
が拒否をしたか。またほかの人に言ったときには自分のことではないけれども、
自分のことを言いたかったか、ほかの人に対して、自分の自己不在をするとき
に拒否をしたか。そして、開示、ディスクロージャーに関しては、皆さんが仰
るようなのと同じような情報を聞いています。それから情報開示のスピード、
これは何も自認していない、後でそのような自認をした、あるいは早期の段階
で自己不良的なことを認めたか、あるいは直後であるかということを見ました。
各々の場合、このような開示が何か、戦略とリンクしていたかどうかというの
は断定するのは難しいのですが、しかし、完全な形で開示を行ったということ
になりますと、これはインタビューや戦略とは関係ありませんので、こちらの
方は排除するということにしました。インタビューの前に全て警察に話したい
という風に思ったのではないかと思ったので、こういったものを分析しても仕
方がないと考えたのです。
次のリストを見ていただきますと、相関関係を示しました（スライド 15）。
上のところの番号ですが、縦の番号と同じものがリストアップされているとい
う風に考えてください。ここで申し上げたかったのは、こちらのスライドです
が、有意な相関関係が社会的な方略のところでありそうです。社会的方略とい
うことで、アスタリスク（星印）がいっぱい付いていますが、これは統計的に
有意な相関関係があるということです。誇張されたようなスコアを出さないよ
うにしようと思いましたので、アルファレベル、これはブートストラップ法で
1万回かけました。そうすると結果は頑強になります。
ここから識別できることは、これは予測分析を後でお話しますのでこれを
ベースに展開していきたいんですが、それでプログラムの 82 ページ以降を見
ていただきますと、ペーパーに詳細にこういった表が何を示すかということを
書いています。それで次の表に行っていただきたいんですが、ロジスティック
回帰分析の結果です（スライド 16）。協力と情報開示と情報開示のスピードで、
どのような結果が出たかということを表しています。重要なのは、大体 3分の
1 は、常に協力的でした。5 分の 1 はいつも拒否していました。5 分の 2 は、
質問は拒否したものもありました。15％は、はじめ拒否していたのが後から協
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力的になりました。しかし、重要なのは、協力の度合いを見たんですが、証拠
を目の前に突きつけない場合に、協力の度合いが 5倍になるということです。
証拠を突きつけられると、もっと閉鎖的になって、また文献においても示され
ているように一致した形の結果が出ました。そこはオッズ比としては 5倍の協
力の度合いの差があったということです。
そして、協力の体制が影響がなかったということも出ています。物理的、ま
た法的、社会的な戦略によってです。そして開示のレベルですが、30％は完全
な情報の開示をしました。30％は自己負債的な承認をしました。25％は他の人
も含めて悪いと言いました。ただ、数としては、全く開示しないという人が 3％
いました。つまり、インタビューで情報開示をしないという人は、ひょっとし
たらレーティングをしすぎかもしれませんが、完全な開示をしている人たちは
社会的なラポールの戦略が奏功しているようです。つまり、人と人との関係性
が法的な、あるいは物理的な戦略よりも功を奏しているようです。もっと社会
的な戦略を取ったら、もっと開示が高くなるという結果が出ています。それで
戦略を数えてみまして、それとの相関をみました。それから開示のスピードで
すが、我々の参加者の 3分の 1がかなり早期に開示をしています。27％がすぐ
開示をしています。さらに 27％が後で開示をしています。このインタビュー
で変革してくるのは、ラポールを構築していく、つまり社会的戦略がこのよう
な転換を生み出しているのではないかと思われます。インタビューされて、社
会的戦略に関わるものであったならば、開示の比率が早くなる。そしてこちら
の方が 14 倍も早くなるということで、非常にパワフルな効果が社会的な関係
を作り出すのにはあるようです。
ではちょっとこちらのスライドを飛ばしまして、まとめに入りたいと思いま
すが、このような段階的な戦略ですが、これは両方のグループでは効果が少な
いということが分かりました。身体的、物理的な戦略の差が出ましたが、警察
とそれから被疑者については 5分の 1が拷問があったと答えました。それ以外
は、非常にいい形の安楽な物理的な設定をすることによって、拒否は少なくな
るということでした。反対にそれが非常に難しいセッティングであったならば、
開示が少なくなる、そして間違った情報や自白があるということです。また、
いくつかどのような乱用があったか、虐待があったかということを書いていま
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す。警察の方はゼロという風に言っていますが、被疑者側いわくこのように物
理的虐待があった、暴力行為があったという風に答えています。例えば、目隠
しをされた、頭に袋を被せられたということを答えています。それから断眠で
あるとか、暗いところであるとか、色々な屈辱を受けたという答えがありまし
た。そして、このような非生産的な強圧があったことについて、被疑者はもし、
警察から嘘の質問や情報を提供したならば、自分も嘘の答えをしたという風に
答えています。
こちらの方（スライド 27）は、もっとソフトタイプなフレンドリーなイン
タビューをした時に結果がどうなったかということを示しています。非常に重
要で強調したいのは、我々の測定は間接的なもので、また予備的なもので、そ
してペアマッチングはしていません。同じ被疑者、同じ警察を取ったものでは
ありません。それでもっと研究をここで続けていかなければいけない、取調官
と被疑者をマッチングしなければいけないと思っています。しかし、それでも
我々の分析や研究は非常にいいものであるということで、そしてテロをどうい
うふうに思っているか、そしてどのような取り調べをしたら、どのような結果
がでるかということのある程度の結果が出たと思っています。国際的なリサー
チの、何かの一助になればと思っています。

司会　デラハンティ先生、ありがとうございました。非常にソフィスティケー
ションの高い、また貴重な研究結果だと思います。初めて、このような拷問を
使ったというような形の分析が出ているということからも貴重なデータだと思
います。
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Background
Interaction process model is dynamic, considers 

both interviewer and interviewee
Examine impact of strategy on outcome:  
• Yoong (2010) linguistic analysis of information 

gathering approach, legally sound, but subtle 
social dominance via interruption, name use, 
apparent consideration of legal rights;

Two broad approaches: coercive vs noncoercive
Coercive strategies are guilt presumptive;

noncoercive strategies engage the interviewee to 
elicit and consider his or her version of the 
events, entertain alternate hypotheses.
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Prior detainee studies

Rare, undervalued source of feedback
Best method is analysis of interview interactions   

but videotapes/transcripts often unavailable
Survey, interview and experimental studies:

consensus that humane, empathetic approach led to 
confessions, no confessions in response to  domineering, 
accusatory, unfair process 

Sweden: 83 convicted offenders (Holmberg & Christianson 2002)

Australia: 43 sex offenders (Kebbel et al 2008) vignette study; 
63 convicted sex and violent offenders (Kebbel et al 2010)
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Overview

International best practices in suspect interviews
What strategies prompt disclosure, and how fast?
Four types of techniques: physical, legal 
cognitive, social
Interaction Process Model (Moston et al)
International sample: practitioners and detainees
Described a single interview experience
Non-experimental, correlational, exploratory
Effectiveness in eliciting cooperation and reliable 
disclosures of meaningful information
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Types of Coercive and 
Noncoercive Interview Strategies
Strategy Coercive practices Noncoercive practices

Physical 
Isolation, restraints, extreme 
temperatures, assault 

Soft furnishing, frequent  
breaks, refreshments

Legalistic 
Accusatorial, guilt-
presumptive, maximization, 
minimization

Information gathering, open-
ended questions, avoid pre-
judgment

Cognitive 
Confront with evidence, 
deceive about evidence, 
surprise

Present evidence for 
confirmation, explanations, 
transparent process

Social Intimidation, threats, hostility
Rapport, reciprocity, 
friendliness, respect, 
consideration
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Aims of Study

Examine perceptions of practitioners who 
work with high value detainees and of 
detainees suspected of serious crimes about 
the effectiveness of coercive and 
noncoercive strategies in eliciting a change 
in the disclosures by the suspect
Disclosure of meaningful information
Timing of disclosure
Partial or full incriminating admissions
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Hypotheses

Detainees will report more use of coercive 
strategies than practitioners;
Both practitioners and detainees will perceive 
noncoercive approaches as more effective than 
coercive approaches in securing
• More cooperation
• More rapid disclosures
• More accurate or reliable dislosures
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Demographic Characteristics of Practitioners (N = 34)

Country Agency Participants % Interview reported (n)

Australia Police 26.5 (n = 7) Nonterror suspect (7)
Terror suspect (2)

Military 2.9 (n = 1) Terror suspect (1)
Indonesia Police 11.8 (n = 4) Terror suspect (4)

Philippines Military 41.2 (n = 14) Terror suspect (14)

Sri Lanka Police 8.8 (n = 3) Terror suspect (4)

Military 8.8 (n = 3) Terror suspect (4)

Norway Police 5.9 (n = 2) Nonterror suspect (2)
Terror suspect (1)
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Research Procedure

Semi-structured interview
Recall case involving change in disclosure, most 
recent if several recalled (close down/open up)
5 topics:  

Circumstances of arrest
Preparation for interview
Strategies used (physical, legalistic, cognitive, social)
Perceived responses
Demographics

In-person/skype interviews in English; in Tagalog 
in by a research collaborator; 25% via interpreter 
(Bahasa Indonesian, Tamil)
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Method and Procedure
Interviewed 34 practitioners working with HVDs and 30 
detainees
Australia, Indonesia, Norway, Philippines, Sri Lanka. 
Purposive, convenience samples, nonrandom
Practitioners from civilian and military sectors, recruited 
via employers, professional networks
Detainees recruited via legal representatives, 
corrections agencies, terrorism researchers
Interviewed for approximately one hour
Audiotaped: confidential, de-identified, transcribed
Responses to open-ended questions, semi structured
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Demographic Characteristics of Detainees (N = 30)

Country Education Participants % Interview reported  (n)

Australia Secondary 3.3 (n = 1) Terror suspect (2)

Indonesia Secondary 33.3 (n = 10) Terror suspect (14)

Philippines
Tertiary 3.3 (n = 1) Terror suspect (1)

Secondary 20.0 (n = 6) Terror suspect (6)

Primary 13.3 (n = 4) Terror suspect (4)

Sri Lanka

Tertiary 10.0 (n = 3) Terror suspect (4)

Secondary 13.3 (n = 4) Terror suspect (4)

Unknown 3.3 (n = 1) Terror suspect (1)
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75 discrete interview experiences were recounted
39 by practitioners; 36 by detainees

87% terrorism cases
13% homicide, assault, home invasion

Armed rebellion by Abu Sayyaf in Philippines 
Civil conflict Liberation Tamil Tigers of Ellam and Sri 
Lankan government 
Bali bombing attacks in Indonesia 
Nuclear reactors bombing attempt in Australia
Ansar al Ismal follower in Norway

Cases reported by participants
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Analysis
Transcribed and translated IV recordings 
Coded by 2 trained raters, 22% dual coded
Krippendorff’s alpha intra and inter-rater reliability

Intra-rater:  .82-.95 (A) .90-.97 (B); 
Inter-rater: .69-.90, discussion to resolve

Analysed quantitatively using correlational and 
predictive statistics to assess confirmatory
questions in terms of predictive relationships and 
explanatory questions in the same study 
(Tashakkori & Teddlie, 2003).
Qualitative analysis of perceived “turning points”
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Inter-correlations (Spearman’s Rho) between Interview 
Strategies and Interview Outcomes

Variable 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

INTERVIEW STRATEGIES

1. Practitioner preparation -

2. Coerciveness -.09 -

3. Physical discomfort .11 .44** -

4. Interview approach .32* .58** .35** -

5. Presented evidence .24 -.04 .18 .10 -

6. Social strategies .38* -.31** -.41** -.20 .24* -

7. Procedural justice .30 -.38** -.32** -.23* .32** .74** -

8. Reciprocity .08 -.09 -.35** -.05 .14 .70** .27* -

9. Rapport .33* -.23 -.24* -.24* .15 .82** .49** .36** -

INTERVIEW OUTCOMES

10.  Cooperation -.14 .13 -.04 -.11 -.24* -.05 -.15 -.01 .04 -

11.  Information disclosure .11 .12 -.19 -.05 .04 .34** -.13 .31 .33** .19 -

12.  Speed of disclosure .20 .06 .07 -.03 -.02 .01 -.06 -.05 .12 .38** .04
-
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Logistic regression outcomes

pcorr = bias-corrected p-value, based on 10,000 
bootstrap samples;
OR = odds ratio; CI = confidence interval.  
Including outliers, the effect of social strategies was 
OR = 2.10 [95%: 1.07; 4.13], p = .031, 
Participant type: OR = 1.65 [95% CI: 0.37; 7.37], p = 
.510; 
Overall model evaluation: 2 (2, 75) = 5.75, p = .056, 
Cox & Snell R square = .074, Nagelkerke R squared 
= .119; Hosmer-Lemeshow test: 2 (5) = 3.78, p = 
.581
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Content coding of transcribed interviews

Predictor variables:
Legalistic (information gathering/accusatory)
Physical comfort (comfortable, neutral; uncomfortable)
Cognitive use of evidence (none, deliberate use of evidence)
Social (degree of use of rapport, reciprocity, PJ)
Coercion (noncoercive, psychological, physical, both)

Criterion variables
Cooperation (resistant throughout; resistant to personally 
incriminating Qs; resistant first, then cooperative; cooperative 
throughout)
Disclosures (none, about other people and events; about 
own conduct/motivation; full)
Speed of disclosure (never, late, early, immediate)
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Logistic Regression Predicting Cooperation, Information 
Disclosure and Speed of Disclosure by Detainee

Predictor SE Wald’s 2 p OR 95% CI OR

Cooperation

Constant -1.48 0.58 6.62 .010 0.23

Partic type 0.95 0.51 2.49 .062 2.58 [0.96; 6.96]

Evidence use 1.57 0.60 6.83 .009 4.81 [1.48; 15.61]

Information Disclosure

Constant 0.15 0.54 0.08 .780 1.16

Partic type 0.96 1.19 0.65 .419 2.62 [0.25; 27.09]

Social strategies 1.44 0.69 5.84 .016 4.23a [1.31; 13.60]

Speed of Information Disclosure

Constant -1.55 0.81 3.61 .057 0.21

Partic type 1.13 0.84 1.82 .177 3.11 [0.60; 16.13]

Rapport 2.65 0.86 9.44 .002 14.17 [2.61; 76.88]
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Disclosure early in the interview
(Filippino terrorist 41)

Q:  When did you first learn that you were going to be interviewed that day?
A:  My arresting officer from the police told me that there will be some people that 
would conduct interviews about my participation and involvement in Abu Sayaff. So 
I was asked if I was willing to give information.  It was up to me. That’s the 
introduction I got from the officer.
Q: How did you respond?
A:  I told him “Yes. Anybody can come and ask me and I’ll answer them as best as I 
can.”
Q:  And when you say that you had decided to tell them everything, when did you 
make that decision?
A:  After talking to a policeman who happened to be lawyer, too. He explained it to 
me. He befriended me, actually, and I considered him one of my advisors during 
that time. He was a very good man. An old man, but he told me “I am a lawyer and 
a policeman. You know, if you talk, you have nothing to lose. But you might gain 
something.” I was not expecting to gain anything. I told him “Sir, what is important 
to me is that I can explain what happened, what really happened, and the people 
involved, and my participation.  I am willing to talk about that, but I just don’t know 
who to tell.” 
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Disclosure late (Indonesian practitioner 13)

Q: So on the first days, day one and day two, how many 
interview sessions did you have?
A: Six sessions on the first and second days, and on 
the last session of the third day, I cracked the terrorist.
Q: In the sessions on the first two days when [the 
detainee] was not answering questions, how long did the 
sessions last?
A: I tried interviewing the suspect.  After one hour, the 
suspect didn’t crack on the first day, so I stopped. I 
continued on that day in the afternoon, and stopped again 
after a similar response.  The second day was a repeat of 
what happened on day one.
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COERCIVE NONCOERCIVE
Interview 
Outcome Effective Ineffective Effective Ineffective

Cooperation

Physical 2.7 16.0 16.0

Cognitive 1.3 1.3 12.0 1.3

Social 5.3 1.3 26.7

Legal 9.3 1.3

Total 18.6 18.6 56.0 1.3

Information disclosure

Physical 2.7 18.6 10.7 1.3

Cognitive 5.3 13.4 24.0

Social 2.7 24.0 14.7

Legal 4.0 2.7

Total 14.7 58.7 49.4 1.3

Admission

Physical 4.0 4.0

Cognitive 6.7 12.0

Social 6.7

Legal 5.3 1.3

Total 16.0 4.0 20.0
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Results

Accusatorial strategies perceived as less 
effective; more commonly reported than 
information gathering; positively correlated with 
physically coercive strategies (rs = .58), and 
negatively with social persuasion (rs=-.31).
Half the detainees rated “mostly cooperative”
1 in 5 detainees reported torturous abuse
Comfortable physical settings strongly associated 
with cooperation, rapport, little resistance
Uncomfortable settings associated with less 
disclosure, fewer admissions, false information
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Analysis of  interview “turning points”

The content of interviews was qualitatively analyzed 
using an inductive approach (Strauss & Corbin, 1998) 
and a categorizing method (Maxwell, 2005), applying 
the steps summarized by Braun and Clarke (2006), 
permitting unique strategies to emerge in a “bottom-
up” rather than “top-down” manner, to accurately 
reflect all reported interviews. These analyses 
identified strategies which preceded the interview 
turning points in the relationship between interviewer-
interviewee, whether the strategies used were 
perceived as effective or ineffective, and their 
outcomes.  
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Results: reported responses to strategies used

Confronting with evidence perceived to increase 
resistance (OR=4.8). 
Threats, physical assault yielded information, but 
not necessarily reliable, and were associated with 
silence.
Noncoercive social strategies seen as most 
effective in securing and maintaining cooperation, 
more personally incriminating and reliable 
information
Confessions/admissions 4x as likely with 
respectful, nonjudgmental treatment, and rapport.
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Torture ALL PRAC DETAINEE

Violence/physical abuse 18.7 0.0 38.9

Electronic shock 2.7 0.0 5.6

Water torture 2.7 0.0 5.6

Sleep deprivation 2.7 0.0 5.6

Darkness 1.3 0.0 2.8

Blind-fold/head covered 9.3 0.0 19.4

Temperature (hot or cold) 4.0 0.0 8.3

Humiliation 5.3 0.0 11.1
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Counterproductive coercion

Many detainees reported that coercive strategies 
such as physical assault, deception and or threats by 
their interviewers, resulted in the provision of false 
information and/or false confessions. Some reported 
giving false information to stop assaults from 
continuing (Indonesian Detainee 17).  Other detainees 
responded to false information with false information.  
For example, a detainee said: “Yes, of course there 
was information I told them that was not 
true...because I am sure they were lying to me, so I 
made up some lies, too” (Filipino Detainee 77).
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Analysis of Coercive and Noncoercive Strategies Associated with 
Turning Points regarding Cooperation, Information Disclosure 
and Admissions of Culpability by Detainees

Effective strategies = positive values; ineffective strategies = negative values.
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Conclusions
One of first studies of terrorist views of strategies that 
foster cooperation and disclosure in investigative 
interviews
Detainees are a useful source of feedback
Strong consensus across practitioner-detainee 
samples
Differences mainly in physical coercion measures
Augmented past theory on interactional processes 
and the evidence-base of international best practices 
in suspect interviews. 
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Speed of disclosure

Immediate disclosure is independent of strategies
A positive relationship exists between speed and 
cooperation.
More social noncoercive strategies are 
associated with early disclosures: rapport,
e.g., liking, affinity, humour, interest
Early disclosure was 14X more likely when 
rapport-building techniques were reported
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Limitations and strengths of study

Self-reported use and definitions of success
need external validation, corroboration
Indirect measures of effectiveness
Preliminary qualitative data, needs 
replication in systematic analyses of actual 
interviews, corroborated by non-parties
Not matched pairs, so consensus and 
disparities about same interview untested
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報告 2：Audio-visual Recording of Police Interrogation

デイビッド・ディクソン（ニューサウスウェールズ大学教授）

司会　続きまして、ニューサウスウェールズ大学のデイビッド・ディクソン先
生、オーストラリアからお見えです。

ディクソン　今回初めて日本に参りまして、温かく迎えていただきありがとう
ございます。また通訳者の皆さん、私は残念ながら日本語が話せないので、間
を取り持っていただき、感謝しております。なぜ、私たちはこの取り調べの録
音・録画について話をするかということですが、英語圏ではなぜそれをするの
か。伝統的なテロ取り調べ、警察の取り調べが効率が良くなかったということ、
すなわちクリアな形で誤審、冤罪となった、やったことのない罪に問われて有
罪となった人がいたということです。同時に有罪であるべき人が司法から逃れ
ている。間違った人に取り調べをして、その人から虚偽の自白を得るというこ
とは真犯人は逃れていたということになるわけです。先ほどの話にありました
ように、ジェーン先生がおっしゃったように強圧的な取り調べが行われたとい
うのが一つの理由になって、今世界中でそれがイラク侵攻の理由になった、そ
れでよかったのかという考え方が出てきているのです。また技術があれば簡単
にできると思われるかもしれませんが、それが果たして全ての問題の万能薬に
なるのかどうかということを申し上げたいと思うのです。こういった記録の方
法は非常に価値は高いものです。しかしそれは、やはり限界があると思います
ので、適切な使い方が必要だと思います。国際的な状況についても触れていき
ます。主として私はオーストラリアについてお話をします。幸いなことに、私
自身が行った研究というのは世界で初めての研究となりました。ランダムに記
録化された取り調べをオーストラリアで、一つの州で 1年かけて見ることがで
きました。そして、この司法、刑事司法の専門家に面接をすることもできまし
た。また、オーストラリアに来る前にイギリスでフィールドリサーチをしまし
た。正式に録画・録音が始まる前の時代ですけれども、その時に何が起こって
いるのかということを見ることができた。また、アメリカでの変化も見ること
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ができましたので、そのような観点から国際的な比較もできると思っています。
記録化については賛成論、反対論、両方あると思います。しかし、一番重要
なのは、録音・録画というのは単に被疑者側になるのか、弁護士のためになる
ということにはならないということです。オーストラリアでも、他の国でも、
イギリスでもベネフィットは全ての人に、すなわち警察、実務者、そして被疑
者側にもありました。従って、警察官の中にはそういうふうに考えていただけ
ないことがあるのは残念です。私が行った調査では、専門家はオーストラリア
において記録化が始まったということで、それが一番気に入ったという方は実
は弁護人ではありません。検察官なんです。検察官が記録化がはじまってベネ
フィットが大きいとおっしゃった、弁護人よりもむしろ検察官がベネフィット
が大きいと感じたんです。オーストラリアでは長年の取り組みがあります。こ
ういう録音・録画については、ほぼ全ての取り調べに導入して、20 年近くが
経ちます。色々と反対意見もあります。録音・録画すべきではないという意見
もあります。皆さんがご存知のものもあります。まずは、記録されたものは信
頼できない、それは改ざんできるからだという意見です。また、記録するとい
うのは経費上コストがかかりすぎるのではないか、3つ目は取り調べ室はプラ
イベートな場所である。警察官と被疑者のみがいて、そこで取り調べを行うべ
きで、そこにカメラが入るとその仕事ができなくなるという考え方、それに続
いて、次の反対意見、記録化するということ、可視化するということは、被疑
者が自白しなくなるので、これは刑事情報にマイナスだという意見です。そし
て、この実務側からの反対意見が出ます。自分たちの専門性を疑われているよ
うに感じるわけです。警察幹部は、自分たちは被疑者の取り調べをきちんとし
た方法で行っているから公開する必要はないとして、このカメラが入らなけれ
ばいけないということは、この信頼性が疑われているということですかという
異議になるわけです。しかし、色々な反対意見に対して、研究の結果何が分かっ
たでしょうか。まず、記録の改ざんについては問題にならないと私は研究の結
果思いました。セキュリティの方法を入れます、デジタルの記録ですから。昔
はカセットテープで録音していただけでした。その時は被疑者にカセットのコ
ピーを渡しておりましたので、警察が改ざんしたらそれはわかるという仕組み
に既になっていました。懸念は残っています。記録の後、トランスクリプトす
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るときに問題はないのかということです。きちんと記録がトランスクリプトさ
れて、正しい形で裁判所に提示されるのかということです。これについて、こ
れが効果がありましたので、コストは確かにかかるのかもしれません。しかし、
裁判の数が少なくなったり、公判の数が少なくなったり、時間が短くなったり
します。自白したということについての疑義が減るからです。また、公開する
ということの価値があります。私の考えなんですが、警察官は仕事は閉められ
たドアの後ろでしかできないと考えているのであれば市民は心配をします。被
疑者に対してどのように質問するのかというときに、その手法は公開できない
ような方法であってはならないと思うからです。従って、オープンにするとい
うことに価値が見出されます。
また、警察にとっても利益があります。このように可視化するということに
ついての利益ですが、警察官に対して、被疑者が警察官に叩かれたといったと
きにそうではないと映像で示すことができます。また検察官が可視化を好んで
いる、それはなぜかというと、公判の場、裁判において、映像を示すことがで
きます。被疑者がどのような姿であったかということを取り調べ中の様子、ど
のような服装であって、薬物の影響があったかということ、アルコールを飲ん
でいたということがわかります。被告人席における被告人というのは、スーツ
を着て非常に穏やかかもしれない。その姿から違うかもしれない。また、可視
化をすることによって、警察、あるいは検察が自白を得られるかどうか、有罪
になられるかどうか、その率に影響があったかという結果は出ていません。ま
た、この警察、検察の人たちが受け入れているということです。先ほど申し上
げましたように特に検察がオーストラリアの場合、警察もそうなんですが、検
察の方がこの録音・録画を受け入れる傾向が強いです。これは国際的な真実と
言ってもいいと思います。こうした可視化・録音の前に検察・警察もこれまで
は世の中の終わりだと言っていた、しかし、実際に記録が始まりますと、警察
も検察もこれは最高のやり方だ、今までにないいい方法だと言っている。そし
て、最初から自分たちはそれを望んでいたかのように反応しています。
また、こういった録音・録画によって確かにより良い取り調べが行われるよ
うになりました。この PEACEのプログラムといったイギリスのプログラムが
あります。先ほどデラハンティ先生が仰ったような取り組みが行われているこ
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とと関係があります。ビデオを見ますと、警察官がこれまでの被疑者の取り調
べのやり方が良くなかった、効率が良くなかったということを自覚できるよう
になりました。特に記録化することによって、可視化することによって、警察
官は昔は自分は上手なんだというふうに、昔からありますオーストラリアの刑
事、名物刑事のような人がいいと思っていたんですが、しかしそのスタイルは
仕事がきちんとできていないということが分かって、自白をしていても虚偽自
白をしていたということが分かってくる。それは、これは冤罪になる人に取っ
てのマイナス、そして先ほどお話しありましたように真の犯人が司法を逃れる
ということになってしまいます。
これまでは記録化、可視化の利点を申し上げましたが、マイナス面もありう
ると思います。それは何でしょうか。画像があるということ、そうすると信頼
できないような心理学の使い方があるかもしれません。私は社会学者であって、
法律学者でも心理学者でもありませんが、研究の文献を見ますと、嘘が見抜け
るかどうかという文献があります。警察官は、嘘を見抜けないんです。これは
見つかったとしても、ただの偶然だというレベルでしか被疑者の嘘を取り調べ
中に見抜けないんです。警察官は体の動かし方ですとか、目を見ないとかそう
いうことがあれば、身体的なサインで嘘が見抜けると思っているかもしれませ
んが、研究の結果、警察官は何で有罪かどうか判断するのか。実は、有罪だか
ら被疑者はそういう行動を取ると警察官は思うかもしれませんが、ストレスの
せいで被疑者がそういう行動を取ってしまうということです。従って取調室で
その人が本当のことを言っているかどうかというのを判断できないという研究
結果ができています。また、文化的なカルチャーの問題もあると思います。ア
メリカのテレビで『Lie to Me』というサイコロジストが主人公で嘘を見抜け
るという番組があります。毎週そのように成功し、犯人を見つけるわけですが、
昨年、中国に行ってこのような場でこのような話をすることができました。心
配になりました。というのは、警察官の方、この方は研修所の方なんですが、
取調官に対してボディランゲージで嘘が見抜けるということを研修していると
いうことを言いました。どこでそのアイデアを得たんですかということを聞い
たら、『Lie to Me』というテレビ番組でやっていたから、こちらの警察では取
調官の研修でやっているという答えがきました。非常に問題があると思いまし
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た。
二つ目は録音・録画、部分的な録音・録画です。率直に言って、この録音・
録画というのは刑事手法に利益を提供するためには全面的な録音・録画をする
必要があります。それも警察署での取り調べの様子です。例えば、よくアメリ
カでやられる方法のひとつには警察官の方が通常のやり方で質問をし、最後の
自白のところだけ可視化するというのは全く価値がありません。意味がありま
せん。なぜかということなんですが、そのようなやり方でわかるのは、被疑者
が自白をしたということだけです。どのようにして自白にいたったかというプ
ロセスがわからないし、それが録音されてしまっているということで、いわば
変に自白に説得力を与えてしまうのです。自白にどのように至ったのか、どの
ような警察官は技法を使って自白にいたらせたのかということを録音・録画す
る必要があります。皆さんの中には、それは日本ではできないと、というのは
被疑者はひょっとして拘留されていて、数日間、例えば 1ヶ月にわたって拘留
されているわけだから、全ての取り調べの様子を全面的に録音・録画するのは
不可能だと。これは後ほど申し上げますが、まずはその刑事司法制度を改革す
る必要があります。録音・録画だけでは不十分だということです。効率のよい
捜査におきましては、拘留をそれほど長期間にわたってする必要はないはずで
す。イギリスの警察、それから刑事司法の証拠制度を見てみると、ほとんど私
たちの研究で、これは 80 年代後半の研究ですが、ほとんどの事件については
6時間で終わっています。本当に被疑者が 24 時間にわたって拘留されること
はありません。最も重大な事件、例えばテロといったような重大犯罪でも一週
間、一週間というのは考えられないほどの例外と言えるでしょう。ですから日
本の警察で一ヶ月間にわたって拘留をして取り調べをするというのは、変であ
ると申し上げておきたいと思います。それから、録音・録画がやりやすくなっ
たということで、政治家たち、それから、刑事司法の担当の人たちが昔改革を
避けようという傾向がある、それはよくないということです。
さらにまた、録音・録画することによって、それに依存しすぎるという問題
も発生し得ます。例えば、オーストラリア、イギリスにおいてでありますが、
ベストプラクティス、刑事司法においてのベストプラクティスは警察が過去の
ように、単に自白を得ることだけに依拠しないということです。これは警察に
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とってはグッドプラクティスではありません。ジェーン先生がおっしゃったよ
うにまずは証拠を集めるということです。逮捕に至るまでに証拠を集め、その
証拠を取り調べの尋問を通して、取調室で示すということです。取り調べの尋
問と、それによる自白というのは、それまでの捜査を確認する、その一端でし
かないということです。自白を取り調べで得るだけに依拠してはいけないとい
うことです。録音・録画というのは、他の拘留だとか、取り調べに関しての他
の統制方法と一貫して使わなければいけないということです。さらにまた、証
拠としての録音・録画についての使用についてです。これも、単なる録音であ
りますが、録音あるいは録画して長々と取り調べの様子を見るというのは公判
では難しいと言われます。オーストラリアで初めて録音・録画が導入された時
に全ては書き起こす。そして録音・録画の実際の画像の使用は例外的な事件に
のみ留めるという風にいわれました。しかし、一番最初の点に戻りますが、そ
してそれはその嘘ということでありますが、判事、裁判官の方が実際に警察で
何が起こったかというのを見たいと言ったのです。その結果、長い録画を公判
の場で示すことになりました。しかし、より実際的な問題は書き起こしの方で
あります。例えばそこでどれだけ正確に書き起こしがなされているかどうかと
いうことに問題があると思います。ということで結論です。まとめです。
まずはじめに相互比較から学習出来る、学習すべきだということです。お互
いの間違いから、また我々の実験的な導入から、学んできたということです。
特に英国出身の人間、今はオーストラリアに住んでいますが、オーストラリア
というのは本当にたくさん、十分に可視化が評価されていない、すばらしい学
習が提供出来ると思います。20 年以上にわたってオーストラリアは、録音・
録画を警察での取り調べに使ってまいりました。アメリカに行って驚くのは、
アメリカは、今でもまだまるで彼らが初めて導入したかのようなことをいいま
すが、実際に起こったことを理解していない。オーストラリアでは 20 年の経
験があるということです。さらにまた心理学、社会学といったような学際的な
アプローチです。もっと重要なことは、録音・録画を使うんだったら、それは
しかしながらより幅広い犯罪捜査に対する規制や統制の一環でなければいけな
いということです。録音・録画だけでは警察の被疑者に対する取り調べの状態、
そして取り調べの技法・モデルを改革する、そしてアメリカのやっている
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READテクニックなどはやめるべきだということです。明らかにREADテク
ニックというのは、たしかに自白を得るかもしれませんが、その自白は信ぴょ
う性はあるものではないと申し上げておきたい。
2つ目に刑事司法プロセスの改革には、まずは被疑者取り調べの際の弁護人
の立ち会いは必要です。一つ大きなものとして、そんなことをやったら十分に
自白を得られないと言われますが、イングランドの例に戻りますと、イングラ
ンドの取り調べの方法では、無料で弁護人がこの拘留中に提供されるというこ
とです。そして、取り調べの間、そしてしょっちゅう取り調べに弁護人が口を
挟みます、それで取り調べが進まないと言われますが、それは神話であって、
事実とは異なります。さらに、日本の制度というのは明らかに拘留期間を見直
す必要があると思います。被疑者が長期にわたって、拘留されているというと
ころを改革する必要があると思います。
4つ目、この身体拘束、被疑者ということでありますが、イングランドは刑
事訴訟法において被疑者の統制について刑事Detictive Officer と警察官、拘留
担当者との違いがあります。ディテクティブ・オフィサーというのは、そのユ
ニフォームを着た警察官と役割に違いがあるということです。それから先ほど
言ったことでありますが、これはどれも警察に対する批判ではないし、このよ
うな改革をやったことによって警察や警察の仕事がやりにくくなるということ
はありません。実際に様々な諸国で今日お話したような諸国で起こったその後
のことを見てみると、警察はそれから検察庁の方も自分たちの仕事がやりやす
くなったと理解しています。そして、最終的に有罪判決を受ける人間は本当に
有罪であると。過去のように、誤判、冤罪の可能性が少なくなったということ
が言えると思います。オーストラリアでの研究の背景ということを申し上げま
した。『イントロゲーティング・イメージズ Interrogating images : audio-
visually recorded police questioning of suspects』という本を私は書いていま
す。これは録音・録画などに関して取り調べについて調査をオーストラリアで
行った時のものです。最後にこれをお伝えして終わります。ありがとうござい
ました。

司会　ディクソン先生ありがとうございました。『Lie to Me』という米国のド
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ラマについておっしゃいましたが、ご存じのようにオーディエンスの方々、も
うひとつ有名なアメリカのドラマ『CSI』があります。米国の法廷において、
『CSI』シンドロームが起こっているようです。陪審員が刑事科学的な証拠は
どこにあるんだ、『CSI』シンドロームだという風に行っています。今朝思っ
たんですが、これからは『Lie to Me』シンドロームが起こるのではないでしょ
うか。陪審員の方々、また裁判官が誰が嘘をついているかどうか探知できるい
い警察がいないかというようなシンドロームになるのではないでしょうか。
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Audio-visual Recording of 
Police Interrogation

Professor David Dixon
Dean of Law, UNSW

Sydney, Australia

The usual objections

•tampering with records

• increasing cost

• infringing on necessary privacy

• losing confessions

• challenging practitioners

• methods 

• reputation

What may be wrong with recording?

• encouraging unreliable psychology

• incomplete recording

• politically avoiding reform

• encouraging over-confidence in and over-
reliance on recording

• isolating recording from other controls on 
detention and interrogation 

• using recorded interviews in evidence

Audio-visual recording

• miscarriages of justice

• technology

• international developments

• arguments for and against

What experience demonstrates

• technological and process bars to tampering

• efficiency gains

• value of openness

• confession and conviction rates

• acceptance by practitioners

• improving investigative practice

Conclusions

• learning from comparative experience

• broadening disciplinary perspectives

• understanding criminal justice holistically

• using recording as just one tool in the 
broader regulation of criminal investigation

1
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コメント・質疑応答

司会　まずは弁護士の秋田真志さんからコメントをいただき、フロアから質問
をお受けしたいと思います。

秋田　弁護士の秋田と申します。大阪で弁護士をしております。私は大阪とい
いますと、一応、弁護士界では可視化論議発祥の地だと思います。大阪弁護士
の横にはポールがたっていまして、全面可視化しかないというメッセージが横
断幕に出ています。そういう事を言っている人が誰かといいますと、後から登
壇されます小坂井さんということになるんですが、私はそういう大阪弁護士会
の中で可視化を進めるグループの初期メンバーの一人かなということで本日も
こういうところに駆り出されることになったのかなと思います。その中で大阪
の可視化グループというのは、通訳の方には申し訳ないですが、闇雲路線とい
うことで、あちこち闇雲にやりまくるということを続けてきました。その中で、
私もオーストラリアに行くということがありまして、今日こうして話をしろと
いうことになったのかなと思います。私どもが行きましたのは 2004 年という
ことで、実はもう 10 年前ということになります。その時にはとにかく洗練さ
れた、エリスプという表現だったと思いますが、プロトコルが定められていて、
システムも定められていまして、非常に洗練された形で録音・録画がされてい
ました。それに非常に驚かされて帰ってきたということになりますが、それか
ら 10 年が経って、今日お二人の先生方からお話を聞いて、非常に先にどんど
ん行っておられるのだなということで別の意味で驚かされました。我々が行っ
た時には、システムそのものに驚いてきたわけです。そのことについては既に
ご存知のとおりでありますし、このあとの小坂井さんが登壇されてお話される
中でも出てきますが、日本でも可視化の議論が進み、一部、録音・録画、それ
から全過程、一部でありますが取り調べの全過程が可視化されるという現状に
なってきています。ただ、現状そういうことで変わってきているはずなんです
が、最近ワールドカップで日本代表が強くなったんだという風に変わってきた
んだということが言われていたのに、国際的には全然ダメだったということと
同じかと思いますが、日本の現状はまだまだ世界から立ち遅れているのではな
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いかというのが、私の今の印象であり、今日お二人の先生のお話を伺っていて、
その印象を強く持ちました。というのはですね、ご存じのとおり、ワールドカッ
プの話ですね。それで私の現状、私が関わっていた事件のことも含めてお話を
したいかなと思いますが、ご存知のように裁判員裁判が 2009 年に始まりまし
て、それから 2010 年に地検特捜部の大スキャンダル事件が起こり、それから
いろいろ、可視化の動きが加速度的に進んでいって、法制審議会に進んでいっ
たということがあったんですけれども、その中で実際に私がやっています事件
の中でも何件か録音・録画されている事件に会うことがありました。ただ、そ
の中でご存知かと思いますが、これは在宅の事件で警察が可視化したわけでは
ありませんが、東大阪署で私の依頼者が任意の取り調べの録音をしている。そ
の中で、警察官が「おめえ、警察と勝負するんか」とすごんでいる録音をテレ
ビなどでお聞きになったことがあるのではないでしょうか。あれが本当になく
なっているのかということですが、私は今年、2件程警察に対して抗議書を送っ
ています。その内容が全て自白強要、録音・録画がされていない中ですけれど
も、その中で自白強要がなされているということがありました。ひとつは 70
歳の女性に対して大声でお前は本当はやっているんだろうと、これは暴力団と
の関係が疑われた側面もあったのではないかと思いますが、大阪府警の捜査 4
課がそういう取り調べをしていました。もう一件はですね、これはホワイトカ
ラー犯罪で、よくあるお金の授受が疑われるようなことがあったんですが、そ
れについて、本当に私の依頼者はホワイトカラーなんですが、その人物に対し
て、お金を奪ったんだろう、そのことを認めればいいんだと、延々とやり続け
るという取り調べが行われていました。何かと言うと、結論的にはストーリー、
自分たちの見立てにあった供述を得ること、これがあくまで取り調べであると、
先ほど先生のお話にありました、強圧的アプローチ、これが全然意識から抜け
ていないという事例が、ほとんど多いというのが、私がやっている事件がそう
いうのばかりなんだろうと言われますが、そういうことが起こっています。
昨年、裁判員裁判で無罪になった事件でも同じようなことがありまして、あ
る人が病院の車椅子に放火をしたということで、犯人性が争われた事件なんで
すが、全面否認だったんですが、この事件でも激しい自白強要がなされて、一
時は私の依頼者は弁護士との接見も拒否をして、本当にノイローゼのような状
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態になった。最終的に無罪になったから良かったんですが、そういうことが繰
り返されているということがあります。法制審議会の中でも議論があったわけ
なんですが、警察は延々とそれに対して抵抗し続けてるということがあったよ
うです。このことについては後から小坂井さんからお話があるとは思いますが、
そういう中で彼らが意識の中でもっているのは真実発見というのは、彼らに
とっての真実発見というのは、自分たちの見立てにあった供述を取るというこ
とであるという意識そのものはまだ変わっていないんだということになるかと
思います。その中で我々が刑事弁護の中で考えなければいけないのは、本当に
それに対してきっちりと対抗する術を弁護士が持っているのかどうかというこ
と。今、警察の方もあるいは検察の意識改革が非常に重要なことなんですが、
その点についてはまだまだ我々は考えなければいけないことが多いのではない
かと思っています。といいますのは、多くの録音・録画がなされるようになっ
てきていますが、それを使いこなすための弁護実績があるのかどうか。まだま
だ技術の問題、今の仲先生のお話にもありましたが、警察の方はそういう技術
というものを身に付けようとしているということですが、弁護士の方はまだま
だこれからやらなければいけない。ある象徴的なことがあると思います。例え
ば、戦後に刑事訴訟法が日本はアメリカ型のものが導入された時に 321 条とか
322 条の解釈論というものに弁護士がきっちりと対応できなかったということ
によって非常にガラパゴス的な日本の実務運用がされたということがあり、そ
れがたくさんの自白強要としてたくさんの冤罪を生んできたというのは皆さん
ご存知のとおりです。今、新たに可視化ということがあったわけですが、可視
化ということに進んでいこうとしているわけですが、そこに対して、我々がき
ちんとした弁護実践をできずにまだガラパゴス的な自白強要がされるような捜
査が行われていくことになれば、それは非常に危険なことだと思います。これ
はつい最近、『季刊刑事弁護』というものの中で、金岡さんという弁護士さん
が録音・録画されている中での検察のやり取り、黙秘している中なんですが、
そういう中で検察はこういう言い方をしています。「言うのが筋でしょう。言
えないなら自分の言ったことが違うということでしょう。また嘘をついている
と思っているけれど、嘘じゃないなら言えるでしょう。今嘘じゃないっていっ
たわね。あんた前はいい顔をしてたけど、今日のあんたはとても見せられる顔
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じゃないね」。こんな取り調べを 167 分間続けていたということがあるようで
あります。要は、可視化されている中でも自白強要が許されるというような文
化が生まれてしまったら大変なことです。まだまだこれからオーストラリアの
知見に学んでいかなければいけないということが今日よくよく分かりました。
是非ですね、その辺りは、学者の先生の協力がなければやっていかないと思い
ます。是非これからもよろしくお願いします。

司会　どうもありがとうございました。それでは時間が限られていますので、
フロアからの質疑をお願いしたいと思います。挙手の上、ご発言の際には所属、
お名前を仰って、どなたに対する質問かを明らかにしてご発言いただければと
思います。

Q　大阪市立大学のTと申します。デイビット・ディクソン先生に伺いたいん
ですが、取り調べの全面可視化によって警察官、検察官は仕事がしやすくなっ
た、導入してよかったとお話を伺いました。オーストラリアの警察の方は取り
調べの過程を通して、被疑者の改善・更生、真人間に直すのだというようなこ
とは頭から考えておられないのかどうか。日本の警察は、その点が非常に重要
な仕事だと思われているようなんですが、警察って世界中変わらないような感
じがしまして、そういう点については可視化によってやりにくくなったのでは
ないかと。その点、警察の方はどう考えておられるのか。
日本では取り調べをするというのは、更生を考えていく、矯正を考えている
ということなんですが、オーストラリアの取調官は同じようなことを考えてい
るのでしょうか。

ディクソン　オーストラリアではそれは警察の仕事とは思われていません。矯
正をするということを仰ったんですが、一般的にそれは警察の仕事という認識
はないと思います。録音・録画でそれがなぜできなくなるのでしょうか。日本
で警察官の行動が適切であって、良いアドバイスを被疑者に提供しようとする
のであれば、それは可視化の影響はないはずだと思うんですが、ですから質問
の意味がわかりません。なぜ録音・録画がそれに影響を及ぼすのか、意味がわ
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かりません。

Q　そういうようなことは求めていないということで結構です。

司会　他の質問があれば、どうぞ。

Q2　今話に出てきた特別会、法制審議会で特別委員をしていた周防と申しま
す。デイビット・ディクソン先生に質問があるんですが、日本の問題点、録音・
録画以外の問題点として、弁護人の立会について、それと拘留の期間について
挙げられました。実は法制審議会でもそれについては話し合いがなされたんで
すが、まず弁護士の立会について、これは捜査機関側だけでなく被害者を代表
する会の方もそうなんですが、取り調べ段階で弁護人が取り調べ室の中にいた
ら被疑者は本当のことは言わなくなる。何も喋るなと言われて、一切取り調べ
ができなくなる。だからそんなことはありえないんだということが初日から強
く語られ、それを聞いて、100 年経っても実現できないのではないかと絶望を
覚えました。そういう人たちに対して僕たちはどういう風に言って、弁護士の
立会というのを認めさせなければいけないのか、全くわかりませんでした。ひ
とつ、そういう意見を言う人に対して、先生はどういう説得の言葉を持つのか
教えてください。

ディクソン　簡単です。研究の証拠を見てみる、他の諸国でどうなっているの
かをまず示します。イングランドでは特に、たくさんの研究がなされています。
いわゆる黙秘権の使用とそれから、弁護人の立会と被疑者の黙秘の関係につい
て様々な調査がなされています。これについては私も論文がありますので、も
し関心がおありでしたらお送りします。けれども簡単に言って、弁護人が常に
リードして黙秘を促す、よって警察の仕事はとてもできないというのは全くの
神話です。根拠があります。どれだけのケースで黙秘がされているのか、警察
の取調室での様子でありますが、弁護人がいてもそのようなパーセンテージは
非常に低いんです。弁護人がいたら誰も何も語らないというのは全く真実とは
かけ離れています。事象的な研究や証拠を見ても、弁護人の同席があったとし



67

ても、全く話すのを拒むということにはなりません。なぜか。それは確かに変
だとおっしゃる人もいるでしょう。しかし 2つ要素があります。まず第一点と
して、もし警察官がきちんとそういう対応をしていたら、先ほど言ったような
取り調べをやったとしたら、まずは取り調べの前に十分な証拠を集めているは
ずです。よって単に自白だけには頼るということにはなっていないはず。また
被疑者が逮捕された、全く証拠もないのに逮捕されたというような状況であれ
ば、弁護人は当然のことながら、黙秘をきちんと助言していいと思います。け
れども、英国の刑事司法がこのように起こったわけであり、他のところも変わっ
てきています。さらに警察がきちんと証拠を持っている、そのような場合に弁
護人がどのように被疑者に助言するかということでありますが、きちんと協力
をして重罪にならないようにすると思います。答えないと言っていたら、ため
にはなりませんよと弁護人は被疑者に言うでしょう。また黙秘権の使用につい
て、私のイングランドの研究を見てみると、なぜ被疑者が質問に答えようとし
ないのか、それは全く弁護人がそこにいるからとか、あるいは弁護人のアドバ
イスによるものだということではなく、警察の取調官と自分の関係がまずいか
らです。取調官を信頼しないと話をしないのです。取調官がきちんと話をし、
より良い関係を築き上げていたら、被疑者はきちんと拘束下において供述する
と思います。このようにまっすぐ直接の関係があるわけではありません。弁護
人がいるから黙秘権を使う、警察は仕事ができないというのは全くの神話でし
かありません。

Q2　もう一つなんですが、先ほどのお話の中で 6時間もあればオッケーだと
いうお話がありましたが、日本は精密司法と言われる中で、拘留は 3週間ぐら
いにわたり、起訴された後でも拘留が続くという状況をさして、人質司法と言っ
ているんですが、裁判所などは人質司法という事実はない、拘留の請求には適
切に判断しているとおっしゃっていたんですが、今の先生のお話を聞いている
と、そもそも 21 日間も拘留できるというそのものが人質司法を表していると
いうふうに思ったんですが、日本の警察、検察が主張する精密司法、21 日間
の取り調べと長い拘留によって事案の真相を解明していくんだということに対
して、適切なこれもまた反論というか、批判のヒントを教えていただけると助
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かります。

ディクソン　最後におっしゃったんですが、やはり自白を得るいい方法なのか
もしれませんが、得てもその自白は信頼性が少ないと思うんです。拘留の期間
が非常に長期間になるということ、これはデラハンティ先生にお伺いしたいん
ですが、それ自体が強圧的です。それほど長く拘束をするということ、もちろ
ん自白は出るでしょうが、その自白が正確かどうか疑わしくなると思います。
私は日本の刑事司法についてよく知りません。しかし、伺った範囲では、なぜ
それほど長く拘束しなければいけないのか、理由が分かりません。また検察の
仕事が拘留期間が短いとできないという理由もわかりません。やはり証拠とし
てはオーストラリア、イングランドの例を見ると、拘留期間が短い中でもうま
くいっている。ですから日本でもできるのではないか。それが仕事ができない
理由にはならないと思います。

デラハンティ　国による違いがあります。どのぐらい拘留できるかというのは、
私の研究によっても違うんですが、取り調べの時間もそれによって変わってき
ます。オーストラリアでは 4時間のリミットがあります。そして、当初取り調
べが 4時間以内で終わっていることが分かりましたので、効果があるんです。
警察の方もより効果的に使える時間を使おうということになると思います。も
う一つ申し上げたい、先ほどの質問に対して申し上げたいのは、最近の事象的
な研究によりますと、『Rule and Behavior』という英国誌の最新号によります
と、そのような情報が出ていました。今ディクソン先生が仰ったとおりです。
心理学的にプレッシャーを受けているということ、拘留期間が長くなるとなん
でも言ってしまうということでした。従ってインセンティブを変えて、被疑者
は質問が多い方がいいのか、拘留期間が長い方がいいのかというと、それだっ
たら自白をしてしまおうと。従って司法的なプロセスがどちらに進んでも被疑
者にとってマイナスであると思います。

司会　ではもうひと方受け付けたいと思います。
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Q3　私は法学には素人の自然科学の方で機械科学をやっています立命館大学
の非常勤のOと申します。全くの素人の質問なんですが、どの先生だったかな。
デラハンティ先生に教えてほしいんですが、日本の場合、秘密保護法とか色ん
なことが提案されているんですが、特にテロの場合、オーストラリアにはそん
な法律があるのかどうか。もしあれでしたら教えていただけると非常にありが
たい。いわゆるまだ未遂なんですね。こんなことをしましょうと相談しただけ
でもダメだし、相手から収集するのもダメ、色んなところに縛りが出てくるん
じゃないかなと思うんですね。もしあれば。

デラハンティ　日本だけではありません。そのような法案が考えられているの
は、日本だけではありません。オーストラリアでも議論になるケースがありま
した。これは、いわゆる共謀と談義をしただけで有罪になりそうなケースがあ
りました。これはオーストラリアのような状態になってはいけないと思います。
オーストラリアでは非常に強力なテロ防止法というのがあり、今おっしゃった
ようなケースがあります。さらに報道に制約がかかり非常に厳しく制限されて
います。とにかくテロの被疑者を拘留するということになれば、非常に精神的
に問題視されることになり、何らかのテロに対する問題については、オースト
ラリアの政府はどんどん法制化しようとし、まだ運用されていないものが多い
んですが、しかしながら、ますます反テロ法を策定していますが、これは正し
い方向ではないと思っています。

司会　ちょうどここで時間になりましたので、午前の部を終了させていただき
たいと思います。どうぞスピーカー、コメンテーターの方に拍手をお願いしま
す。一時間後の一時半より第二部を開始したいと思います。





第二部

「韓国における可視化以降の実践的問題と心理学的課題」

司会：山田　直子（関西学院大学教授）
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報告 1：  Interrogation videorecording in the new Korean Criminal Procedure 
Code and the practical Problems with their Performance

パク・ノソプ（ハンリム大学教授）

司会　お待たせいたしました。それでは午後の部は「韓国における可視化以降
の実践的問題と心理学的問題」と題しまして、司会は山田直子教授にお願いを
しております。なお、懇親会の席がまだ余っているようですので、是非ご参加
の申し込みを受付の方でお願いします。では、山田教授お願いします。

山田　それでは定刻になりましたので、「韓国における可視化以降の実践的問
題と心理学的課題」ということでパク先生とジョ先生にご講演をいただきまし
て、その後にコメンテーターとして京都弁護士会の遠山先生にお願いをしたい
と思います。なお、プログラム、当初のアナウンスとは違ってくるんですが、
先にパク先生にご講演いただいて、その後にジョ先生にご講演をいただく予定
となっております。では、パク先生、ハンリム大学で教授をしていらっしゃい
ます。講演のタイトルは「韓国における捜査過程の映像録画に関する立法過程
と運営上の問題」ということになっています。パク先生に関しましては、韓国
語でお話になったものを一度日本語に直して、日本語を英語に直すという二回
通訳を通す関係上、少々、今までの講演と比べて少し時間がかかるかもしれま
せんが、ご了承ください。では、パク先生、お願いします。

パク　こんにちは。私はパクです。まずはじめに指宿先生、佐藤先生、稲葉先
生、このような機会をいただき、皆様の前で発言できることを嬉しく思い、大
変光栄に思っております。韓国におけます可視化にお話するところで大変光栄
に思います。では、韓国語に変えます。
（通訳）こんにちは。私はパク・ノーソップです。指宿先生、佐藤先生、稲葉先
生、若林先生、本当に招待していただいて、感謝を申し上げます。また発表の
機会をいただいてありがとうございます。今日は韓国の映像録画制度を紹介す
ることができ、大変光栄に思っています。では発表を始めさせていただきます。
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韓国の政治的な改革は、韓国の社会全般の民衆に対する熱望を反映したもの
であり、司法に対する国民の関心の直下は、最近、刑事司法制度が抱えている
問題点を社会的問題にすることが成功しました。2003 年 10 月から 2005 年 5
月まで進行されました。改正の努力は刑事裁判参加制度の導入、被疑者尋問の
時の弁護士参加権の保証、拘束被疑者の国選弁護制度の導入、令状実質審査制
度の全面導入、量刑制度の改善など多様な制度の法律化に反映されました。
当時、改正刑事訴訟法の立法趣旨は人権保障および国民の司法参加とともに
いわゆる調書裁判を克服し、公判中心主義的な刑事裁判の復元にも焦点を当て
ていました。このような改革議論は検事などの司法自治下の激しい反対にあい
ました。その結果改正された刑事訴訟法では検事作成の被疑者尋問調書に対し、
むしろ、現行司法より簡易化された要件で証拠能力が認めらるようになりまし
た。その結果、捜査手続き透明化のために議論された映像録画は尋問調書の傍
聴手段に転落してしまいました。この発表では調書裁判の克服を提供している
韓国の刑事手続において検事の尋問調書における問題点について、そしてその
対策として議論された映像録画制度が外国とは全く異なった過程で立法化され
た点を説明させていただきます。
いわゆる調書裁判は捜査機関が作成した尋問調書に証拠能力を付与するとこ
ろから始まります。刑事訴訟法第 312 条では司法警察官が作成した被疑者尋問
調書は被疑者がその内容を認める場合のみ、証拠能力を付与します。しかし、
検事が作成した被告人になった被疑者に対する被疑者尋問調書は適法な手続き
と方式によって作成され、この成立申請が認められると、証拠にすることがで
きるように決定されています。今ご覧いただいたものは条文です。それは検事
が作成した調書に関する条文です。刑事訴訟法では、捜査機関が調書の申請性
を高めるために詳細な規定を設けています。捜査機関は、尋問の際に必ず調書
を作成することを規定しており、陳述獲得の客観性を保証するため、尋問調書
の作成の際に必ず署名するようにしています。しかし、調書の証拠能力を認め
る刑事訴訟法の第 144 条および第 312 条の要件が満たされても必然的に克服で
きないことがあります。その理由は捜査機関が作成する過程での、必然的に生
じる調書の歪曲です。調書尋問は尋問者と被尋問者の常時のコミュニケーショ
ンを通じて作成されるということから、いろんな要因によって真実が歪曲され
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る恐れがあります。
また、韓国の刑事裁判はこのような危険性があるにも関わらず、捜査機関が
作成する調書に証拠能力を付与しております。刑事訴訟法上の調書に証拠能力
を認めるようになった背景は、比較的単純なことから始まります。刑事訴訟法
第 312 条によって、検事が作成した被疑者尋問の調書に対する証拠能力の認定
会議は 1954 年刑事訴訟法制定の当時から議論の対象でした。夥しい議論のあ
げく、立法者は当時の時代的な状況を反映して、人権保障と捜査の効率性の調
和を図りました。当時の立法者は、捜査機関が作成した調書の証拠能力を制限
することで拷問をはじめ、強圧捜査を予防しようとしました。
しかしながらも争訟刑罪という刑事裁判の現実を考慮して、検事と司法警察
官が作成した調書に対し、証拠能力と差別化することで、個人の人権保障と争
訟刑罪の調和を達成しようとしました。しかし、当時の立法家が予想しなかっ
た特異な現状が現れました。最初の一つは韓国の検事は被疑者陳述の証拠能力
を確保するために必ず被疑者尋問をしなければいけません。最高裁はいわゆる
被疑者の署名と捺印があれば、成立申請が認められると推定してきました。そ
の結果、実質的な申請成立を争うなら、事実上、被告人側が強力な立証資料を
積極的に提示しなければいけませんでした。最高裁はこのような調書も検事作
成の被疑者尋問調書として認めました。このように見えない変遷と歪曲は韓国
の刑事司法の信頼性を傷つけました。そこで 2004 年 12 月 16日に最高裁は刑事
訴訟法第 312 条が惹起している真実の歪曲と人権侵害の危険性を払拭するため
に検事作成の被疑者尋問調書の証拠能力を管理して、成立申請に関して形式的
な成立申請が認められると、その実質的な成立申請が推定されると判断されて
きた既存の観念を変更しました。それをもともと陳述者の陳述によって実質的
な成立が認められた場合に限って、検事作成の被疑者尋問調書を証拠として使
用できるとし、検事作成の被疑者尋問調書に制限が加えられることになりまし
た。そして最高裁の立場の変化により、被疑者尋問調書の証拠能力が否定され
る深刻な状況に直面した検察は、調書を代替できる対策として映像録画制度の
導入を積極的に主張しました。現在、映像録画制度を採択している多くの国では、
捜査過程での人権侵害事例が頻繁に生じて裁判所と弁護士会などからの外部的
な要求が映像録画制度を導入することになった原動力でした。
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これに対し、韓国は検事をはじめ捜査機関が映像録画制度の導入を主張しま
した。また捜査機関が警察と一元化されている英米法の国とは異なり、韓国の
警察と検察はそれぞれ異なる目的を持って、映像録画制度の導入を試みました。
韓国の警察では 1998 年、ソウル南部警察省を示範警察省に指定し、被疑者尋
問過程において映像録画制度を導入しようとしました。しかしその当時、導入
趣旨は、司法警察官が調査過程に対する強圧捜査への批判を解消しようとした
ためでした。しかし、その当時警察庁は莫大な費用と録音の捏造についての危
険性と、録音テープが累積される場合、傍聴する問題とか、捜査の機密が流出
される可能性が提起され、映像録画制度の全国的な実施については最初は理論
的に対応しました。
しかし 2003 年に改正された性暴力犯罪に関する法律では、性暴力被害児童

に対する映像録画が義務化されています。児童性暴力被害者に対する警察官の
調査の段階から陳述映像録画は被害者の反復陳述によるセカンドレイプなどの
人権侵害を最小化し、警察の捜査に対する国民の信頼を高める機会になりまし
た。このように警察の捜査の信頼性のために映像録画制度が必要だと認識した
警察は被疑者尋問過程においての映像録画に再び関心を持ち始めました。検察
は捜査過程の録画方式についての外国の事例を研究し、事案運営を推進するな
ど体系的な準備をしてきました。これに比べ刑事法学会では公判中心主義を導
入するためには、尋問調書の証拠能力を否定すべきだと認識しましたが、捜査
手続きの透明化を実現できる対策としての映像録画は相対的に準備が不十分で
した。2004 年末に検察調書の証拠能力を制限する判例、および検事作成の被
疑者尋問調書の証拠能力を否定する司法改革推進委員会の刑事訴訟法の改正方
向が具体化されたら、検察は強く反発し、葛藤状況を解決できる代替手段とし
て 2005 年映像録画を証拠として使用できるようにすることを司法制度改革推
進委員会に提案しました。その後、熾烈な議論の挙句、公判中心主義を全面的
に要求した司法制度改革推進委員会の早期の主張とは異なり、法官と検察の実
務意見を全面に受容しました。その結果、検事作成の調書作成は現行のまま、
証拠能力を付与し、捜査過程の映像録画物についても証拠能力を認める方向に
刑事訴訟法の立法案を確定しました。
しかし司法改革推進委員会で提示した法案は、5回の修正作業により、被疑
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者などの同意のもと、被疑者尋問の時の映像録画が可能であると修正されまし
た。映像録画物の証拠能力を認める第 312 条の規定は削除されたまま、2008
年 1 月 1 日から本格的に施行されるようになりました。結局、改正刑事訴訟法
では検事作成の被疑者尋問調書に対して、証拠能力を認定して具体的な法案ま
で提示することで調書裁判の慣行を排除する意思のないことを明白にしていま
す。
このように改正刑事訴訟法は、検事作成の被疑者尋問調書について 2004 年
の最高裁判決により、緩和された要件で証拠能力を認めており、調書、証明調
書の客観性を保証する手段にのみ映像録画を認めています。今後、検察と司法
警察の映像録画に対する活用方式で大きな差が出ると考えられています。のみ
ならず捜査手続きの透明化を実現させる法案としての映像録画がもともとの趣
旨のように定着するのは難しいだろうと最初から予想されました。
次は刑事訴訟法改正後の映像録画制度の運用実態の分析について、説明させ
ていただきます。検事による調書録画の場合、調書に記載された内容が被告人
が陳述した内容と統一性の可否を確認するための手段として活用される可能性
があって、一応録画の実施の件数は最初から超過されると予想されました。検
察庁は 2004 年 5 月から 20 の検察室で実験的な試案実施した以降、最近まで全
国で約 650 の電子調査室を設置しました。実際に映像録画の実施検証の現状を
見ると 2006 年 4865 件、5723 名、2007 年度は 1 万 9987 件、2 万 2016 名にな
ります。このように急激な増加を見せました。2009 年の場合は、映像録画の
現状を分析した結果、検察捜査の全体の 50％に至りました。
警察での使用は、検察の映像録画の運用とは異なって行われています。上述
したように、司法警察官は映像録画とは関係がなく、調書作成が義務化されて
おり、調書について被告人が内容を否認する場合、調書はただちに証拠能力を
失い、映像録画物を証拠に使用することができません。しかし、警察庁は刑事
訴訟法の改正以前である 2006 年 1 月からヤンチョン警察庁の軽犯罪チームで
試験運用をしており、これを徐々に拡大し 2007 年からは全面使用して現在で
は 650 個の録画室が設置されています。警察庁では録画した陳述録画の活用の
件数が 2008 年頃には約 9万件までいたりましたが、それ以降 2012 年まで持続
的に減少されました。その後成果の項目から除外されるなどの誘引要素がなく
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なり、独自的な証拠能力に認められない理由で、次第に活用度が低くなりまし
た。
今ご覧いただいた映像は警察、ヤンチョン警察庁のビデオルームです（スラ
イド 20）。ドアを閉めた後とドアを開けた時の写真です。このビデオルーム室
にはカメラ 2つが設置されており、コンピューターも設置されていて、顔を見
ることができます。
最後なんですが、韓国の最近の刑事訴訟法の改正の方向については、公判中
心主義を刑事司法に定着させることでした。新たな公判中心主義の実現は最初
の改革趣旨のように捜査機関が作成した調書の証拠能力を原則的に否認するこ
とからスタートしなければいけません。また国民が参加する公判中心主義的な
刑事手続きは、捜査手続きと捜査機関の活動を監視および統制できる捜査活動
の透明化が前提となるべきです。また全ての刑事事件に対する弁護士の参加は
実務的に難しいことを鑑みれば、捜査手続きの透明化のための現実的な手段は
映像録画です。
しかし、改正刑事訴訟法に従うためには、検察庁は、調書に対する証拠能力
を認定されるための手段として映像記録を活用するかもしれません。また司法
警察の場合は、少なくとも、弾劾証拠に使用可能な調書を作成するのが、むし
ろ証拠としての価値が高いと判断することで捜査手続きの映像録画制度、その
ものが有名無実化される危険性にさらされています。このようなことを考える
と、刑事手続きの透明化のために映像録画が実質的に定着できるような土台を
準備しなければなりません。それが刑事訴訟法第 214 条に基づいた調書作成の
義務化に関する問題です。映像録画が尋問過程の透明性ないし歪曲化の排除に
寄与するため、優先的に刑事訴訟法の記録方法についての改正が必要です。
次に 2番目は刑事訴訟法の第 214 条の 2の規定する捜査機関による映像録画
の裁量問題です。映像録画が自由裁量に委ねられた場合、現在の訴訟当事者の
不公平性がより深刻化される恐れがあります。公判での捜査官の法廷証言の時、
その信頼性の回避を確認するための手段として利用するためには、少なくとも
被疑者の権利を法的に明文化し、優先的に重犯罪を対象にして、映像録画を義
務化しなければいけません。このような方法が実現するとき、映像録画制度は
公判中心主義の刑事手続きを復元する手段として定着することができると思わ
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れます。ご清聴ありがとうございます。

山田　パク先生、ありがとうございました。
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報告 2：  Video Recording of Suspect Interviewing in Korea: Its Lessons 
and Future Directions

ジョ・ウンキョン（ハンリム大学教授）

司会　続きまして、ジョ・ウンキョン先生よろしくお願いします。

ジョ　ジョ・ウンキョンでございます。ハンリム大学のものです。シンポジウ
ムの素晴らしい主催者に感謝いたします。こちらに来れて、私の話、研究結果
をお話出来ることを本当に嬉しく思います。取り調べの可視化についてお話を
申し上げます。
こちらのほうが私の話の目次になっています（スライド 2）。3つ焦点を当て
て今日はお話をしていきます。2番目に書いておりますように、供述調書の問
題点にどんなものがあるかということで、パク先生の方から供述調書というこ
とでお話がありました。3点目、自白をベースにした被疑者取り調べインタ
ビューということで、そのような取り調べの面接のスキルをどのように上げて
いるかということについてお話を申し上げます。また、将来についてもお話し
たいと思います。
こちらは基本的に韓国の刑事司法制度のシステムを図式化したものです（ス
ライド 3）。可視化ですが、刑訴法を 2007 年に修正いたしまして、その後導入
されました。警察、また検察で可視化のインタビューを始めるということ、子
供の性犯罪の被害者から始まりまして、そしてこのような可視化を行うという
ことをトライしました。警察庁でまず行い、パク先生からお話がありましたが、
これは改正前のお話でした。それから検察と警察の方では取り調べ、それから
インタビューについては両方でやっておりますが、警察は捜査のために行い、
検察は被疑者の質問というのは、ちゃんと証拠能力を持った指摘をするという
ことが目的となっているわけです。それで供述調書ですが、通常は質問と答え
から成り立っています。ということはインタビューをそのまま書きおこしたよ
うな形になるわけです。しかし供述調書ですが、実際にはそれを書きおこした
ものではないのです。対話みたいなものですが、どうもギャップがあるんです、
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私の研究では。実際に供述調書として出てきたものと、実際に会話としてビデ
オで見るのでは中身が違っているということが多々あるわけです。被疑者のイ
ンタビューですが、法制審議会などにおいての議論になっています。今までは
事象的な研究よりもそちらの方で取り立たされていました。可視化が導入され
る前に科学的系統的な研究がなされていなかったのです。それで刑訴法に改正
された 2007 年に可視化が導入されて、初めて研究の分野においても大きな一
歩を踏み出すことができました。ただこちらの方は、必ずそれを導入するとい
うことが義務化されていない、インタビューされたデータにアクセスできるの
は限られているということで、基本的なことしかわかりませんでした。最近の
研究をさらに突っ込んで行うことによりまして、被疑者のインタビューがどの
ように行われているかという問題点が浮き彫りになりました。
その問題点について 3つ申し上げたいと思います。まず、一つ目の問題とし
て供述調書の記録ですが、供述調書が検察官によって作られるのは、これを作っ
て持っていったら証拠能力があるとされているわけですが、この供述調書がそ
のまま真の被疑者が言ったことを代表しているのかどうかということに疑義が
あるわけです。私の方の調査結果を紹介します（スライド 7）。これはリ・ハ
ンリー先生という心理学の論文を書いていらっしゃった方と私が一緒になって
行ったものです。これは、供述調書とそれからビデオと同じ被疑者で比較した
ものの調査結果です。そして、どれぐらいのギャップが幅と内容にあるかとい
うのを調べました。10 の刑事犯を調べました。このビデオ記録したものを書
きおこしまして、供述調書の方も分析しまして、ビデオのものと比較してみま
した。ビデオと供述調書の間にギャップがないかということを調べてチェック
いたしまして、影響因子とパターンがどうであるかということで類型化してい
きました。こちらを見ていただきますと、影響を与えた種類、こちらの方は 2
つのカテゴリーからできています（スライド 8）。こちらの方は歪みがある、
歪曲があるということです。つまりギャップがあるということで、実際の供述
調書とは違っているということです。そして、この歪曲は 3つの中身から出て
います。これが有罪か無罪かということに影響を与える、それがひとつの基準
です。裁判所によって影響があったか、それから量刑の判断に影響があったか、
また忘却があったことによって手続き上の瑕疵があったか。不適切な形でミラ
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ンダ・ルールを提供していなかったかとか、間違ったインストラクションを提
供していなかったかということです。それからギャップはあったんですが、
ギャップがあったからといって、中身が歪曲されているわけではないというも
のもありました。中身が関係ない、歪曲ではないんですが、争点外の内容であっ
たということもあります。それから、歪曲が発見されますと、さらにそれを省
略、捏造というふうに振り分けていきました。省略の方は答えが省略された、
それから返答の方も省略された、問答省略、それから、捏造の方ですが、返答
の明確な捏造があったり、返答の微妙な捏造があって、質問が捏造されて作ら
れていたりとか、問答がビデオではあったけれども、さらに追加されていると
いうことで、問答が転換されて質問が答えになっているということもありまし
た。そして、この 10 件の場合ですが、平均 49 のギャップがありました（スラ
イド 9）。差が多かったのは、実際に有罪か無罪かというものに影響するもの
が多かった。これ（スライド 10）が 79％を占めていました。手続き的な瑕疵
ですが、各々のケースで一つずつありました。これはどのような影響が出てき
ているかということについての、基準別の観察のヒントです。赤いところです
が、答えが除外されたというのがよく見られているもので、それから質問と答
えがひっくり返った。それが同じぐらい多かった。微妙に答えが捏造されたと
いうのが次に多かったです。研究の結果を見てみると、このような差が出てく
るのが有罪無罪の判決に影響が出てくるということになりますと、歪曲、ミラ
ンダ・ルールの説明が適切でなかったとか、可視化の承諾についてとっていな
かったとか、真夜中のインタビューについて承諾があったかどうかということ
が瑕疵になります。それから質問と答えがひっくり返っているとか、そういっ
たものが除去されているということがビデオと供述書とでギャップとしてあり
ました。また、明々白々な答えが捏造されているというのはなかったんですが、
微妙な捏造はありました。では次に自白を求めるような問いの場合ですが、ご
存知のように自白は刑事事件の裁判では非常に説得力のある証拠です。これは
ケースの情報収集のみならず、被疑者の自白を誘導するということを多々ある
わけです。自白を取るという圧力によりまして、嘘の自白が誘導されたりしま
す。そして、狭量なバイアスがかかったものがあります。パク先生がおっしゃっ
たように自白が韓国において非常に重要な証拠となりうるということでしたか
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ら。そして類型化をこのような形で行いました（スライド 13）。人間的なもの
と支配的な形であったものと、情報収集のタイプと詰問的なものです。ではこ
ちらの方は、2007 年に嘘の自白をしたということの例です（スライド 14）。ホー
ムレスのティーンエージャーを死に至らしめるまで暴力をふるったという二人
の少女、2人の少年の場合です。ティーンエージャーの被疑者は、共犯者とし
て 2人の精神的な障害にあたって、アルコール中毒にある成人の被疑者により
まして、共犯であるというふうに言われました。物的証拠はありませんでした。
そして今度は被疑者の可視化をしました。裁判の結果はこのように出ました、
判決ですが、4人のティーンエージャーに有罪の判決が出ました。量刑は拘禁
刑で 2年から 4年となっています。これが控訴されまして、今度は自白は誘導
されたものだと裁判官が言ったのです。どうやら検察の方でこれを誘導したも
ので信用できないということで他の証拠は提出されていませんでしたので、無
罪になりました。そして最高裁の方でも同判決を支持したということになりま
す。それで、まだいろいろと調査を続けまして、パク先生は国選弁護人として
の役割を持っておられましてビデオを分析されました。そして供述調書と比較
したわけです。こちらの方も証拠として裁判所の方に提出されていたものです
が、そこから分かりましたのは、この 6つの項目です。1点目としまして、可
視化は被告が自白を始めた時から始まったということです。はじめから実施さ
れていたわけではありません。よって全てこれが可視化されていたというわけ
ではなかった。自白は様々な支配的な質問の方略を使って誘導されて、否認し
ても共犯者が既に自白をしているのでダメだと言われたとか、そして被疑者は
犯罪に対して非難され、嘘を言っていると言われた。そして被疑者がほかに証
拠があるという風に言われた。また、自白をすれば楽になると言われた。そし
て 6つ目、もし自白をすれば、捜査官、検察官の方はもっと簡単な量刑になる
だろうと言われた、ということです。
もうひとつの調査、これは検察に関するものでありまして、そちらは論文の
方に書いています。受刑者にどういう経験を受けたかということを聞き、自白
の理由についても聞いております。大半の受刑者が言うには、なぜ自白したか
その理由は取調官が自分のことを尊重してくれた、つまり強圧的ではなかった
ということ、最初から自白するつもりだった、取り調べを受ける前からそのつ
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もりであったと答えた受刑者が多いという結果がわかりました。そこで次のポ
イントです。一番効果的な面接のスキルは何なのかということです。自白、あ
るいは不利な事実の是認を得るために効果的なやり方はないのかということで
すが、自白を得るためには、それは面接のスキルで決まるという取調官が多い
んですが、研究によりますと、態度の変化、否認から自白への変化と、どのよ
うな面接技法が使われたかということには相関がないようであります。これは
取調官が思っているのとはかなり違っているということです。そして、次の研
究では、韓国の被疑者、そして面接をする側が実際にどのようなやり取りをし
ているのかということを確かめようと思いました。これは最高検事局からの依
頼を受けまして、研究を始めました。問いは 3つあります（スライド 18）。ど
のようにして韓国の取調、面接そして被疑者がやっているかということ。また、
是認や自白を得るために効果的な方法があるのかということ。また、このより
良い面接ができるように捜査官の研修が必要かどうかということでした。この
研究において、私たちがデータベースからサンプルを取りました。ビデオに記
録されている、そこに保管されている取調の様子について見ました。2005 年
から 2013 年にかけての事件ですが、大半の取り調べについては 2007 年から
2009 年の間のものが多かったです。パク先生がおっしゃったようにこのビデ
オを使った面接の数は 2007 年から 2009 年にかけて多かった。それは法的な理
由があったからです。そしてその後は減っています。可視化が減っているとい
うことです。私の研究の場合はサンプルのほとんどが 2007 年から 2009 年まで
の間に集中しています。一貫否認の場合と陳述変化の場合の比較をしました。
サンプルを集める時に考えたこととしては、この一環否認と陳述変化を同数に
したいと思っていましたので、それぞれ 48 となりました。性的な暴力ならび
に殺人が対象となっています。逐語訳を見て、そしてインタビューの長さを計
測し、そしてコーディングをして内容を確認いたしました。センシティブな情
報については全て除去してからコーディングを行っています。コーディングに
ついては 2人の研修を受けたコーダーがやっております。コーダー間の一致率
が0.67です。被疑者の応答のタイプについては、より高い信頼度になっており、
0.95 となりました。被疑者面談に使われた戦略については、強圧的なもの対情
報収集型と 2つに分けました。黄色の方が強圧的な面談の戦略です。白で表現
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しているのが情報収集型のアプローチです。
ラポール形成についても検討しています。このようなカテゴリーに分けまし
た。ほかの研究から持ってくるのではなく、書き起された面談の内容を読んだ
上で共通して見られるラポール形成について、このように分類してコード分け
をするようにしました。まず面談の時間です。一番多かったのが 30 分から 60
分というものがビデオで記録された面接で多かったということ、後は 30％く
らいが 30 分くらいでした。したがって全体の 80％ぐらいが一時間以内で完了
しています。中には長いものもありました。殺人と性的な暴力、いずれも深刻
重大な犯罪であります。これは一番最初の面接ではありません。警察官が最初
の何回か面接を被疑者に行った上で、被疑者が検察の方に送られ、そこで検事
の取り調べを受ける、その部分のサンプルを今回まとめました。では、どういっ
た技法が使われているかということを見てみます。赤い方は陳述変化、ブルー
は一貫否認のグループです。このようにあまり面白くない結果となりました（ス
ライド 23）。一番よく使われていたテクニックが誘導質問でした。圧倒的に多
かったです。何度も使われています。使われる頻度が高いです。陳述変化群の
方が誘導質問の割合が高くなっています。チャレンジングというのは、異議を
提起するということですが、こちらは一貫否認の方が多くなっています。中間
とは違った結果となりました。陳述の変化があったということは、それは異議
提起があったからではないかと思っていたんですが、そうではありませんでし
た。それ以外の技法、強圧的なものと情報収集型とありますが、両群の間であ
まり差はありませんでした。
こちらは陳述変化群のみです（スライド 24）。赤は陳述変化後、ブルーは陳

述変化前で分けて、もう一度検討しています。やはり誘導質問が多いですが、
検事はオープンエンド質問は陳述変化の前が多いということ、また証拠の提示
につきましても陳述変化の前が多くて後が少ない、これはわかると思います。
紳士的で、穏やかな勧誘、これも陳述変化前が多い。一方で、一度陳述変化が
起こった後に検事が被疑者に対して憂慮を示すようになっています。なぜかは
わかりませんがそこで憂慮を示すようになっています。こちらは、ラポール形
成の結果です。面接のマニュアルはどれもラポール形成は重要だと言っていま
すが、今回私が検討したサンプルは 41％でしかラポール形成が行われていま
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せんので、ラポール形成の努力があまり頻繁には見られなかったということで
す。一方で陳述変化のグループの方がラポール形成の努力が多くなりました。
一貫否認よりも多いという結果が出ていました。続いてどのようなラポール形
成を使っているのかと言いますと、興味深いことにエンパシー、共感というの
が多いです。多いと言いましたが、これは陳述変化の被疑者に対してです。そ
れ以外は差はないようでありました。
ラポール形成を使って被疑者を説得しようとしているかどうかということで
すが、ラポール形成を使って陳述を変えさせようとしているときにうまくいっ
ているのは、陳述変化のグループです。自白を得ることができたのは、ラポー
ル形成を行ったうちの 10 件のうちの 9件なので 90％ありました。ただし、サ
ンプル数が大きくはありません。
ではまとめです。今回の結果、誘導質問、暗示質問が一番多く使われている
技法でした。異議提起、そして干渉というのが使われているのが全体の半数以
上ほどありました。強圧的な方法と、情報収集の方法の混合が見られました。
オープンエンドの質問、あるいは証拠の開示、そして穏やかな勧誘が使われて
いるのは陳述変化前の方が多かったということです。当研究についての議論で
す。ここに書いてあるとおりですが、今回の研究で申し上げたいのは、情報収
集型のアプローチにはベネフィットがあるということ、これは政策立案者、そ
して司法側がより強く理解すべきだと思います。ビデオで記録をすることによ
りまして、被疑者面談の問題点が明らかになってきました。こうした問題点を
解決し、面接を改良するためにはもっと科学的な研究が必要だと思います。韓
国における可視化には独自の問題があると思います。しかし、もっと積極的に
使用し、誤審を防ぐためにも活用すべきだと思います。以上です。ご清聴いた
だき、ありがとうございました。

山田　はい、ジョ先生、ありがとうございました。
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Police Interview Symposium – Kyoto, Japan, 2014

Criminal Procedure Law 
(Amendment  2007)

Judge trials

Public Jury trials

electronic recording 
system

Written statement required
(Q&A format, evidence)

Korean Criminal Justice System
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• The most persuasive evidence in criminal trials (Oberlander, Goldstein, & 
Goldstein, 2003) 

• Investigators question suspects
– To get more information about the case.
– To induce suspects to confess.

(Wrightsman & Fulero, 2004)

• Pressure to obtain confession could lead to false confession due to 
confirmation bias and tunnel vision (Kassin, et al. 2003).

• Confession is an important evidence in Korea!
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10
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Nowadays it is getting harder to find physical evidence for criminal cases.

Suspects tend not to confess when there is no physical evidence.

Many investigators believe that obtaining confession depends on the 
investigator’s interview skills.

Various investigative interviewing strategies are used by investigators 
(Moston, Stephenson & Williamson, 1992; Moston & Engelberg, 1993; 
Leo, 1998; Kassin et al., 2007; Soukara et al., 2009).

Police officers preferred using more  coercive interview strategies when 
evidence is weak (Kim & Jo, 2013).

There were relatively few correlations between suspects’ change of 
‘position’ from denial to confession and the degree of usage of the 17 
interview tactics. (Soukara, et al., 2009).

‘There is no use for denial because co-offenders already confessed’

1. How are Korean investigators doing with suspect interviewing?

2. Are there effective interviewing tactics to obtain admission/confession? 

3. How should we train investigators?  

13
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• Video Recorded Suspect Interview Database for 2005~2013 
• Consistent Denial : 48 cases (homicide, sexual assault)
• Change of position(from ‘Denial’ to ‘Confession/Admission’) : 48 cases 

(Homicide , Sexual Assault)

• Type of offence, length of interview (minutes)
• All identifiable information related to suspects and interviewers was 

removed.
• Very thorough transcription of interview was obtained: 

verbal and nonverbal interactions between interviewer  and suspect.

• Interview tactics (frequency): 
• Suspect’s response types (frequency): 
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•

•

•

•

•

•

• Leading/Suggestive Qs were the most predominant interview tactics of 
prosecution investigators. 

• Challenging the suspect’s account and interruption are used in more than half 
of the case

• Mixture of coercive tactics and information gathering tactics are being used.

• But Information gathering tactics such as Open Qs / Disclosure of Evidence / 

Gentle Prods tended to be used more before the suspect changed his/her 

position.

Introduction of video recording system help to unveil problems of 
suspect investigative interviewing.
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コメント・質疑応答

司会　それでは京都弁護士会に所属されています遠山大輔先生にコメントをい
ただきたいと思います。先ほど 2人の先生が講演されている間、ずっと頷いて
いらっしゃったのでコメントをいただければと思います。

遠山　ご紹介ありがとうございます。弁護士の遠山です。2008 年に韓国の取
り調べ録画制度の視察に行きました。ある意味うらやましいものを見に行った
わけです。その視察において警察、あるいは検察主導で録画がされるようになっ
たと聞いて、本当に驚いたのを覚えています。日本に帰ってきた我々は、この
韓国型を日本でも導入すればいいのではないかと議論していたこともありまし
た。今回の法制審の特別部会での議論において、検察官は取り調べの録画映像
を証拠調べ請求しなければいけないと、供述調書を証拠調べ請求するときには
合わせて取り調べの状況を録画したDVDを映像を証拠調べ請求しなければい
けないという立て付けになったわけですが、これは、韓国の制度を一部取り入
れた形と見ることもできるのであって、私としては感慨深いものがあります。
ただ、日本の先を行っておられる韓国で事象的な検討というか、分析されたこ
とを詳しくお聞きしたわけですが、例えばパク先生からは裁量的な録画である
ことの問題点をご指摘いただきました。結論的に私が感じるのは、私は弁護士
ですから、弁護人としては立法の形がどうあろうとも、つまり具体的には供述
調書の信用性を証明するための補助証拠と、法律的にはそうなっていても、捜
査過程の透明化を確保する手段なんだと、そういう視点で見ていくことが大事
なんだなということがわかりました。多くのケースを分析されたジョ先生のお
話では、微妙な捏造があったり、歪曲があったり、質問と答えが入れ替わって
いたりということが見られるということですので、特に裁判員裁判については
全過程が録画されることが義務化されたとは言え、我々弁護人は油断せずに録
画を確認して、捜査過程を透明化する手段ができたわけですから、それを真に
役立てて行くことが必要なんだということがよくわかりました。非常に貴重な
ご報告だったと思います。それでいよいよ、裁判員裁判についてですが、全過
程、警察、検察を通じた全過程の録画の義務化を迎える日本は私の目から見て
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どういう状況かということをお話したいと思います。私は、京都の警察、ある
いは大阪の警察官に対して定期的に講義をしています。講義というのは、授業
をしています。何を教えているかというと、皆さんが取り調べで良くないこと
をすると、それは必ず弁護士の耳に入って皆さんにとってよくない事が起きる
と。つまり証拠が排除されたり、起訴できなくなったりするんだと。だから取
調室で悪いことをしてはいけないということを教えるわけです。これに対する
警察官の反応は様々ですが、なんというか、何度も頷いてくれることはありま
せん。象徴的な反応というのは、先生の言っていることはわかりますが、被疑
者の言っていることだけを聞いていたら、それは私らの仕事ではありませんと
はっきりおっしゃいます。未だに取り調べは被疑者と取調官の心と心の交流で
あって、その心の交流によって被疑者を更生させるのだ、改心させるのだと信
じている警察官は多いように思います。
彼らが裁判員裁判対象事件について、全部録画されることになるわけですか
ら、そこでどのような意識の転換を行うのか、これを非常に興味を持って見て
いるわけですが、おそらく行き着くところは、午前中に仲先生からご紹介のあっ
たインタビュー型の手法に行き着くしかないんだろうと私は思っています。た
だ、これに対する現場の抵抗は強いだろうと思っています。
他方、検察官はどうかといいますと、彼らは二極化しているというか、だん
だん慣れてきています。検察庁は録画を広く行うようになってきていますので、
長けてきているというか、録画をうまく利用して、後で弁護人が手出しできな
いようにしてやろうと思っている節があります。ただ、録画しなくていい事件
は相変わらず好き勝手やっています。今、ジョ先生の報告にあったように誘導
質問を多用して説教を行い、これがあなたの調書なんだから証明しろと従前同
様に迫ってきていると、そのように私は理解しています。だからこれも、裁判
員裁判からでありますが全過程の可視化で変わらざるを得ないんだろうと感じ
ています。
最後、午前中からの議論、あるいはパク先生、ジョ先生の議論を聞いて私が
感じたところなんですが、心理学の重要性というか、供述分析の重要性です。
最近、私が担当したケースをご紹介します。京都府における殺人事件です。被
告人は、私は犯人ではないという主張をしていました。そして私が犯人ではな
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いということを裏付けるために、私は真犯人を知っている。私の知人が被害者
の遺留品を川に捨てていたとこういう供述をしたことになっていました。被害
者がそういう所持品を持っていたということはおそらく犯人しか知りえないだ
ろうということで、一審では彼は有罪になりました。しかし、控訴審と最高裁
では無罪になりました。その判断を支えたのは、取調を担当した警察官が記録
していたノートです。取調官と被疑者のやり取りが克明に記録されていました。
そのノートでは、被疑者の人が取調官に向かってあの人がああいうものを捨て
ていたという話をするわけですが、途中で、まだ弱いですか、もう逮捕できる
でしょうみたいなことを質問しているわけですね。つまり、ある種正解を探し
ながら、取調官の期待する答えを探しながらしゃべっているという過程がその
ノートから見えてくるわけです。ところがありがたいことに、検察と警察はそ
のノートを弁護人に開示をしてくれたわけです。これがフェアだからなのか、
こんなやり取りでは誘導にならないと警察が思っていたのかはわかりません
が、ひょっとしたらこのやり取りは誘導だとか、このやりとりは誘導ではない
とか、そういうところで勝負付くケースが増えるかもしれないですね。これま
では密室だったわけですが、これからは記録化されるわけですから、その記録
化されたものの読み方、意味がおそらく重要になってくるだろうと思います。
そういった意味で、なんというか、世界的に見れば後輩である日本の我々は諸
外国に学びながら、あるいは法律学だけに頼ることなく、心理学の知見を参考
にしながら今後弁護実践を行って行かなければダメだというふうに思いまし
た。ありがとうございました。

山田　遠山先生、ありがとうございました。では、質疑応答に入りたいと思い
ます。ご質問のある方は挙手をお願いします。いかがでしょうか。どちらの先
生にご質問かを明らかにしていただければと思います。

Q1　パク先生にお願いします。私は国民救援会という冤罪事件を支援してい
る運動団体のものですが、今、日本でも取り調べの可視化をしようということ
で法制審の方で議論が進んでいるんですが、この間まとまったのを見ますと、
取り調べの可視化の対象となるのが裁判員裁判、もしくは検察の特捜事件など
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に限られるような、そういうことがまとめられようとしているとお伺いしてい
るんですが、韓国の場合などでは、取り調べの可視化をする事件に対する制限
が事件別にあったりするんでしょうか。それから、後、被告人ないしは弁護人
が取り調べを求めたり拒否したりする権利があるのかどうかということについ
てお伺いしたいと思うんですが、よろしくお願いします。

パク　一番目の質問ですが、韓国でどんな犯罪がビデオレコーディングできる
かというご質問でしたが、制限はされていません。規定によると捜査機関が望
むときいつでもできます。それでこのような記述を被疑者に告知、事前に知ら
せさえすれば十分です。二番目の弁護士が被疑者のビデオレコーディングを選
択するかどうかについてお答えします。法規定によると選択権はありません。
ただ被疑者には陳述拒否権があります。だから被疑者がビデオを望むときは録
画できます。ちなみに韓国の録画の状態は、捜査手続の透明化より証拠の確保
の手段として使用されています。以上です。

Q2　遠山先生に質問です。先生のお話の中で、警察がインタビューを更生に
使えないかと仰った気がします。今朝の話のなかでもそういう質問が出てきま
したが、わたしはそこがわからないです。警察は当然のように人を有罪だとい
うふうに思って、更生させるんですか。どうもそのことを聞いていますと、もっ
と大きな問題が出てきませんか。日本の刑事司法問題はもっと大きな問題があ
りませんか。警察は当然のように、人々を取り調べる時に有罪だとわかった上
で、捜査をして、犯罪が実際にあったかを見て、取り調べている人がやったか
どうかを調べているということになります。目の前にいる人が有罪なのかを判
断し、それから更生というふうに見るのではありません。更生というのはこの
人が罪があるということが分かってからするのに、どうして初めから更生とい
うことが条件に入ってくるのか、私にはわかりません。

遠山　非常にいい質問だと思います。ありがとうございます。何年前かな、ウィ
ニーというファイル共有ソフトで、日本の警察の取り調べマニュアルが流出し
たことがありました。そのマニュアルにはこう書いてありました。目の前にい
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る被疑者がやってはいないのではないかなどとは思ってはいけない。取り調べ
室から出るな。つまり何度も取り調べをしろということなんですが、最初のセ
リフに象徴されているように、警察官にとっては自分らがこいつが犯人だと
思って捕まえた被疑者は、既に犯人なのです。ですから、既に警察、取調官の
頭の中では彼は有罪なのであって、早く自白させて、良い人間に戻して上げる
こと、これが警察官の仕事だと、旧来型のというか、現在でもひょっとすると
多くの警察官が思っています。警察が取り調べの可視化に反対するとき、今の
ようなある意味純粋な想いが反対の根拠として語られることがあります。もち
ろんそれは先生が思われたように致命的な間違いですが、彼らの思いを前提に
したときにはそういう更生という観点が出てくると、このようにご理解くださ
い。

山田　よろしいでしょうか。よほど謎が深まったかもしれないと遠山先生が
おっしゃっています。まだお時間ございますので、お願いします。

Q2　大阪の弁護士で小坂井と申します。次の第三部で議論になるかもしれな
いので、パク先生にお尋ねし、お時間があれば補足的にジョ先生にもお答えい
ただきたいです。公判中心主義と可視化記録媒体の取り扱いについてお話いた
だきましたが、韓国では、例えば検察官がこれをどうしても実質証拠にしたい
と言っているのを、裁判所が反対していて法制化がならないという現状だと
承っています。公判中心主義と言われているものと、可視化記録媒体がどうい
う関係にあると見ればいいのか、極めて抽象的な質問で申し訳ないのですが、
お考えのところをお答えいただければと思います。

パク　裁判所内でも葛藤があります。計画的な公判の場合は、公判中心主義に
するためには録画制度を導入しなければならないと主張しております。しかし
大部分の法官は保守的な傾向がありますから、昔の慣行を捨てるのが難しいで
す。裁判官は業務の負担が高いですから、この業務負担が増加するのを怖がっ
ております。実際に 2005 年の調査を行ったんですが、裁判官の 70％が録画に
ついて反対をしました。このような傾向が異なる欧米とかの国とは反対的な性
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格を持っております。ありがとうございます。

ジョ　一点だけ追加です。パク先生の仰ったことに対する追加です。裁判官は
大変懸念しています。ビデオを公判で見なければいけないということに懸念を
持っています。一旦、録音・録画というのを証拠として認めたら、検察官は文
書を提示しないのではないか、供述調書を慣れて見てきたのに、それが提出さ
れないのではないかと恐れていました。ということで、その供述調書をやっぱ
り見て考えたいということなのかもしれません。要するに検察対裁判所という
力の争いということで、裁判所はすべての資料をまず見て、合理的に判断をし
たいと。しかし、録音・録画を証拠として認めたら検察の方はひょっとしたら
全ての調書をかつてのように出してはこないのではないかといった懸念でし
た。

山田　ありがとうございました。では時間となりました。パク先生、ジョ先生、
遠山先生、どうもありがとうございました。





第三部

日本における可視化以降を見据えた法学的・心理学的課題

司会：中島　宏（鹿児島大学教授）
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報告 1：  取調べはどのように失敗するのか？ ～録画・録音記録を用いた
相互行為分析の可能性～

高木　光太郎（青山学院大学教授）

中島　それでは、第三部「日本における可視化以降を見据えた法学的・心理学
的課題」というセクションを始めたいと思います。我々のところだけ可視化以
降を見据えた、というタイトルが他と違っているのがポイントなのかなと思っ
ています。司会をさせていただきます鹿児島大学の中島でございます。よろし
くお願いします。まず、最初に報告を青山学院大学の高木光太郎先生にお願い
します。

高木　よろしくお願いします。青山学院大学の高木と申します。私は心理学が
専門でして、その視点からお話をしたいと思います。タイトルは、「取り調べ
はどのように失敗するのか～録音・録画記録を用いた相互行為分析の可能性」
ということで、相互行為分析という名前を使わせていただきました。それで、
今日、午前から先ほどの 2つ目のセッションまでオーストラリアと韓国の心理
学の先生のお話を聞いて、非常に落ち込みました。どうしてかというと、お二
人とも、相当数の録画データを用いてその中に見られる共通の特徴を抽出され
るような研究をなさっているわけですね。そのようなことは我々は日本ではで
きないのが現状です。生の取調べの録画データを数量的な研究が可能な程度に
手に入れて、共通特徴だったり、そういったものを分析していくということは
できない。何ができるかというと、例えば、裁判で争っている事件で、弁護士
さんから頼まれて、弁護士さんを通してその事件の録画記録データを出しても
らったり、たまたま別の理由で録られていた録音の記録をいただいて、それを
分析して、信用性の評価等をして、法廷に持って行くということぐらいです。
そういう仕事ばかりをしていて、いわゆるケーススタディが我々の主な仕事に
なっています。そのおかげで、シングルケースの分析は大分細かくできるよう
になったんですが、常にそれでは限界があると思います。可視化が本格的に動
き始めて、録画記録がきちんと出てくるようになったら、日本の心理学は、複
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数の事例を重ねて検討するような研究をやるべきだなと強く感じたわけです。
とはいえ、シングルケースの細かい分析に関しては、特に私の場合は談話分析、
ディスコースアナリシスと呼ばれるものを使って研究をしてきましたので、そ
こで得られた分析の事例を今日はお話をして、そこから見えてきたことから、
録音・録画、つまり可視化について、少し思っているところをお話したいなと
考えている次第です。それでですね、どのように失敗するかというとですね、
裁判でもめている事件ばかりやっていますので、基本的には失敗事例の分析が
多いわけですね。美しくマニュアル通りにきれいに取り調べをしてくれたよう
な事件では、きれいというのはきちんと適切に取り調べをしたような事件は、
その面では揉めませんので、私どものところに話が来ない。基本的には、かな
り怪しげな取調べの事例が私どもの手元にやってくることになります。ですか
ら、問いとしては常にどう失敗するのかという話で分析をしてきたということ
になりますので、その経験でお話をするということになります。
もう一点、もう少し別の角度から今日のプレゼンテーションの問題提起をし
たいんですが、録音・録画によって取り調べが見えるようになるのか、という
問いを立てたいと思います（スライド 2）。やはり普通に考えると、取り調べ
現場が録音なり録画されるようになれば、現代では基本的には録画されると思
うんですが、取り調べで起こっていることがかなり分かるようになるし、基本
的にはそれを見ていけば、この取り調べが適切かどうかというのは簡単に判断
できる、そういう風に思われるわけです。大半はそうなんだろうなと考えるん
ですね。ところが私、あるいは私のチームで検討している事例の中には、そう
でもないものもあるということです。つまり、録画の記録が出てくることによっ
て、それを判断する人たち、裁判官であったり、裁判員、日本の場合、裁判員
裁判対象事件が録画されることで動いていますから、裁判員の人たちも入ると
思いますが、裁判員の人たちが逆に間違った評価をする、そういう可能性があ
るケースもあるだろうと、そんなことも考えてみたいと思います。そういった
ものに対して、我々はどのように対応していけばいいのかということを考えて
いきたいということです。そういう事例として一つ、お示ししたいのは、日本
の方にはお馴染みというか、よく知られた事件だと思いますが、足利事件と言
われる幼女誘拐殺人事件です（スライド 3）。これはですね、ここに書いてあ
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りますが、1990 年に栃木県の足利市のパチンコ店から 4歳の女の子がいなく
なって、翌朝その付近の川から遺体で発見されてしまうという事件がありまし
た。この事件はいろんな経緯があるんですが、91 年の 12 月に付近に住む幼稚
園バスの運転手であった S氏が任意同行の後に逮捕されます。決め手はDNA
鑑定でした。日本で初めてのDNA鑑定で被疑者が捕まった事件でした。これ
で、この事件をずっと展開はあるんですが、彼は任意同行の後に自白をして逮
捕されます。そのまま自白を維持して起訴されて、公判も第 6回までは自白を
維持した形で進んだんですが、第 6回の公判途中で否認をして、その後もう一
度、否認を撤回して、改めて自白をしたんだけれども、やっぱりやっていない
ということで否認をするという紆余曲折がありましたが、最終的には第一審で
は無期懲役が出てしまいました。控訴審が 94 年から始まりますが、この段階
から弁護団が変わって、DNA鑑定の信用性と、それから自白の信用性、この
2つをかなり力を入れて争ったんですが、これも認められず控訴棄却になって
しまいました。それで、これもダメで、その後最高裁まで行くんですが、結局
は無期懲役が確定してしまって、それで再審請求をするんですが、これもずっ
とずっと、ある種放置されるような形で動かずに、ようやく 2008 年になって、
DNAの再鑑定をやろうという話になって、これはDNA鑑定にすごく問題が
あったということなんですが、DNA鑑定をもう一回やりましょうということ
でやってみたら、弁護人、検察側の両方の鑑定人が共に、DNA型が Sさんの
ものと真犯人のものと違うという鑑定結果を出して、これが決め手になって、
再審を待たずに 2009 年 6 月に Sさんが千葉の刑務所に入っていたんですが、
釈放される。その時の絵であります。今日こちらにいらっしゃる主任弁護人の
佐藤先生も会場にいらっしゃるんですが、釈放された。そして再審が始まって
翌年の 3月ですかね、無罪が確定するということになりました。この事件でこ
の後にお見せするデータなんですが、この段階です。一審で起訴されて、裁判
が動いている段階で実は、検察官による別の取り調べが行われていたんですね。
これがどういう取り調べかというと、Sさんは 90 年 5 月 21 日の事件だけでは
なくて、別の幼女の誘拐殺人事件 2件でも犯人だと疑われて、当初自白をして
いました。しかし、その自白の内容が非常に奇妙というかおかしなものだった
ので、この 5月 21 日の裁判の方が始まっていたんですが、別件 2件について
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検察官が来て、そもそもやっていなかったんではないかというような趣旨で、
要するに自白を撤回させるような取り調べをしたんですが、その時にあろうこ
とか、Sさんは、この本件、裁判が動いているこの事件についても自白を撤回
してしまうということになります。自白を撤回したあとなんですが、検察官は
その日はですね、Sさんの言い分を聞いて、Sさんは自分なりのアリバイを主
張して、やっていないんですと、この 90 年 5 月 21 日の事件もやっていないん
ですと言うんですが、検察官はそれをかなりの時間をかけて聞き取っています。
そして翌日、もう一回検察官がやってきて、もう一回、この事件、本件につい
て取り調べます。そこで、Sさんをもう一度自白に落としてしまう。前日、本
件について否認をした Sさんに比較的短時間でもう一度自白をさせます。こ
の再自白のプロセスが録音テープに残っていたんですね。これは可視化の制度
が動くはるか前ですけれども、録音テープが残っていて、それが再審の証拠と
して出てきました。その録音テープに残っていた Sさんと検察官のやり取り、
つまり Sさんに対する検察官の取り調べのプロセスが、コミュニケーション
として、取り調べのコミュニケーションとして非常に興味深い構造をしている
ということで分析にかけたというような経緯がございます。
それについて、少しお話したいと思います。取り調べがあって少ししてから、
検察官、これが検察官、これが Sさんですね。
「ところで前にね、君から変なことを聞いたから今日は来たんだけれども」
「はい」
ここに色々解説がありますが、後から戻って説明をしたいと思います。

「今起訴している、Mちゃんの事件、あれは君がやったことに間違いないんじゃ
ないかな」
「違います」
「え？」
「違います」
「違う？」
「はい」
「ふーん」
これは本当に、責めるような取り調べではなくて、かなり落ち着いて取り調
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べは行われています。で、Sさんが釈明を始めます。
「それでなんかいいですか」
「うん」
「鑑定ですか」
「うん」
「自分にはよくわからないんですが、何鑑定って言いましたっけ？」
「DNA鑑定」
「そんなこと聞いたんですけど、でもそれ自分では全然覚えていないんです」
「だけど、DNA鑑定できみとね、君の体液と一致する体液があるんだよ」
ここは、ちょっと別の理由があって表現をちょっと変えているんですが、趣
旨としてはこういう発話です。
「全然それわからないんですよ、本当に」
「（検察官は 5秒沈黙してから）え？」
「全然違うんです」
「違うんですってさ、君と同じ体液を持っている人が何人いると思っている
の？」
ここで沈黙が 5秒あります。このあと、少し別のやり取りがあってから、検
察官がこんなことを言います。
「僕はずるくなれといったわけじゃないんだよ」
Sさんは沈黙しています。

「僕はずるくなれといった訳ではないんだよ」
Sさんは再び 10 秒沈黙します。

「少なくともね、起訴しているあのMMちゃんの事件については君が認めたか
ら起訴したわけじゃないんだよ。それだけのことじゃないんだよ。わかる？」
また沈黙です。

「君が認めたってことだけじゃなくて、他に証拠があるからだよ」
沈黙が 17 秒続きます。

「君がMMちゃんの話をするとき、違うっていう話をするときは僕と目を合わ
せないでしょう」
沈黙です。ほとんど Sさんは喋れなくなっています。
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「前にね、僕が色々聞いたときには色々考えたり、下を向いたりそういう時は
別にして、僕と目を合わせていたじゃないの。違いますなんて、君、否定する
ときには僕と目を合わせてないよね、なぜなの」
沈黙が 18 秒続きます。

「考えるほどのことがないと思うけど、わかるね？」
10 秒沈黙です。

「捕まってから、渡良瀬川の河川敷」
渡良瀬川が遺体が見つかった川なんですが、

「渡良瀬川に連れ出されたのは、検証の時が初めてでしょう。あのバスでみん
なで一緒に行ったわけ」
「はい」
「君が僕の前に座っていたよね」
「はい」
「あの時が初めてだよね」
「はい」
「で、検証した時にね、MMちゃんの服を捨てたという場面、君が説明したで
しょう」
「はい」
「最初はちょっと付近の様子が変わっててね、よくわからないと言って、違う
ところを説明したけれども、後で死体がここにあると言ってもらってからは」
「はい」
「ね、じゃあ捨てたのはここだと言って説明したでしょう。君が説明した場所
を誰かに教えてもらったというわけではないでしょう」
「教わっていません」
「君が説明した場所というのはそのすぐ下からMMちゃんの下着が発見されて
いるんだよ。あんな詳しい場所まで新聞にも出ていなかったはずなんだけど」
「自分は、河川敷を降りてずっと行って、坂がありますね。坂があって、左側
に木があったと思うんですが、草とか木ですとか」
「うん」
「下がなんか、なんていうんですか、下が落ちそうな感じだったと思うんですが」
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「うん」
「自分はあの辺だと一応話してみたんです」
「一応話してみたって、当てずっぽうで話したの」
「全然わからなかったんですよ」
「わからないのがさ、実際の事実とさ、繰りがないわけだ。当てずっぽうで話
したわけ」
「全然わからなかったので」
「だからわからなかったので、当てずっぽうで話したの」
「はい。大体、あの辺だと思いまして」
「なんで。なんでそう思ったの」
「前は橋の上からですか、橋の上から見ると木がいっぱいあったんですが、そ
の時はあまりなかったというか、枯れていた、そんなふうになっていたんです。
それで分からなかったんです」
そんな形で、なんで現場に合うような説明ができたのかということを繰り返
し聞かれていきます。ここも同様です。なんでそんな説明したの、そんな説明
する必要があったのと言われて沈黙があります。そこでまた先ほどと同じ問い
かけがあります。
「どうなんだい。ずるいんじゃないか、君。なんで僕の目を見て言わないの。
君はさっきから僕の目を一度も見ていないよ」
このあたりで涙声になっています。鼻をすするような音が聞こえています。
ここで Sさんが自白に落ちます。
「ごめんなさい。すみません」
「嘘だったの？」
すすり泣くような声が録音されています。

「そうだね」
「（すすり泣く声で）ごめんなさい。勘弁してください。勘弁してくださいよ」
「いいから」
「勘弁してくださいよ」
「うん」
泣きながらですね、涙声で「すみません」。このあと検察官がちょっとお説



111

教のようなことを言います。
「僕はね、本当のことを聞きたいって何度でも言うよ、僕は」
「はい。すみません」
こんなような形で彼は、再自白に落ちるわけです。このプロセスを改めて見
てみたいんですが、一見すると、DNAという強力な証拠を提示し、また、現
場検証に行った時に事実と一致する供述があったということで、君がやったこ
とに間違いないんじゃないかと、そういうふうにいわば論理的に責めているよ
うに見えるわけです。ところが、実はここでのやり取りを談話分析的に見てみ
ますと、いくつかの罠が仕掛けられているんです。まずは冒頭の部分です。こ
れは一番最初に「ところで、今日は君から前にちょっと変なことを聞いたので
ね、来たんだけれども」。変なことと言い切るためには、前に言ったことが嘘だっ
たと言わないといけないわけです。取り調べの導入で君が昨日言ったことはお
かしなことだったんだという枠組みで、コミュニケーション全体が始まってい
ます。これを「有罪フレームの導入」という風に呼びました。実はこのこのコ
ミュニケーション全体が昨日言ったことが嘘でそれを解き明かす、そういうプ
ロセスになっているんだよという構造になっています。一見すると、証拠を示
して、それに対する釈明を求めているように見えますので、イギリスのピース
アプローチに近いような情報収集型の、こういう証拠があるんですがあなたは
どう思いますかというような情報収集型の取り調べに見えるんですが、実は君
は嘘をついたんだという前提で、話が始まっている。それに対して Sさんは
反論をしていないんですね。こういう構造から始まります。
次です。次はDNA鑑定で、「君のDNAと一致する体液があるんだよ」と
いう言い方がありました。ここは科学鑑定の結果を示しているので、一応、証
拠を示して議論をしようとしているんですが、DNA鑑定という、当時の日本
人はほとんど誰も知らなかったような最新の科学技術を使った鑑定において一
致すると言われてしまっても、言われてしまったら反論のしようがないわけで
すね。それは何パーセントなんですか、何人がサンプルなんですかと素人は聞
けないわけです。ここでも実は証拠を示して釈明を求めているように見えるん
ですが、実質的には一致したんだから、君がやったに違いないというふうに宣
言しているのと変わらないコミュニケーション構造になっています。
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その後、「ずるくなれと言ったわけじゃないんだよ」という言い方をしてい
ますが、これも彼がここでずるくなれば、前に言ったことが嘘じゃなくてはい
けないわけです。ここでも君は態度がおかしいんじゃないかとお説教している
ように見えるんですが、コミュニケーション上の構造としては、君が犯人なん
だよと言っているのと変わらない構造になっている。やっぱり逃れられない構
造になっています。これは「説諭を偽装した断定」という風に呼びました。
今度は、先ほど言いましたように目を合わせないでしょうという言い方をし
ていました。これも、目を合わせないからおかしいんだということであるなら
ば、その前の目を見ていた時には本当のことを言っていたと考えなければなら
ないわけで、これも一見すると、今日も話題になっていましたが、これもいわ
ゆる行動分析をして嘘を見抜いているかのような言い方をしていますが、単な
る自分のお前が犯人だという自分の主張をぶつけているのと基本的には変わら
ない構造になっている。これを「行動分析を偽装した断定」という風に呼びま
したけれども、こういうコミュニケーション構造が見られる。
今度は河川敷に行った時の検証ですけれども、ここでもなんで、なんでそう
思ったのという聞き方で聞くわけですね。なんで、なんで証拠と一致する話が
できたのという言い方なんですが、これもよく考えてみると Sさんは、犯行
体験がないとすれば、現場に行ったらあてずっぽうに答えるしかないんですよ。
多分、こうだったんだろうなと思って答えるしかない、それ以上の答えはでき
ないんですね。当てずっぽうで言ったんですとしか言いようがないわけですが、
けれども検察官はそれ以上の説明を求めて、結局、Sさんを黙らされる。応答
困難な状態に持っていくということをしています。それで、同じようなことが
何回か繰り返されて、もう一回ずるいんじゃないかという情動を刺激し、さら
に目を見ていないねという行動分析をする。ここで Sさんは耐えられなくなっ
て、ごめんなさい、勘弁してくださいという自白に落ちるわけです。
この時注目したいのは、Sさんは自分がやりましたとは言っていないところ
なんですね。勘弁してください、これ以上責めないでくださいという風に読み
取れます。これはちょっと読み込みすぎかもしれませんが、決して「私がやり
ました」とは言っていない。「勘弁してください」と言ってこの場を収めている。
実質的には自白をしたことになっている。こういうのを見ていくと全体の構造
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としてコミュニケーションがどうなっているか。Sさんは、ご覧になっていた
だいて、日本語ネイティブの方だったらお分かりになりますが、コミュニケー
ションが武器用な方なんですね。コミュニケーションの話で言えば、メタコミュ
ニケーションのレベルに飛ぶことが困難だということです。どういうことかと
いうと、コミュニケーションについてコミュニケーションすることが苦手なん
ですね。例えば最初の「昨日変なことを聞いたのでね」、この発話に対してメ
タコミュニケーションが上手な人であれば「変なことってどういうことですか」
という風に反論すれば戦えたわけです。それから河川敷のことで言えば、「な
んでそんなこと言ったの」と言われたら、「当てずっぽうは当てずっぽうで、
それ以上は言えないですよ」という風に、コミュニケーション、相手が聞いて
いることがおかしい、言っていることがおかしい、というメタコミュニケーショ
ンのレベルで戦えたはずなんですが、そういう供述特性が持てない、それが苦
手な方に対して、取調官が先ほどお示しした一連のメタコミュニケーションの
レベルにいかないと反論ができないような一連の投げかけをすることによって
応答困難にしていくスタイルが取られている。その結果、もう一度虚偽自白の
方に転落するということになります。こういったことが出てくるわけです。こ
ういうのを見ると、この仕掛けに裁判員が録画だけを見て気づけるかどうか、
また裁判官ですら気付けるか疑問になってくるわけです。そこに心理的な鑑定
の一つの可能性が出てきます。心理的鑑定を裁判のプロセスの中にどうやって
入れていくのかということを、今後日本の中で考えていかなくちゃいけないこ
とではないかと考えられるわけです。
残り 2つの事例はおまけのように持ってきたので（スライド 15）、簡単にお
話したいと思いますが、これは日本の最高検察庁が知的障害者を対象にした取
り調べで録音・録画を試行すると言うときに、私たちの、仲先生の方にもその
話があったんですが、私たちの研究チームにも、取り調べのプロセスを見てア
ドバイスをくれないかということで、いくつかDVDを渡していただいて、検
討するということがあるんですけれども、その時に検討した一例なんですが、
とても日本的な取り調べの構造が見られたということです。どういうことか。
これは発話の内容を、取調官の発話の内容を分類したものなんですが、ラポー
ル、いわゆる信頼関係を作ったり、必要なことを説明するという内容、それか
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ら事件に直接関係のある内容、事件に間接的に関係するような内容、例えば犯
行現場までどういう乗り物で行ったのという内容、それから周辺事項、事件に
は関係ないんだけれども、被疑者には関係するような内容、例えばお父さんは
何をしているのという内容、それから一般事項、被疑者にも関係がないし、事
件にも関係な一般的に会話、例えば、裁判の仕組みについての会話、また先ほ
ど出てきたようなメタコミュニケーションの会話、こういうものがどういう風
に推移するかということを一つの事例で探索的にやった研究です。取調自体は
非常に上手にやられている、珍しく私が上手な例を分析できた例なんですが、
特に強圧的なこともなく、欧米的な基準で見ても、PEACEの基準で見ても悪
くない取り調べだったとは思いますが、見てみると、コミュニケーションに非
常に日本的な特徴があります。何かと言うと、周辺的なこと、事件に直接関係
のないところから、少しずつ関係のあるところにながれていく、斜めの構造が
見えるんですね。これは、日本人であると人の嘘を暴くときに、いきなり「嘘
ついただろう」とは言わずに、「あれ、なんかわからないことあるんだよな」
とか、例えば浮気なんかを責めようとするときに、こんなポケットから浮気の
証拠みたいなものが、例えば女性のハンカチが旦那さんのポケットから出てき
たときに「あら、これなにかしら」という言い方をするんですね。日本人よく
やるんですが、外側からじわじわとせめていくようなコミュニケーションで、
効率的に落としていくというやり方も一報で見られる。それから、これはです
ね（スライド 18）、そういったことを踏まえて、日本型の取り調べが持ってい
る文化的な特徴に関して、我々は少し、例えば取調官のマニュアルですとか、
あるいは実際の取調に現れてくる構造を視野に入れながら検討しています。ど
んなことが分かったかというと、日本はやはり反省というものを強く求める傾
向が、これは文化心理学的な分析をしているんですが、反省を求めるところに
すごく日本の特徴があると。情報を求めるよりも反省を求めることが先で、日
本の取り調べの構図を見てみると、ごめんなさいと言わせてから情報を取る方
が基本なんですね。情報をとって、情報を取っていくうちにだんだん、
PEACEのアプローチのように釈明が成り立たなくなってごめんなさいという
風になるのではなくて、まず反省の弁を取ってから情報を取る。反省していな
いとその情報が取れても、その情報は信用できないという風な感覚を持つ可能
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性があると。このように日本の取り調べは反省がベースになっている。それか
ら、もう一つは先程来、話題になっているような形で犯人であると確信をして
取り調べを行っている。この 2つですね。もう一方で取り調べの中で犯人であ
ることを明らかにしていくような PEACEのようなアプローチはなかなか取れ
ないと。これは日本の取り調べの非常に文化的な特徴なんじゃないかというこ
ともあるわけです。
これが最後のスライド（スライド 19）になりますが、録音・録画によって
何が見えるかといったときに、心理学的な分析をきちんと挟んでいけば、先程
言ったような微細な相互行為過程によってもたらされる失敗のようなものを発
見することができます。それから、日本の取り調べをこれから改善していくと
きに基礎となるような、日本型の取り調べの、例えば周辺からせめていくよう
なコミュニケーション構造だったりとか、反省を重視するような、あるいは確
証から始まるような、これはある種文化的と考えてもいいと思うんですが、こ
ういう枠組みを垣間見れるようになると思います。ただこれを日本において、
こういったことを前提において新しい取り調べ手法を開発していく必要がある
と思います。単に欧米の、あるいは韓国のやり方を直輸入してもなかなかうま
くはいかないだろうと。こういう文化的な特徴を踏まえて、日本なりの技術開
発が必要だろうと思います。やはりそれでも気になるのは、こういうことを分
析によって明らかにするということが実際の裁判の中でどれだけ可能なのか。
その結果、先程お話したような、お示ししたような事例が実際に法廷で検証さ
れた場合に、むしろ裁判員は有罪心証を持つのではないだろうか。こういった
ことが今後重要な課題になってくるのではないだろうかと思います。以上で私
の話を終わりたいと思います。ありがとうございました。

中島　ありがとうございました。
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取調べはどのように失敗するのか？
～録画・録音記録を用いた相互行為分析の可能性～

高木光太郎

青山学院大学社会情報学部

tkg@si.aoyama.ac.jp

国際シンポジウム「可視化と取調べ：新しい時代の取調べ技法」報告

事例１：足利事件における検察官取調べの録音記録
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佐藤 (2011)をもとに作成

行
動
分
析
を
偽
装
し
た
断
定

佐藤 (2011)をもとに作成

佐藤 (2011)をもとに作成

応
答
困
難
な
理
由
質
問

佐藤 (2011)をもとに作成

佐藤 (2011)をもとに作成

応
答
困
難
な
理
由
質
問

佐藤 (2011)をもとに作成

説
諭
を
偽
装
し
た
断
定

行
動
分
析
を
偽
装
し
た
断
定

7

9

11 12

8

10



118

佐藤 (2011)をもとに作成

事例２：ある検察官取調べにおけるコミュニケーションの展開構造の検討

菅家氏＝メタコミュニケーションの困難

→フレーム拒否の困難
→断定への抵抗の困難
→不適切な質問への批判の困難

取調官＝証拠と論理を用いた自白獲得型のアプローチ

→有罪フレームの導入
→科学鑑定の提示を偽装した断定
→説諭を偽装した断定
→行動分析を偽装した断定
→応答困難な理由質問

虚偽自白への再転落

確証 実証

反省 日本型の取調べ

情報 PEACEアプローチ

日本型取調べのコミュニケーション枠組み（仮説）

・八何の原則による枠付
・意図・動機・理由の重視
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取調べの録音・録画記録によって取調べは「見える」ようになるのか？

YES 微細な相互行為過程によってもたらされる失敗の発見
------------------------------------------------------------------------
日本型取調べのコミュニケーション構造・枠組み
日本型取調べを支える文化的枠組み

日本における取調べ技術の向上・新たな取調べ手法の開発へ

?? 実際の裁判の過程で微細な相互行為レベルの失敗に気づく
ことができるのか？

文献

佐藤博史 (2011). 足利事件の取調べテープが教える取調べの技術：取調べ
の

可視化の究極の課題 日本法学, 76(4), 2-136.

19 20
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報告 2：日本における取調べ可視化の現状と課題

渕野　貴生（立命館大学教授）

司会　高木先生の心理学の観点からの報告に続いて、法学の立場から立命館大
学の渕野先生からご報告をいただきます。よろしくお願いします。

渕野　立命館大学の渕野です。よろしくお願いします。私は日本における取り
調べの現状と課題ということで、法律学の観点からこのテーマについてお話し
たいと思います。課題というのは法律学そのものが抱えている問題と、心理学
の先生方と共同してこの問題を解決していく上での協同の課題という 2つの側
面を抱えています。それでは中身に入っていきます。
まず、およそ近代の民主主義国家を名乗る国において、被疑者、目撃者に黙
秘権が保証されなければならないということを否定する国はないだろうと思い
ます。国際的にも国連人権B規約 3項（g）という条文で、黙秘権というのが
明確に定められています。日本でも憲法 38 条 1 項が、「何人も自己に不利益な
供述を強要されない」と、黙秘権を憲法レベルで保証しております。しかし、
現実の刑事手続きにおきまして、黙秘権保証はしばしば侵害される危険にさら
されています。被疑者・被告人は捜査手続きや刑事裁判に関わる中で、供述を
するように、とりわけ自白をするように様々な形で有形無形の圧力を受けるわ
けです。被疑者・被告人に供述をするように、そういう圧力をかけるのは、な
にも警察や検察だけではなくて、マスメディアによる有罪視の報道であります
とか、被害者による反省・謝罪の要求といった社会的圧力もあるわけですけれ
ども、しかし、被疑者・被告人が最も供述されるように圧力を受ける局面は警
察・検察による被疑者取り調べの場面、とりわけ逮捕、身体拘束中の取り調べ
であることは否定できないかと思われます。
我々は、身体拘束中の被疑者取り調べにおいて、被疑者が警察官であります
とか、検察官から例えば怒鳴られたり、脅されたり、長時間質問攻めにあった
り、極端な場合は物理的な暴行を受けたりする可能性があること、その結果、
被疑者の黙秘権が侵害される可能性が高いということを経験的に知っているは
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ずです。だからこそ、このような危険が現実に発生しないように、単に黙秘権
をルールとして定めるだけでは足りずに、そのような違法な取り調べ、あるい
は不当な取り調べが現実に行われないように防ぐことが必要です。黙秘権を現
実に守るようにすることができるような制度的な担保といいますかね、予防措
置を備えなければならないということが徐々に認識されるようになってきたわ
けです。違法な取り調べを防止する措置として最もふさわしいのが弁護人の立
会なわけですが、立会と並んで、取り調べを録音・録画すること、すなわち取
り調べを可視化することが極めて有効であって、黙秘権を実行的に保証するた
めに必要不可欠な措置であると認識されるようになってきたわけです。各国で
取り調べの可視化が広まっていったのは、刑事手続の必然的な発展の方向で
あって、現代において可視化というのは、不変的な要請だという風に言えるか
と思います。この不変的な価値の、どうしても取り調べの可視化というのは日
本においても共有されるべきですが、とりわけ日本においては、日本の刑事手
続の構造的な問題から他の国に比べて一層の取り調べを可視化する必要性が高
いと言えます。
なぜかといいますと、現在の日本の刑事実務では、逮捕拘留されている被疑
者には取調中べ受忍義務が課せられるという実務上の運用があるわけです（ス
ライド 4）。つまり、被疑者・被告人が取り調べの中で、私は供述をするつも
りはないと宣言をして、黙秘権をここで行使したわけですが、行使した場合で
もここで取り調べは終了するのではなくて、取り調べ官は、被疑者に対して供
述をするように説得することが許されているわけです。日本の判例はこのよう
な取り調べのやり方が黙秘権の侵害には当たらないというふうに判断をしてお
ります。その結果、日本の取り調べでは、取調官が今日の取り調べはここでや
めようというふうに決めるまで、被疑者が供述することを拒否していても、何
時間も続くのです。その間、何時間も被疑者に対して供述をするように説得が
行われ、この説得の手段というのは手を変え品を変え色々あるわけですが、行
われます。実際、重大事件では現在でも一日十時間を超えるような取り調べが
行われることも稀ではないと聞きます。その結果、免田事件でありますとか、
財田川事件、松山事件、島田事件といった死刑再審四事件であるとか、深川事
件や袴田事件とか被疑者が虚偽の自白をせざるを得ない状況に追い込まれて誤
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判を生じさせることになったりすることも少なくないわけです。
さらに日本における取り調べの問題点として、もうひとつの特徴として、こ
れは逮捕拘留されていない被疑者に対しても、実は逮捕拘留されている被疑者
に対する取り調べと大差のない取り調べが行われているという特徴です（スラ
イド 5）。日本においても、さすがに在宅の被疑者に対して取調べ受任義務が
あるという解釈は取られておりません。しかし、判例は、被疑者の意思を完全
に制圧しない範囲では、在宅のまま、一旦任意に取り調べに応じた被疑者に対
して、その被疑者が帰宅したいという意思を表示しても、引き続き取り調べに
応じるように説得することが許されるというふうに考えています。その結果（ス
ライド 6）、高輪グリーンマンション事件という事例があるわけですが、ここ
では任意の取り調べ、在宅の取り調べにも関わらず、警察の監視下で宿泊させ
ながら 4日連続で取り調べを行いました。同じように 23 日間徹夜にわたる取
り調べを行ったものもあります。それから志布志事件という事件では、やはり
1ヶ月にわたって、深夜に渡る任意の取り調べが行われるという例が後を絶た
ないわけです。現在においても、日本型の取り調べの特徴は逮捕されていよう
と、逮捕されていまいと、被疑者を屈服させるまで取り調べを行うというやり
方を、そういう特徴を持っていると言えます。ですから被疑者に対する取り調
べがとりわけ日本においては、可視化をすることによって、被疑者が供述する
かしないかの決定を、その決定の自由を奪うような取り調べを防止する必要性
は日本の場合、一層高いと言わなければなりません。ところが、先程から話題
にも出ていますが、法制審議会の特別部会でこの可視化が重要なテーマとして
取り上げられたわけですが、最終的に出された案は、率直に言って、取り調べ
の適正化をするには程遠い、不十分な内容であると評価せざるを得ないものに
とどまっています（スライド 8）。
最初の取りまとめ案では、取り調べの全過程を録画する事件の対象は、裁判
員裁判対象事件のみでございます。検察の独自事件は除きますが、裁判員裁判
対象事件のみです。裁判員裁判対象事件というのは、全逮捕拘留事件のわずか
2～ 3％です。実は、身体拘束されない事件も取り調べはされますので、全事
件から言うと、0.1 ～ 0.2％なんですね。身体拘束事件からすると 3％、甘く見
ても 3％程度でございます。しかも裁判員裁判対象事件は全過程が録画される
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かというと、必ずしもそうではないわけです。というのは、先程ちょっといい
ましたが、日本の刑事手続では、逮捕される前にたっぷり在宅の状態で取り調
べを受けています。そこでは逮捕拘留中の取り調べとは基本的には変わらない
供述を促す執拗な説得が行われているわけです。それから第二に裁判員裁判対
象事件の一番典型的な殺人で見てみますと、これも日本の刑事手続の運用なん
ですが、殺人の場合、必ずしも殺人で逮捕するわけではないということがあり
ます。まず死体遺棄の方で逮捕拘留することがあります。そうすると、ここで
は裁判員裁判対象事件ではありませんので、全過程録画の範囲には入ってこな
いわけですね。しかし、この死体遺棄容疑で逮捕拘留されているときに殺人に
ついても当然取り調べをすることがあります。ここで 23 日間取り調べた後、
殺人で逮捕し、ここから全過程録画が始まるということですので、結局、全過
程可視化には、裁判員裁判対象事件といえどもならないということになります。
さらに裁判員裁判対象事件についても「可視化をしなくていい場合」という
例外が設けられておりまして、この例外が非常に恣意的な曖昧な基準になって
いる。例えば、「録画をしたら被疑者が十分に供述しないと認めるとき」など
といった、非常に曖昧な例外規定が定められている。しかもこの「自ら供述す
ることができないと認めるとき」というのを、誰が認めるかというと、捜査官
が認めることになるので、結局、捜査機関が恣意的な判断をするということに
なりかねません。今、抱えている日本の刑事手続の問題は心理学の知見をお借
りするまでもなく、こういった部分的可視化では、取り調べの適正化に全く役
に立たないというのは、火を見るよりも明らかだと思います。取り調べのうち、
録画されていない部分については、違法な取り調べを抑止する効果というのは
ほとんどありませんし、取調官の側でも行き過ぎた追求をやめないとまずいこ
とになるという動機は働かないわけです。結局、録画をしていない取り調べの
ところで被疑者に圧力をかけて、被疑者が完全に屈服させて、自白させたあと
にそれから録画をスタートさせて、再演させるということになります。そこで
スラスラと供述をするというところだけを録画するというのでは、かえって違
法な取り調べを隠蔽する効果をもたらさないか懸念されています。適正な取り
調べを担保するためには、任意取り調べも含めて全過程の可視化をすることが
必須条件になると、ここで改めて確認する必要があろうかと思います。
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問題点ばかり指摘しておりましても、それだけでは問題の解決にはいたりま
せんので、今度は全過程可視化が実現した場合、これは裁判員裁判については
カッコつきではありますが、全過程可視化が実現しますので、特にこういう裁
判員裁判を念頭において、その先にある問題点についていくつか提起をしたい
と思います。ここからは心理学の先生からいろんなことを教えていただき、法
律学と心理学が共同して問題にあたれるところであろうと思います（スライド
11）。まず、取り調べを録画したDVDが、その後の刑事手続きで証拠として
活用される可能性がある場面としては、2つの場面があります。ひとつは、取
り調べで得られた自白の任意性が争われたときに、取り調べ当時の被疑者の供
述が黙秘権をきちんと保証された中で供述しているのか、供述するかどうかの
自由な選択をした上で供述をしているのかということを、供述の証拠のDVD、
取り調べのDVDを証拠として調べるということです。このようなDVDの証
拠としての活用は、それ自体、日本の刑事手続の現状に照らし合わせると非常
に大きな意味があると思われます。実は先程あげた 4泊の在宅での被疑者の取
り調べでも、徹夜の 23 日間にわたる被疑者取り調べのケースでも、私から見
ると非常に驚くべき感覚ですが、判例はその取り調べを適法だと認めている、
判断しているわけです。つまり、日本の裁判所はそういう取り調べでも被疑者
の黙秘権は侵害されていないと、被疑者は自由に供述するかしないかを決める
ことが出来る状況だったと認定しているわけです。さらに逮捕拘留中の被疑者
については、一日 12 時間を超えるような取り調べが 2日以上連続して行われ
るということも稀ではないわけですが、そういう取り調べでもあっても、なか
なか日本の裁判所は不任意の自白だという風には言わない傾向にあります。
しかし、取り調べを録画したDVDで取り調べの過程を逐一検証したときに、

これまでと同様に自白には任意性があるという、およそ取り調べの実態から遊
離した判断を続けることができるかというと、これはできなくなる可能性があ
るだろうと思います。この点でもとりわけ、心理学の観点から人がどういう状
況におかれて、どういう段階に至ったときに、精神的に追い込まれて供述する
かしないかについて、自らコントロールできないような状況に陥るのかという
知見を得て、その知見を任意性に活かすことができれば、裁判官の印象的な判
断に依存した任意性の判断から脱却して、より事実に基づく任意性の判断がで
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きるようになると思います。具体的には、録画DVDを対象に心理学の先生に
鑑定をしてもらって、その鑑定結果を任意性の判断に利用するという方法が考
えられます。そのようなことを可能にするような具体的な法制度とか法の運用
とかを、法律学としては構築していくことが課題ということになります。他方
で、自白の任意性を判断するために取り調べのDVDを見ることには弊害もあ
るのではないかと思います。というのは、任意性の判断のために裁判官や裁判
員が取り調べのDVDを見る場合に、DVDを見る目的、対象はあくまでもど
のような取り調べが行われたか、取り調べの時の雰囲気はどうだったかという
点だけにあるべきなわけです。しかし、実際にはDVDの中には被疑者が供述
している場面も含まれていますので、そこを見た裁判員や裁判官が現実に、実
際にそこでなされている自白の中身が信用出来るかどうか、つまり本当に犯行
について供述していることが正しいか正しくないかということについても一定
の心証を持ってしまうのではないかという懸念がございます。ここで法律学が
心理学に学ばなければならないことは、このような懸念が単なる杞憂なのか、
それとも現実に起こりうることなのかということです。もし、任意性を判断す
る目的でDVDを見ても、供述の信用性、つまり自白の中身についても心証を
持ってしまう危険性があるということであれば、この 2つの判断を切り分ける
ことが可能なのか、現実に任意性の点に限って心証形成をすることが可能にな
るようなDVDの見方があるのかという点についても、心理学の観点から示唆
をいただければという風に思うわけです。
次に、取り調べDVDを刑事裁判で証拠として活用する方法でもう一つ考え
られるのが、DVDに記録されている供述そのものを使って、供述内容の信用
性を判断するという使い方です（スライド 14）。要するに取り調べ段階で供述
がされて、これは録画されているわけですが、この録画されている自白供述あ
るいは否認供述を裁判員や裁判官がDVDを見て、被告人が犯人かどうかとい
うことを判断するという使い方です。供述の信用性の判断のために取り調べ
DVDを使う場合、法的な観点から提起しなければならない課題をさしあたり
2点挙げたいと思います。第一に録画DVDで被疑者が供述している様子が過
剰なインパクトを裁判員や裁判官に与えて、供述が本来、有している証拠価値
を超えて過剰に評価されたり、あるいは過小に評価されたり評価される危険性
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がないかということです。仮に映像インパクトによって本来供述が有している
信用性を超えて過剰に信用されるとか、あるいは不当に信用されないといった
印象形成を裁判員や裁判官が行ってしまうという危険性が拭えないとすれば、
それは法的に偏見とか予断に基づく評価、事実認定をもたらしかねない危険な
証拠だということになります。こういった予断・偏見を回避できないような証
拠については、刑訴法の世界では法律的関連性を否定するという理屈で証拠と
して認めない、そういうリスクの高い証拠はそもそも証拠として認めない、使っ
てはいけないというルールに当てはまってくるのではないかと思います。した
がって、取り調べでなされた供述が本来有している証明力を不当にかさ上げし
たり、不当に切り下げたりすることなく、正しく裁判員、裁判官が評価できる
ようにするために、映像のアングルですね、どのようなアングルで映像を録画
し、裁判員裁判官にどのように見せるのが適切かということを、心理学の知見
から解明をしていただいて、その知見を踏まえた上で供述の信用性を判断する
ためにDVDを使うことの可否の判断をしてく必要があるのではないかと思い
ます。
第二に刑事手続の基本構造に関わる根本的な問題があるように思います（ス
ライド 15）。現在の日本の刑事手続は、公判中心主義と直接主義という基本構
造を採用しております。このような基本構造は、刑事手続に対する基本理念と
しての意味も有しています。この考え方はどういう考え方かと言いますと、供
述証拠を含めておよそ証拠というものは事実を認定する裁判官裁判員が立ち会
う裁判の場で、裁判官、裁判員に直接提供されるべきものであって、またそう
いう風に証拠が直接提供されることによってこそ、裁判官・裁判員は正しい心
証形成をすることができる、正しい事実認定をすることができるという考え方
に従って、制度が作られているわけです。そうしますと、供述証拠は裁判官や
裁判員の面前で供述してもらう、つまり公判廷で供述してもらうというのが基
本的なあり方であって、捜査段階において、取調室で捜査官に向かって供述さ
れたものを刑事裁判における証拠として使用するのは、本来ふさわしいやり方
ではないのではないかという疑問が生じます。従来、日本では調書裁判という
形でこの問題が論じられてきたわけです。調書裁判として批判されるときには
これまでの主たる問題は、取調室で供述したことが正確に調書には、書き取ら
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れていない。捜査官の都合のよいように調書が作られているという点がとりわ
け問題とされてきたわけですが、実は公判中心主義、直接主義で問題となるの
は、そのことだけではなく、より本質的な問題として、仮に供述が全く作り変
えられずに録取される、まさにDVD、可視化DVDは供述が改変されずにそ
のまま録画されるわけですが、しかし、法廷以外のところで行われた供述を裁
判の場で使っていいのかという問題が別にあるわけです。さらに、この裁判の
場で、かつ裁判員、裁判官の目の前で供述するのが原則だということは、正確
な事実認定、つまり実態的真実主義という観点とは、また別に被告人の防御権
の保証、手続き的な権利の保証という、これは真実の発見とは切り離してでも
守らなければならない適正手続、刑事手続の価値を実現する上での意義がある
のではないかと思います。被疑者段階での供述は、いくら取り調べの時に被疑
者が供述するかしないかを完全にコントロール出来る状態で供述していたとし
ても、また防御の方針が立っていない段階での供述にならざるを得ません。こ
れは、弁護人が立ち会っていても同じです。なぜならば被疑者段階ではまだ捜
査官が持っている証拠が開示されていませんので、裁判になったときにどのよ
うな方針で防御していこうかと決めるための材料を被疑者はそもそも持ってい
ないわけです。その段階で供述したことが刑事裁判で使われるということにな
りますと、本来であれば開示された証拠を吟味した上で、この証拠からだった
らこういう防御がベストだという風に決めていくはずのところ、従前の防御法
の行使を結果的に不可能にしてしまう危険が伴うわけです。被疑者の防御権、
被疑者被告人の防御権を十分に保証するという意味でも被疑者の供述を弁護人
が慎重にコントロールしながら、証拠としてふさわしいものだけを法廷に出す
というやり方をするためにも、最もふさわしい場はやはり取調室で供述しても
らうのではなくて、証拠開示も行われた裁判の場で、公判廷の場で供述しても
らうというのが、これまでの刑事手続の基本理念であったような気がします。
これらの疑問点の上で、証拠を評価し心証形成する裁判員、裁判官にとって、
正確な事実認定に最もふさわしい証拠の提示の仕方というのは、どういう提示
の仕方なのかという点については、やはり心理学の知見に学ぶことができると
思います（スライド 16）。法と心理が協同することに大きな意義があるところ
だと思います。つまり、これまでの刑事訴訟法の理屈では、公判廷において、



128

裁判員や裁判官といった人たちの目の前で口頭で直接、自らの体験について
語ってもらうのが一番正確な事実認定、一番正確な心証形成にいい方法だとい
う前提で理屈を組み立てているわけですが、実はこれは心理学的な見地から見
るときに、こういう前提がそもそもないのかもしれないんですね。ですので、
この点が正しいのか正しくないのかについて、実証的なデータに基づいて検討
するということは、直接主義、公判中心主義をですね、今後も維持していくべ
きか考える上で避けて通れないと思います。
そして最後は、法律学が心理学からの問題提起を真摯に受け止めた上で、公
判中心主義、直接主義というのはたとえ真実からは多少遠ざかったとしても被
告人の防御権という適正手続、これは規範的な価値ですけれども、守るために、
こういう風にやはり守り続けるべき基本構造なのかどうかというですね、規範
問題に責任を持って答えを出すということが求められているのではないかとい
う風に思います。以上、雑駁な報告でしたが、以上によって日本の取り調べの
可視化の現状と課題について報告とさせていただきたいと思います。ご清聴あ
りがとうございました。

中島　ありがとうございました。
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コメント・質疑応答

中島　それでは、心理学、法学の立場からのそれぞれのご報告を踏まえまして、
大阪弁護士会ご所属の弁護士でおられます小坂井久先生の方からコメントを頂
きたいと思います。よろしくお願いします。

小坂井　大阪で弁護士をしております小坂井です。今、お二人から興味深いご
報告をいただいて、それにきっちり沿ったコメントになるかどうかおぼつかな
いですが、コメントとしては 3つぐらいの局面になるかなと思っていまして、
1つは法制審特別部会、これに至った経緯は省くとしましても、この中身の議
論、2番目がこれを踏まえて今、渕野教授がおっしゃったように全面というに
はまだ足りない、まだまだ足りない、これは事実ですので、そこに至る道筋を
どう考えていくのかということですね。最後に 3つ目は、いわゆる全面的な可
視化、全事件全過程という段階になって以降、どういう展望を持てばいいのか
と、こういうことになろうかと思うんですが、私自身、まだ 3番目まではとて
も頭が回っていないので、多分、途中で時間切れになろうかと思います。
今日もしばしば議論になっておりますように、今年の 7月 9 日の 30 回目の
会議で法制審特別部会がいわゆる取りまとめをいたしました。要綱案を了承す
ると、来年の通常国会では法案化の見込みだという運びになっているわけです。
それで、先程、渕野教授がですね、この法案では全く役に立たないのではない
かというご発言と、適正化の実現には程遠いのではないかというご発言があっ
てですね、私はその特別部会の幹事をしておった関係上というか、別に当局の
回し者で喋るわけではないので、そのへんは誤解してもらったら困るんですが、
渕野批判、いくつかありましたね。これについては、いくつか申し述べておく
必要があるかなと私としては思います。
確かに全拘留事件の 2～ 3％、裁判員対象事件に制度化は限定されました。

独自操作はこれにプラスアルファされているんですけれども、そういう問題が
あります。ただ、ご承知のとおり、この 6月 12 日に最高検が依命通知という
のを出しました。依命通知というのは、今まで対象であった裁判員裁判対象事
件、独自捜査、あるいは知的障害、あるいは精神障害、こういったものを本格
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実施した上で、それ以外の一応全事件を対象にしてですよ、もちろん、身体拘
束の中で公判の見込み、公判請求される見込みがあり、なおかつ録音・録画の
対象にすべき必要性があると判断した場合と、こういうくくりにはなっていま
すが、それを施行対象とするというものです。さらには、供述が争いになるよ
うに見込まれれば、参考人、被害者などを含めて施行対象にするんだというこ
とです。これは今年の 10 月 1 日からスタートします。こういう状態になって
います。そこで、これからの展開の運びがどうなっていくのかということにつ
いては、かなり見えにくい部分もあるわけですが、ひとつは私が申し上げたい
のは、例え 2～ 3％であっても、警察をも含めた全過程の制度化ができること
の意義は相当なものがあるというふうに見るべきだと私は考えております。さ
らに対象外であっても、これは特別部会で裁判所の方の委員が述べたことです
が、裁判員裁判であれ、その対象外の事件であれ、今後立証責任を非常に重く
見ていくことになるということです。録音・録画媒体は、best evidence とい
う言葉を使ったか、優越のある証拠という表現を使ったか記憶は定かではない
ですが、そういう言い方をされて、対象外のものについても今後はそういう見
方をしていくんだと、裁判所の立場を鮮明にされた。捜査を始めとする有識者
の委員の方は、最終段階でこの依命通知、対象外のものについての今後の運用
は今回の制度化と同じ趣旨ですねと、つまり恣意的に事件を選別していくよう
なことはないんですねと確認されました。適正な取り調べのもとで任意性、信
用性のある証拠、それのみが供述証拠として認められる、そういう姿勢に変わ
りはありませんねという念押しをされて、最高検の方でもおっしゃるとおりで
すと言われたという経緯があります。
ですから、ここは極めてなんと言いますか、実務運用的な問題も絡んでくる
問題となります。いくつか批判されていた、例えば例外事由という問題もあり
まして、確かに今回の要綱案の文言を見ていますと、色んな見方も可能なとこ
ろもないわけではないかもしれませんが、ここは弁護実践によって相当程度絞
込み、かつ裁判所の判断を仰いで証拠能力がないという判断をしていくという
ことが今後は考えうるのではないか。そういう形の弁護実践次第、あるいは裁
判所によるというところはもちろんあるわけですが、そういう傾向が見られる。
これはちょっと余談になりますが、昨日検事総長が変わって記者会見をされた
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んですかね。東京の検事さんが変わったり大阪の検事さんが変わったりしてい
ますが、その中で彼らは、今後は桁違い、桁違いという表現を使うかどうかわ
かりませんが、規模の違う形で録音・録画をしていきますという宣言をされて
いることは間違いないので、そういう意味では検察がそういう舵の切り方をし
ていること自体は、もちろんまだまだ色んな課題はあるでしょうが、まず間違
いないと見ていいのではないかと思っています。このことの意義なんですが、
これはまさに渕野教授が仰ったように日本固有の問題というのがあるわけです
よね。いくつかの法律上の議論で、渕野教授がおっしゃったんですが、それこ
そ 100 年単位か 200 年単位、高木教授の話では文化的な問題というところがあ
るわけですが、反省を求める、更生・改善を求める。先ほどディクソン教授か
ら遠山さんに質問されたように、なかなかこれは英米感覚、欧米感覚では理解
しがたいところがあろうかと思いますが、そういう取り調べが延々と続いてき
た中で、裁判員裁判対象事件全過程という中で、これがどう変わっていくのか、
変わっていかないのか。私はここでイントロゲーションというか、リードテク
ニック的なものからですね、それよりもさらに日本の場合は強烈なものが、強
烈な圧力があったわけですが、これが除去されていった中でやはりインタ
ビュー化する、変わっていくだろうと。これは仲教授が繰り返しご説明されて
いるとおり、そういう形での変化は徐々にはあるわけです。
警察は今回の特別部会については、ずっとまさに反動と言いますか、我々が
全過程・全件を求めている中で反対をしているという経緯はあったんですが、
内部ではもちろんご紹介があったような取り調べ技術の基礎編の本を作ったり
ですね、それはそれで変化が見られないわけでもない。検察は検察で、高木教
授が立ち会う、あるいは仲教授が立ち合いをするという見方をして、取り調べ
自体を変えていこうという、そういう意味では私は今、大きな変化が生じておっ
て、これに対して弁護実践がきっちり対応していくか、それに対して実務がど
う動いていくかという意味で、これからしばらくの過渡期が極めて重要な期間
ではないかと思います。そういうことでしゃべっているだけでほぼ時間がなく
なってきているので、要は全事件、全過程、今後そういう形で、どういうプロ
セスで見ていくかという中で、一年まだ過渡期が続きますから、非常に難しい
時代が続くだろうと思います。高木教授が紹介された Sさんのケースでも、
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相当程度録音はしているんだけど、もともと一部ですよね。一部を見てああい
う形での分析が可能なのであれば、きっちりとそういう心理鑑定を入れ、我々
も対応していくことが必要ですし、今後そういう意味では未知の時代に弁護実
践も入っていくことになります。適正な収集をまず情報収集をしてもらうため
にどういう枠組み設定がいるのか、それは心理学的な知見を借りなければいけ
ない。さらに出てきたもの、成果物を適正に評価するために心理学的な知見を
得なければいけない。先程から出ている映像インパクトの問題をどう処理する
のか、アングルによるパースペクティブバイアスをどう処理していくのかなど、
今後、まさにそういう記録媒体が増えていく中で我々は実践的に考えていかな
ければいけないし、運用していかなければならない。そういう意味でも弁護士
の責任は非常に重いと考えています。
最後の問題として、渕野教授が言われた公判廷外供述、あくまでもいかに適
正な収集であったとしても、それは公判廷外供述が残されておって、今の日本
の法律のままではそれが伝聞例外に当たる限り法廷には出てこないということ
になるんでしょうが、そのことをどう理解するのかということはある意味で最
後に残された問題かもしれなくて、私自身、まだ結論が出ているわけではない
んですけど、仮に、仮にですよ、適正な収集、情報収集がなされて、適正に評
価できるという枠組み設定ができ、これ自体が理想論かもしれないから、そこ
でどういう理論的枠組みを付けるのがいいのかどうかという議論もあるのかも
しれなけれども、もしかすると公判中心主義が絶対ではないという場面がある
のかもしれないなと、なんとなくそういう感覚を持っています。とりあえず以
上です。

中島　ありがとうございます。それでは質疑の方に入りたいと思います。ご発
言いただく場合はお名前とご所属、ご専門など、それから回答を求める登壇者
をご指名頂いた上でご発言いただきたいと思います。

Q1　大阪弁護士会のAと申します。高木光太郎先生にお伺いしたかったんで
すが、最後のところでおっしゃいました日本型の取り調べ手法というのを考え
なければいけないのではないかと仰ったんですが、私は非常にそれに危惧を
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持っていまして、変にやるとガラパゴス的な変な技法が出て、それを裁判所が
容認して虚偽自白を生んでしまう可能性がないかという思いがありますので、
先生がそこで考えておられます日本型の取り調べ手法、どういうものをイメー
ジしておられるのか教えていただけますでしょうか。

高木　はい。日本型の取調手法の話を出したのは、これからおそらくこの可視
化の問題と、それとセットで必ずやらなければいけないのは、取り調べ技術の
科学化というか高度化ということになってくると思います。その時に雛形に
なってくるのは、世界で最先端的に動いている情報収集型の PEACEアプロー
チであるとか、そういったものが当然規範になってくると思いますし、実際そ
ういう形で、検察にしても警察にしても情報収集しているという風に考えられ
るわけですが、例えばあの技法について我々のチームで文化心理学的な視点で
分析をすると、はじめにバチンと対立をするわけですね。あなたは有罪だと思
うと。それに対して、あなたは釈明しなさいと。つまりスポーツのようにゲー
ムのルールが決まっていて、その枠内でコミュニケーションが進んでいくとい
うスタイルでいくと、例えばこういうやり方というのを日本の警察官や検察官、
被疑者にしてもいきなりそういう対立的な構図の取り調べのコミュニケーショ
ンに入っていけるかということになると、少し疑問があると。じゃあどうやっ
て、最終的にその形が好ましい、PEACEアプローチ的な形が好ましいという
前提はあるんですが、やはりあれは欧米のコミュニケーション文化の中で設計
されているものなので、日本で有効に動くものにするとしたら、日本にああい
うものを根付かせて行くとしたら、日本特有のコミュニケーション文化とか、
その中で作られてきたコミュニケーション構造というのを解明しておいて、そ
れとどうつなげていくかということを設計しないといけないだろうと思いま
す。そういう意味で日本型取り調べの、要するに日本は輸入文化だと言われま
すが、輸入してパッと入れ替えるというのはおよそ現実的ではないだろうと思
います。そういう中で日本の今までやられてきた取り調べからどうやって変え
ていくのかという基礎的なデータとして、日本型取り調べの特徴の解明が必要
であるという趣旨でお話をさせていただいた次第です。
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Q2　座ったままでよろしいですか。大阪弁護士会の Gです。今のに関連して
ですけどね、先生は、日本型取り調べを支える文化的枠組みというところで、
例として反省を求められるということを挙げられましたよね。それで、その日
本的な、文化的な枠組みを新たな取り調べ手法の開発へ考えるときに考慮する
というのは、具体的にどういうイメージになるんでしょうか。例えば、先ほど
のご説明でしたらね、尋問の順序をよく考えると、そういう意味ではわかるん
ですよ。しかし、文化的枠組みというのが例を挙げられた反省を求めるという
ものであれば、どういう風に取り調べ手法につながるのか教えていただければ
と思います。

高木　これもですね、僕は最後の方で説明を端折ったので、若干誤解を与えて
しまったかもしれませんが、日本型、今日本がこうだから、反省を重視してや
りましょうということではないんですね。おそらく文化レベルで我々は、罪を
犯した人、あるいはその疑いがある人に反省を求めるということを、一般市民
も含めて、例えばワイドショーなんかの報道を見てもわかるように、非常に根
深く我々の文化にそういったものが根付いているのではないかと考えます。こ
れを認識した上で、これをどうしたらより適正なものに変えていけるかを考え
なければいけない、そういう趣旨でお話をしたんで、最終的には取り調べの中
で反省を先に求めたり、反省を目的とした取り調べというのは不適切なものと
して排除しなければいけないと私も考えているんですが、その出発点として、
例えばこれを心構えを変えなさいみたいな話では決して変わらないんですね。
より戦略的に、どういう方法がいいのかまだわからないんですが、かなりこの
問題は戦略的にも大きな問題として、文化的な態度を変えていくということに
なりますので、どうしていったらいいのか。教育的な面もあるのかもしれない
し、トレーニングという面もあるのかもしれない。トレーニングというと、やっ
ぱり取り調べの技法を高度化していくという中で、イギリスなんかでは最初、
可視化、それから取り調べの技術を変えていく時に色々抵抗があったという風
に聞いていますけれども、やっぱり先にある適切な技法が入ってくることに
よって、徐々に文化的な意識が変わってくるということもあると思いますので、
そういったことも含めて反省を重視してしまう、我々に根付いたコミュニケー
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ション感みたいなものをどう対処していくのか、そのための基礎データとして
心理学的にはそれがいかに根深いかをとりあえず明らかにしていくことが必要
です。そういう趣旨でお話をしたということになります。

Q3　川崎県弁護士会のKと申します。高木先生にお伺いしたいんですが、こ
れから法律と心理学の連携がありうるのではないか、これからの可視化の動き
の中でありうるというのが今日のお話の中で提示されたと思うんですが、心理
学の中にもですね、色んな見解があると思われるんですね。例えば今、裁判の
世界では、精神鑑定の場合、弁護人と検察官がそれぞれ自分にとって有利な鑑
定書を出してくることがあります。そういうことが心理学に、もし、今後鑑定
として心理学を用いる場合にはあるのかどうか、もしその点でお考えがあれば
お伺いして、それからもう一点は本当はコメンテーターの方に聞いてはいけな
いのかもしれませんが、先ほど小坂井先生から弁護実践という言葉が出てきた
と思うんですが、今お考えの中で弁護実践があれば、まだ固まっていないかと
思いますが、あれば具体的にお話いただければと思います。

高木　私はですね、例えば心理学的なもの、精神医学的なものも含めて、若干
今まで対立的な意見が出てくることの背景に同じ学問的な基盤を共有した形で
より適切な分析ができているかということで戦うのではなくて、ある種の学派
間の戦いみたいな形で対立が起こっていたケースがあるので、僕はそういうの
は避けなければいけないと思っています。例えば、私と仲先生が法廷でそれぞ
れ弁護側と検察側で、それぞれ子供の供述の信用性について議論をする。その
時の背後には例えば認知発達の知見があったりとか、そこの部分は共有してい
るんだけど、より確からしい分析はなになのかということを議論する場ができ
てくる、そのことはむしろ健全だと思うんですね。そのことによって適切な鑑
定とは何かとか、より信用できる鑑定は何かということを心理学者間で、ある
いは心理学と法曹の間でも形作られていく重要な契機になると思いますので、
むしろきちんとした学問的な枠組みの中できちんとした対立というのは今後、
生まれてくるべきではないのかなという考え方をしています。
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小坂井　6月12日付けの最高検の依命通知にのっとって、とりあえずはですよ、
制度化は来年以降の法案提出後の議論がありますが、早速我々がやらなければ
いけないのは、10 月 1 日以降に施行される依命通知で、本格実施は今まで施
行されてきた累計ですから、これはこれで従来通りの申し入れになると思うん
だけれども、いわゆる施行対象で新たに付け加えられたものは、これは一応全
事件なんでね、対象は。基本的に。被疑者本人の場合は、身体拘束というくく
りがあるかもしれませんが、参考人まで広げるというんだから、そういう意味
では全事件と申し上げてもいいわけで、一応依命通知の中でどういう場合に施
行するのかというのは、一応は書いてあるんですね。きっちりとした要件では
もちろんない。彼らは今後、やる気はあるんだけど、一方では裁量だという形
で逃れていこうとするところがあるんだけど、じゃあ弁護人が、あるいは被疑
者がきっちりとこうこうこういう理由で録音が必要ですという形で申し入れを
して、拒めるかどうかというせめぎあいになるわけですね。なかなか拒めない
のではないかと、私の本音としては思っています。もしこの戦いに敗れれば、
制度化されたものとそれ以外とがダブルスタンダード状態が続いてしまうとい
う、これは非常に好ましくない状態になってしまうんだけど、私は弁護実践に
よってそれを乗り越えていけると思っています。まずはそういう申し入れを具
体的にするということですね。じゃあ可視化されてどうしますか。先ほど後藤
さんが質問されたように、後藤さんがおっしゃっているのは可視化された中で
黙秘しろという、こういう路線なんですが、いずれにしても供述の自由が確保
された状態になればきっちりと黙秘を原則としながら、それを解除していくと
いう弁護実践が可能になってくるのではないか。しかし、これは相当の努力、
あるいは研鑽が必要だろうなと思います。

Q4　座って失礼します。今日はお話ありがとうございました。立命館大学政
策科学部のTと申します。質問を報告者とコメンテーターの 3方にできれば
お願いしたいんですが、これまでのお話を聞いてきて、私たちが取り調べの可
視化を導入する際に日本人の司法の捉え方を再考する必要があるのではないか
と考えました。例えば、ある人が容疑者として連行されてきた場合に私たちは
このように考えてしまうのではないでしょうか。司法は事件の素早い究明や一
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刻も早い犯人の更生を第一にすべきだ、だから司法がその容疑者の人権を考慮
するよりも白黒付ける方を、事件に白黒付ける方を優先するのはある意味で正
当ではないかというふうに。頭では、私の推測なんですが、私たちの未熟な社
会的概念を変えていかなければ、その現場へのアプローチにだけにとどまって
いたのでは、本当の意味で取調べの可視化はこの国に定着しないのではないか
と思うんですが、お三方いかがでしょうか。

渕野　ご指摘いただいたことはそのとおりだと思います。私はとりわけマスメ
ディアの犯罪報道に大きな責任があるのではないかと考えています。マスコミ
報道を変えていくために、私たちがそういう報道について指摘していくことが
必要なのではないかと。一例を申しますと、今の典型的な犯罪報道では、逮捕
されたときに被疑者をこれから厳しく追求していくと、捜査機関が報道に対し
てそういう風に言っているわけなんですが、それをそのまま何の問題意識もな
く報道してしまう。それは日本の刑事司法に対して市民をある意味で教育して
いるんではないかと思うんです。そこの部分をきちんと問題意識を持って、我々
市民が報道に対しても、そういう報道はよくないと声を上げていくことが一つ
の出発点かなというふうに考えています。

高木　私も非常に渕野先生と同じような印象を持っていて、日本のもろもろの
司法制度の問題に、メディアの位置づけがすごくきいているなという印象をぬ
ぐえないんですね。それは全く同じ話で、心理学にじゃあ何ができるかという
ことが出てくると思うんですが、やはりこれが一筋縄でいかないということを
示すことが心理学の重要な役割ではないかなと思っています。つまり、例えば
先程の反省をするということと、情報を取るということの関係なんですが、ど
うも我々の中に反省を通した情報こそが真実だという、エモーショナルな次元
と客観的な次元をどうも融合してしまうメンタリティがあるらしいというの
を、これは分析途上なんですが、そういう仮説が浮いてきているんですね。こ
ういうのを例えば反省はいけないからやめましょうと言ってもなかなか取り除
けないと。そういう表向きの問題点の背後にさらに網の目のように作り出され
ている我々の司法に対する身体というか、眼差しというか、そういうものを丁
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寧に解明していき、そしてそれを様々な回路で社会に伝えていくということを、
心理学者としては考えているということです。

小坂井　ちょっと誤解を招く言い方なんですが、可視化というのは価値中立的
なんですね。実は今までの議論の中では、それこそ白黒付けるために昔から必
要でしょうと我々が言ってきたことは事実なんですね。特別部会の中でどこま
でそれがどう進んだか進んでいないかはわかりませんが、ただ制度化されるこ
とによって、先程から議論を繰り返していますが、あなたがおっしゃっている
ように個々の人の人権が貴重だという形に我々が変わって行くだろうと思いま
す。まだ時間はかかるでしょうが。

中島　はい。まだご質問等あるでしょうけれども、このセクションはこれで終
わりにしたいと思います。このあと全体討議がありますので、今のお話も踏ま
えて、全体討議の中で議論をしていただきたいと思います。報告者の方、コメ
ンテーターの方、どうもありがとうございました。





第四部

全体討議

司会：指宿　信（成城大学教授）



144

司会　では引き続き第四部全体総括に移りたいと思います。指定発言者として
基調講演をいただいた仲教授と本学・立命館大学特任教授である浜田寿美男先
生にご登壇いただきます。いよいよ朝から始まりました取り調べと可視化シン
ポジウムも終わりに近づいてきましたが、最後までお付き合いいただきますよ
うお願い申し上げます。まずですね、最初の指定発言者として浜田寿美男先生
をご紹介させていただきたいと思います。浜田先生は、皆さんご承知のとおり、
日本の供述分析学の第一人者、第一世代として私たちを牽引してくださった方
ですので、今日一日の感想を含めて、これまでのご経験等からご発言をお願い
します。

浜田　浜田です。限られた時間ですので、十分な話はできないかもしれません
が、今ご紹介いただきましたように、私は元々、子どもの心理学をやっている
人間なですが、仲先生も子どもの心理学専門で妙な因縁だと思うんですが、そ
の人間が刑事裁判の仕事に入り込んで色んな仕事をせざるを得ないという現実
に立ち会うようになって、34 ～ 35 年という年月になります。当初は本当に手
探りだったんですが、刑事裁判の具体的な事実認定の世界に入って、心理学の
新しい役割をある意味で突きつけられた状況の中で仕事をしてきたつもりでい
るんですが、その意味で可視化をなされていない、どう心理学が関与していっ
ていいか見えないところでの話に立ち会わざるをえない状況にいましたので、
心理学が得意とする数量的な研究で科学的な立証をしていくという立場ではな
くて、ドロドロとしたところに入り込んで、事例研究的にやらざるを得ないと
いうところで仕事をしてきました。ただ、そんな観点からやってきたから逆に
見えてきたこともあって、ある意味では面白い体験をさせていただいているな
という気がしています。

今日色んな議論を聞きながら思ったんですが、ひとつはこれはディクソンさ
んから率直なご意見がありましたが、日本の取り調べが反省を求めるとか、謝
罪を求めるとか、どうなっているんだという話がありましたが、私もいつもそ
のことについては感じております。1980 年代にアメリカの研究者が日本の刑
事捜査における実務をフィールド研究するということで、何人かの方がこられ
て研究をされた成果を見たことがあるんですが、その中に日本の刑事取り調べ
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は謝罪追求型であると、それは非常に日本的な取り調べだと書かれていてその
とおりだと思ったことがあります。実際に刑事捜査とは何かというと事実の認
定をすべきセクションであるべきなんですね。ところがそこで反省まで求めて
しまう。高木さんの話だとこれは日本の文化的特性がそこに反映しているので
はないかという話でしたが、文化的特性であれなんであれ、本人に謝罪を求め
たり、責任を追求したりするのは明確な事実の認定ができてからしかできない
と理屈の上ではそうなるはずなんですね。ところがこいつが怪しい、こいつが
やったかもしれないという時点で謝罪追求の気持ちが動いてしまうとか、反省
を求める気持ちが動いてしまう、これは何なんだと思うわけです。

実際に冤罪事件を見てみますと、多くの冤罪事件は謝罪追求から始まってい
るというところがあるわけですね。高木さんが報告されました足利事件の場合
でも、聞くところによりますと、任意同行で最初日本人を取調室に呼ぶときに、
S さんのお家に行って、被害者の女の子の写真を目の前見で見せて、これに謝
れというところから始まったと言う話を聞いています。本人がやったかどうか
分からないところから既に、これに謝れというところから入る。これが非常に
危険だということは誰が考えてもわかることなんですが、つまり謝罪追求をす
るということは有罪前提だということなんですね。ですから事実を認定を明確
にするというところではなくて、先取りしてしまって、お前が犯人に違いない
というところから入るんですね。私は、これを証拠なき確信と言っているんで
すが、証拠があるから確信ができそうなものなんですが、心理学的に言います
と、明確に、絶対的に間違いないというので確信をするわけではないんですね。
例えば目の前で A さんが B さんを殴り殺すところを見たというのであれば、
私は A さんが犯人だと確信していますとは言わないわけですよ。A さんが犯
人だと知っていますと言うわけです。だから知っていますということと確信と
いうところの間には大きな差があって、そこが誤解されているところもあって、
証拠がないにも関わらず確信して謝罪を求めるという心理が動いてしまう。こ
れは日本の文化的特性ということもあるかもしれませんが、かなりこれは人間
に共通の部分かもしれない。絶対的にこれに間違いない、目の前で見たという
ところまではっきりしていなくても確信が動き出す。とんでもない事件が起こ
ると、許せないという気持ちになってしまって、反省を求める、謝罪を求める
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ということになってしまう。大きな冤罪事件で虚偽自白をしているようなケー
スにずっと付き合ってきましたが、スタートはここから始まっているんですね。
執拗に反省を求める。求める側の捜査官はある意味で悪気がない。熱意を込め
て徹底的に調べなきゃいけない。こいつを反省させて更生させるんだという枠
組みの中に自分をはめ込んでしまっているところがあって、そういう姿勢から
離れられないところに今の刑事捜査というのはあるのではないかという気がす
るんですね。そういう意味では私も 30 年前からするとやや隔世の感があるん
ですが、昔は警察の敵みたいに思われていたんですが、最近は警察から随分お
呼びがあって、年間 10 回以上、警察官の前でお話する立場に身を置くことが
できて、ありがたいなと思っているんですが、そこの場でいつも言っているの
は、私は仲さんのように司法面接のテクニックを教えるということはできませ
んので、何が危ないかというと証拠なき確信が一番危ないんだと、逆に言うと
冤罪事件を防ぐための一番のやり方はひょっとしたらシロかもしれないと思っ
て調べることだと。逆に言うと、それなしには虚偽自白は防げないと。現場の
かなりベテランの捜査官を目の前に話すことが多いんですが、足利事件のよう
に自分がおとした被疑者がひょっとして後にそれが無実だということが証明さ
れたら、それこそ夢見が悪いでしょうと散々脅しているんですが、そういうひ
どい目に遭わないためにもひょっとしたらシロかもしれないという思いをまず
念頭において調べるということをしなきゃいけない。虚偽自白というと捜査官
が意図的に落としたんじゃないかという風に世間の人はそういうふうに思いが
ちなんですよね。しかし、実際はそういう風に分かっていて落としたとか、引
き下がれなくなって、証拠偽造をしてしまうようなケースもありますけれども、
多くは自分は真犯人を落としたと思っている、ここに問題があると思うんです
ね。可視化をすることで、取調室の中で法に反するような取り調べをすること
を防ぐために全面可視化が必要だという部分と、もう一方ではその背後で動い
ている捜査官の心理に対して私たちがいかに敏感であることができるかという
ためにも必要だと。これはどうやって見抜いていくかということに関わってく
るわけですが、例えば謝罪追求型の心理というのは、この点ではおそらく日本
人が共通に持っていると思うんですが、取調室で被疑者を取り調べているのを
見たときに捜査官を同じ心理になったとすれば、法に反するような取り調べを
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していないとしても、そこの危険性に気づかない危険性があるなという気がす
るんですね。そもそも本来は事実認定と謝罪追求ないしは責任追及、あるいは
量刑判断というのをはっきりと区別する。これは文化として日本の中にないと
いうのは確かですよね。裁判員裁判の制度が導入されたときも事実認定を量刑
判断をそもそもはっきりと手続き的に分けるべきだという議論は当然出たんで
すが、それが大きな問題になることなく、同一の裁判体でやるという状況がで
きてしまっている。調書なんか見てもそうですが、自白をしますと、申し訳あ
りませんでしたという言葉が必ず出てくる。あるいは参考人の供述調書を見ま
してもね、例えば被害者のを見たりすると、調書の最後に厳罰に処してほしい
と書かれたりするわけです。そういうことに対する問題性は明確に私たちは意
識していかなければいけない。事実認定があって初めて責任追及ができるとい
うのは理屈でわかりますから、文化の問題として我々はそれに侵されやすいと
いうところはありますが、明確に抑えて行く必要があると思いますし、そうい
うことがなければ、可視化をしても果たしてそれで冤罪事件が減るかと言った
ら、ひょっとしたらかえって問題が深刻になる危険性もなくはないと思わざる
を得ない。

実際可視化が問題になってきていますが、これまで録音テープが法廷に出て
きたケースはいくつもあるわけですよね。私は、実際テープを聞いて分析した
事件、仁保事件、実に古い事件 1954 年、この事件では 30 時間近くの録音テー
プがあって、これは私がやりましたというところまでは、つまり自白に落ちる
ところまでは拷問があったという主張がなされているんですが、拷問の過程は
もちろん入っていないんですね。私がやりましたと諦めてからテープに撮られ
ている。それが 30 時間あまりしかも数ヶ月にわたっているものがある。それ
を見て、それが法定に出されて、それは任意性の証拠として出されて、検察側
から出されて裁判所が任意性ありと認めてしまっている。しかし、その中を今
の私たちの目で見ると、虚偽自白としか言いようがないやり取りがいっぱいな
されているわけです。本人が犯行の様子を知らない。語れないから困っている
場面がいっぱいあるんです。しかし、それを見て裁判官が任意性ありと判断し
てしまった現実があるわけです。最終的には、これは 17 年かけて無罪になり
ましたけれども、そういうことを裁判官も見抜けない。それを一般の裁判員が
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見抜くことができるのかどうかというと、虚偽自白がどういうものかというの
を知っておかなければ、これを見抜けないわけですね。しかし、虚偽自白がど
ういうものかというのを今の裁判官もあまり知らない。まして一般の裁判員が
知っているかというと、知らないケースが多いだろうと私は思うわけですね。

高木さんがご報告された足利事件なんかでも、録音テープで質問をしていま
した検察官が本人が争われている事件を否認したときに翌日やってきて、私は
あなたが現場引当といいますけれども、現場でどういう風にやったのか、被害
者の女の子の衣服をどこにどのように捨てたのかということを実際に目の前で
やらせているわけですね。検察官はその場に立ち会って、立ち会った場面の中
でまわりの人間が誰も誘導していないのに、ここに衣服を捨てましたと正しく
言えたじゃないか、そんなの無実の人間がどうしてできるのかって検察官が実
際にその場で心証を取っているんですね。ああいうことをやった人間がなんで
今頃やってないなんて言えるんだっていう風に言っている。あの検察官自身は
S さんが犯人だと確信をしていたにも関わらず、S さんは無実だったんです。
なんでそんなことが起こるのかを知っておかなければ、見抜けないんですね。
虚偽自白というのは、簡単に言ってしまうと辛くなった人間が私が犯人だとい
う以外にはなくなって、あとは犯人として振舞うわけです。だから、現場引当
の場面でも、現場の状況というのを捜査官は全員知っているんですが、知らな
いのは唯一、S さんだけなんですね。その S さんがここは犯人として振舞わな
ければいけないという心理状況になっている。だから、どこだと言われて、こ
こだと当てずっぽうで言ったらえっという顔をされる。えっという顔をしたら、
違ったな、自分は知らないということを知っていますから、相手が知っている
ことを知っているから、えっという顔をされると違うなと思う。じゃあ、ここ
ですと言われて、えっと言われて、またここですと言ううちに当たってしまう
わけです。そういうプロセスを知らなければ見抜けないんですね。そういう意
味で可視化がされて、これから進んでいくと思いますが、実は任意性のレベル
で外形的な暴力行為とか、取り調べの場面の中で、法に外れるような行為は
チェックできるかもしれませんが、犯人だと思い込んでいる捜査官が被疑者に
対して迫るあり方について、どういう時にそういう危険性があって、無実の人
間が落ちるのかということを知っておかなければ決して見抜けないわけです
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ね。そういう意味では調書裁判の時代と変わらない問題をはらんでいるんだと
私は思います。もちろんその過程の中で取り調べ技法が変わって行くことに私
たちは期待したいと思います。それは仲さんたちがやられている仕事で、そこ
のところではあくまでも事実認定を目標にするということですから、反省とか
謝罪とか一切抜きの形でやられることだと思いますが、その技法としてだけ取
り出された時に果たして見抜けるかということをやっぱり考えておかなければ
いけないだろうと思います。そういう意味で、調書裁判の時代も調書という形
で可視化していたんですね。あるいはその一部は録音という形でも出てきまし
た。最近、袴田事件が再審決定が一旦出て、今、異議審で争われていますけれ
ども、あの録音テープを私も大分あとの段階で、今から 3 年ほど前に録音テー
プがあるということで開示がされましたが、これは本人が諦めて自白をして、
犯行のストーリーも繰り返し繰り返し語らされて、それから 1 週間ほど、10
日ほど経ったあとの録音なんですね。ですから、本人は諦めきって、犯人を演
じざるを得ないところにいるわけですよ。捜査官がどう聞いているかというと、
仲さんの司法面接通りなんですよ。オープンクエスションで誘導尋問も一切な
し。それで、それで、次はどうですかと聞いている。それに彼はスラスラと話
している。これだけを聞くと普通の人はこの人が犯人に間違いないと思ってし
まうんですね。

ですからある部分、警察官も今、司法面接技法としてやられている技法その
ものが正当だということが意味で直感的には知っているわけですね。誘導して
はいかんということは知っているわけですよ。ですから1966年時点の録音テー
プでも、まさに、「それで」「それで」と聞いたわけです。そういうものがおそ
らくこれから可視化という形で出てくるだろうと思います。その時に私たち心
理学がどういう役割を果たすことができるかというのは、相当深刻な、真剣に
私たちが立ち向かっていかなければいけない問題だろうと思います。

もうひとつだけ言わせてもらいますと、もうひとつは狭山事件、これも録音
テープが開示されました。これは実は私がやりましたと言ってから録音テープ
をかけていることがはっきりしていて、最初のところでは声を詰まらせて泣い
ている場面が最初入っているんです。落ちてからです。だけど、落ちてからな
んだけど、狭山事件の場合は最初は 3 人犯行自白で落ちて、その後 3 日後に単
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独犯行自白に落ちて、さらに単独犯行自白の辻褄が合わないので、がらりとス
トーリーを変えたという三転しているんですね。その三転の過程が録音に入っ
ているためになんでこうなったのかということを分析する、ある意味で重要な
資料になり得ている。ああいうものを見ますと、これは虚偽自白だろうという
ことの証明がかなり可能性として広がってくる気がします。ですから、袴田タ
イプの録音テープが出たんじゃあ、これはかなわん。だけど少なくとも全面可
視化されれば、心理学が関与できるところがこれまで以上に増えてくるだろう
し、役割も大きくなるんだろうなと思いながら今日のお話を聞かせていただき
ました。

司会　どうもありがとうございました。続いて仲先生、今日の感想をお願いし
ます。

仲　本当に多くの先生方から大変、興味深い研究成果をお話いただきまして、
ありがとうございました。まずは先ほど高木先生もおっしゃいましたが、可視
化され、あるいはされようとして、あるいはこれまで施行されてきて、多くの
被疑者取り調べの録音・録画というのが蓄積しつつあるなと思います。そうい
うデラハンティ先生、ディクソン先生、ジョ先生、パク先生、本当に高木先生
がされた分析とか私どもが行った分析とか考えてみますと、本当に多くの情報
が集まりつつあると思います。その中で大きな問題としてひとつは、じゃあ適
切な面接は何なのか、どういう風にすればいいのかということと、これから得
られた情報をどのように使っていくのかという二つの大きな問題があるかなと
思います。一つ目の問題、良い面接とは何か。ここが本当に今、浜田先生もおっ
しゃったとおり、反省というところから入る中立ではない情報を求めるような
枠組みではいけないということがあるわけです。元々自白というとコンフェッ
ションというんでしょうか、神父様に対して信者がこれこれこういう罪を犯し
ました、神様に許してもらってください、こういうようなことをコンフェッショ
ンというわけですが、自分から言ってくるのはともかくとして、説得されて言
うのがコンフェッションかという風に言うと、そこには問題があるかなと思い
ます。中立な立場で、ですので、これまでの自白というのがこういう教会の告
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解のイメージであったとするならば、これからはそうではなくて、客観的な観
点からの自白というと、心理調査とか、例えば知能検査を受けるときに知能検
査を受ける人が、ブロックの積み方を迷っているところで、心理士がここをこ
ういう風にすれば上手くいくんじゃないと言ったり、本当にそれでいいのかな
と言ったら、それは正しい知能を測れないということになるわけですね。そう
ではなくて、本当にその人が持っている情報をありのままで引き出すためには、
こちらからは情報を出さないで、あくまでも中立的、客観的な観点から情報収
集をしなければいけないということになるわけです。どんな面接でも、誘導や
暗示というのは全部、基本は面接者から出て行っているということがあるんだ
と思うんですね。被面接者が何か言ったときに、これはこうなんでしょうと言
わなくても、本当にそれでいいのかなとか、本当のことを話してくださいと言っ
たり、あなたの記憶ではそうなのねという言い方が、求められている答えは違
うんだと被面接者を誘導していくということになったりするのだと思います。
ですので、全面可視化というのは基本の基本だと思いますが、その中で面接者
が情報を出さないで、被面接者から情報を得ていくかということを考えて行か
なくてはいけないと思います。ただ、被面接者からすぐに得られるか、なんで
も話してくださいと言ったらすぐに得られるかというと、そうではないわけで、
そこで今度は情報をなんというか、より話してもらうための動機付けを考えな
ければいけないわけです。この動機づけがデラハンティ先生、ジョーンズ先生
によっても指摘されていたラポール形成の問題だと思うんですね。ラポールは
下手に行ってしまうと迎合性を引き出す。気に入られたい、喜んでもらいたい
ので、仲良くなってしまったから、期待に合う答えを言いたい、こんなふうに
なってしまうと、これも適切ではないんですね。どこまでのどういうラポール
というのが話しやすくリラックスできる、でも迎合はみださない、そこのどう
してもラポール形成には自分のことを話すとか、励ますとか、何かそういうこ
ちらからの情報提供は必要なのかもしれないけれども、どこまでそれが大丈夫
なのかということを議論していかなくてはならないかなと思います。特にであ
れば 48 時間、長くても 72 時間、オーストラリアの場合でもそうだと思うんで
すが、そういった形の時間と日本のような一週間とか 10 日みたいな長くなる
期間でのラポールということは、すごく慎重に考えていかなければいけないと
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思うんですね。その辺はまた、議論の時間があればご意見等をいただければと
思います。それから、第三にオープンに話を聞く、こちらから聞かなくても話
をしてもらえるようになった、動機付けもできて、ラポールもつけて話せるよ
うになった。それで情報が引き出せてきたんだけど、話が伝わらないというこ
とがあるわけですね。稲葉先生がお話をしてくださった特定の生きている現場
でのことであれば話せるんだけど、一段上に立って、論理式の内容を問うよう
な論理的な推論を求めるというような課題になると、話が通じなくなるですと
か、高木先生がおっしゃっていたような特定な枠組みの中でしか話せなくなる、
こういったことをどうするかという問題があるかと思います。ここのところが
浜田先生もお話された反省を求めるとか、改心を求めるということと重なって
きますと、ここが被面接者をがんじがらめにして、こちらが思うような仮説に
あるような情報だけを引き出すようになってしまうんじゃないかと思うんです
ね。動機づけてできるだけたくさん話してもらうということだけではなくて、
どういうふうにすれば、こちらが求めている情報をその人の言葉で語ってもら
うかというのは、高度なことになるわけですが、大事な課題かなという風に思
います。

一つの回答は、その時にどうしてそうやったのか理由を聞く、なぜそこにいっ
たのかと言う事を聞くのではなくて、その日その場で何をして、どこへ行って、
何をやって、どうなったのか、あったことを現場に行き直してもらう、これは
比較的小さな子供でもできたりするんですね。語りの練習をするときに、朝起
きてからここに来るまでにあったことを全部話してくださいということを順番
に話すということをよくやってくれたりします。こんな形の文脈の、特定の形
の何があった、何があったということを語ってもらうということは一つのヒン
トになるのではないかなと思います。こんなことで良い面接法を考えていくこ
とは必要である。当然、これをトレーニングして、身につけていくかというこ
とはまた大きな課題になるわけですね。もう一つは使い方の問題です。こうやっ
て可視化されるようになった。全面可視化ということが、これからもっともっ
と充実していかなければいけないとか。可視化されるようになったけれども、
取り調べの中で黙秘権をどうするのかとか、弁護士の同席をどういうふうにし
ていくのかとか、そこで得られた情報をどういうふうに評価するのか、やっぱ



153

り面接室の中で得られた情報よりは法定に直接来てもらって話してもらうこと
が重要、そういうようなご指摘も例えばこれまでの韓国の歴史であるとか、パ
ク先生のお話から、あるいは渕野先生のお話から伺うことができたかなと思い
ます。こんなことを思って良い面接と使い方ということに関していくつか先生
方に質問みたいな形で問いを投げかけさせていただいてもいいでしょうか。先
程良い面接のうちのラポールのところですね、これは先ほどのと重なりますけ
れども、高木先生の中でのSさんが勘弁してください、勘弁してくださいと言っ
てしまった、あれもちょっとねじれた形のラポールがついてしまっていた。だ
から取調官に勘弁してほしい、許してほしいという気持ちになる何かがあった
のではないかと思うんですね。それで、どういうラポールが、まだ長い日本の
刑事訴訟法では長く拘束される中で、どういうラポールが適切なのか、たくさ
ん話すことができて、リラックスできるような関係でどういうラポールなのか。
24 時間 48 時間のラポールと一週間 10 日となったときのラポールとで違いは
あるのか、これを先生方に伺いたいところです。それから、黙秘のこととかに
ついてですね、これは先ほどディクソン先生にお尋ねしたところなんですが、
イギリスでは黙秘をしていると不利益推定がなされるということがあるわけで
すね。日本ではそれがない。それが大変いいことであるように思える。だけど、
何か話してもらわないと先には進まない。無罪を証明するためにも何かこう、
話してもらいたいということがあったりするわけですね。この不利益推定とい
うのが裁判の中で、手続きの中でどういう風に機能しているかというのを、さっ
きディクソン先生にお話をうかがったんですが、デラハンティ先生とか、韓国
ではどうなのかというお話を伺えればなと思います。

それから午前中の、午後だったかな、ご質問の中で、例えばカメラがあった、
弁護人が部屋にいたら被疑者が話さなくなってしまうけれども、被疑者が話さ
なくなってしまったらどうするのかというご指摘がありました。でも、基本は
話さなかったら何か、という話さなくても別にいいんだよというのがあるわけ
ですね。本来自白というのは自白だけで、補強証拠がないとダメなわけですよ
ね。なので、情報を他にも収集してこなければいけないわけで、話さなかった
ら、話さないという情報かなというふうにも思うわけです。特にそれが適切な
面接の中で、リラックスした話しやすい関係で、きちんとルールも説明し、権
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利も説明し、ちょっと今思いついたんですが、高木先生がイギリスの PEACE
モデルは最初に君は罪を犯しているという可能性を示して反論を被疑者に言わ
せるということを仰ったんですが、そこはそうではないなと思いました。
PEACE モデルの場合も、あなたはこういう理由でここに来ているということ
は言うんですが、だからあなたがやりましたとは言わないんですね。そういう
それなりな証拠はあったとしても、まずはその人がどうしてそこにいたのかと
いうことを話してもらうというところから入るので、対決から入るということ
は普通まずないし、チャレンジしないで終わる面接もあります。それを考える
ならば、適切にチャレンジすること、無理やり圧力をかけてチャレンジして話
を聞いていく。その中で話さないことがあるとすれば、その理由は何か。もし
かしたら話してそれが何かうまく理解してもらえなかったらどうしようと言う
恐れのために、本番に来て、話したいという気持ちを持っているかもしれない
し、その日のその時間の間は誰かを守っていたいということがあったりするの
かもしれない。いろんな理由があるのかもしれなくて、法廷に出て話すという
のもありなのかなと。その場で話さない理由というのが適切に記録されていれ
ば、それが一つの情報になるのではないかと思うんですね。ただ、ひとつの問
題があって、記憶というのは時間とともに低下していきますので、たくさん覚
えているうちに、自分はその現場にいなかった、他の場所にいたというのであ
れば言っておいた方が被疑者のためにもなるということもあったりするわけで
す。そういうことを説明した上で話さないことを選択するのであれば、それも
あるのかな、その辺についてもパク先生とかディクソン先生、渕野先生に伺え
ればなと思います。

司会　私の方で整理させてください。非常にいい質問が出たので、一応 3 つに
分けたいと思います。討論の切り口としてラポール形成について具体的な足利
事件の供述についてどう評価するかと、高木先生というご指摘があったんです
が、ここは佐藤博史先生、まだ会場におられますか。返答していただきたいと
思います。2 番目の黙秘権の持つ意味について、渕野先生にコメントをいただ
きたいと思います。最後に韓国やオーストラリアで黙秘が不利益推認を産んで
いるのかどうか。その評価、どういうふうに考えられるか、パク先生とディク
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ソン先生にお願いしたいと思います。最初にご指名させていただいて恐縮です
が、佐藤博史先生、勘弁してくださいあたりの S さんのレスポンスについて
どのような感想とか評価を持っておられますでしょうか。

佐藤　東京の弁護士の佐藤博史と申します。今ご紹介になった足利事件の弁護
人を務めました。取り調べテープのことですが、高木先生がおっしゃったこと
なんですが、実に重い意味を持っていると思います。というのは、あのテープ
が見つかったのは DNA 鑑定によって S さんが無実だと分かって、釈放された
後だったので、いわば安心して聞くことができたし、何が正解かわかっていた
わけですが、私が心配するのは、あのテープがあったら、可視化がされたら、
本当に S さんが無実か分かったかどうかということを言われたんですね。私
はほとんど無理だと。多分、あのテープを聞いたら 10 人のうち 9 人は S さん
は犯人だと思うだろうと言っていたものなんです。実際、一審では弁護人が S
さんは有罪だというふうに思って、弁護を続けていた。弁護士が何か可視化が
されれば無実の人がわかるという単純なものではないということがひとつ、ま
た仲先生が今おっしゃったラポールというのは実に問題で、それこそフランス
語でラポールをプラスのイメージで言っていますが、日本では信頼関係の形成
が重要だというのはずっと前から刑事が言っていたことで、そのために完全に
事件のこととは無関係な周辺事実から聞いていくとか、家族のことから聞いて
いくとか、ときには検察官が貧しい生い立ちだったんだということを話してい
くところから始まっているんです。足利事件の場合でも、弁護人が実に事務的
な接見しかしてくれなくて、検察官が実に細やかな質問をあの前に発している
んです。S さんが弁護人が時々面会に来ないので、検察官の取り調べを楽しみ
にしていました。それから驚くべきことに事件の M ちゃん事件以外の 2 人の
事件についてもやったんじゃないかと追及されるんですが、驚くべきことです
が、わずか 35 分後に 2 人も殺しましたと彼は自白しているんです。そのテー
プも残っていました。そのテープの最後に彼はこういうふうに切り出すんです。
刑事さん、いいですか。刑事がいいよ。刑事さん本当は厳しいんですけど、本
当は優しいんですよねという風に、迎合的に言って、刑事がまんざらではない
会話をしているんです。私はこれは裁判員が聞いたら、間違いなく S さんは
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犯人だと思うと思います。実に我が国の警察官は、簡単に、可視化されてもテ
クニックを身に付けると思います。仲先生が言われるラポールというものの、
本当の意味ですね。それを私たちがきちんと身につけないと、弁護人も虚偽の
自白を見抜く力を持っていないんです。DNA 鑑定があったから、私は他人事
のように言っているんだけど、本当に今の自白が示されたときに、つまり可視
化が実現されたときに、これは虚偽だと弁護人が見抜けるかどうかということ
は、本当にこれからの課題だと思います。諸外国にたくさんある正しい尋問の
仕方と間違った尋問の仕方ということに私たちは学んでいかなければならな
い。これからますます重い課題があると。浜田先生がおっしゃるとおりで、私
は可視化がされたから冤罪が少なくなるのではなくて、もしかしたら深刻な冤
罪が増えるかもしれないという危機感を持って臨むべきではないかと私は思い
ます。

仲　もしかしたら誤解されたのかもしれないですけど、ラポールは話しやすい
けれども、迎合しないというところを作って行く必要があるということは、気
持ちとしては同じですし、それが面接法の重要なことではないかなと思ってい
ます。

佐藤　大事なことを忘れました。高木さんの報告の前日に、検察官に 2 時間私
はやっていないと話すんですが、この時に見事なラポールの形成がされていま
す。どういうことかというと、検事が今まで君の自白を聞いてきたけれども、
今日は本当のことを話してほしいんだというんです、検察官は。S さんは、い
いですかと言った後に、実はやっていなかったんですと言い始めます。検察官
はやっていないならやってないでいいとまで言いました。そのために虚偽の、
否認のテープが見事に残っているんです。私はこれこそが本当の正しい供述の
引き出し方、だけど翌日、自白に転落してしまっているので、今、仲先生が言
われるように私も警察の大学校でお話をするんですが、ラポールとはこれこそ
がラポールなんだと。つまり、やっていないならやっていないで構わないと、
本当にその気持ちでインタビューすると言うことだと思います。だから足利の
テープは 2 つのことを教えてくれているわけですね。
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司会　どうもありがとうございました。

浜田　ラポールは重要だとは思うんですが、司法面接のような限られた時間の
中でのラポールと、日本の今の刑事手続の中でのラポールとは相当違うと考え
ざるを得ない。23 日間取り調べ可能な中でのラポールは実に怖い。冤罪事件
のほとんどが私がやりましたという後、捜査官との間の関係を生きるんです。
犯人として生きるんです。それがラポールになっているんです。だから真犯人
の真実の自白も人間関係、信頼関係から生まれるかもしれませんが、実は虚偽
自白も信頼関係の中で生まれ、信頼関係の中で維持されるという現実があるん
ですね。S さんの場合、なおかつ深刻なのは、法廷で自白を維持したというこ
となんです。法廷という任意性が一番保証されているべき場所で本人は自白を
続ける、それはそれまでの捜査官との関係があり、それ以外の人との私がやっ
ていないと信じてくれる人が誰もいない中で犯人であり続けざるを得なかった
という重い現実があるんですね。そこを考えないと、つまり面接の技法だけを
考えるんじゃなくて、捜査手続きを変えていかないと現実的に司法面接が生き
てこないと思わざるを得ない。それは両方で頑張っていかなくてはいけない。

司会　そうですね。被疑者の心理過程全体を可視化できないと供述だけを可視
化するだけではダメだということと、先ほどから小坂井先生が言われているよ
うに弁護実践という点にもラポールの問題を、どう取り込んでいくかというの
が大きな問題だと思います。じゃあ、続いて 2 番目の点で渕野先生に振ったん
ですが、先ほど仲先生の方から黙秘も重要な情報ではないかというサジェス
ションがあったんですが、改めて日本において黙秘権の保証がどのような意味
をもっているかというのを今日のお話を聞いての感想を含めてお話いただけれ
ばと思います。

渕野　黙秘の意義というのは、もちろん違法な取り調べを防ぐための武器だと
いうこともあるんですが、より本質的なところで私は、2 つの意義があるので
はないかと思います。ひとつは仮にその人が真犯人だったときに、真犯人がそ
こで供述をするということは結局、その供述が使われて自分が死刑になったり、
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刑務所に入れられたりするわけです。そういった自らを破壊するような行為を
強制されない、いわば人間の尊厳、人格の尊厳を守るために黙秘権は必要なん
だろうと。もうひとつ、こちらの方が今日のテーマからは重要だと思うんです
が、実際にはやっていない人が供述を迫られた時に黙秘権ということがやはり
大きな意味を持っていて、先ほど仲先生がおっしゃったんですが、確かに私た
ちはやっていないならやっていないって説明してくれよと求めたくなるんです
が、それを求めると結局、その被告人に無罪であることの証明を求めることに
なってしまうんです。そしてその被告人が無罪を証明できないと、無罪を証明
できなかったという理由で有罪判決を支持したり、有罪判決を下してしまうと
いうことになる。ここが大きな問題なんだろうと思います。だからこそ、刑事
裁判では全ての立証責任を検察官に負わせて、被告人側は無罪であることの立
証責任を負わない。だからこそ、何も喋らなくてもいいんだと。何も喋らない
ことによって、被告人に無罪の証明を負わせないという非常に重要な機能を黙
秘権は果たしているんだろうと思います。そのことによって、ここはちょっと
心理の先生と、刑訴法との基本的な考えの違いかなと思うんですが、やはり心
理の先生はいい供述をたくさんしたもらうことによって、真実を明らかにする
ことによって冤罪を防ごうという風に考えられるんだと思います。法律学は逆
説的で、喋らなくていい、供述は取れないという前提で出発して、そうすると
事実が解明できない事件は増えるんですね。これも必然です。最後まで審理を
しても結局どっちかわからないという事案は増えます。だけどどっちかわから
ない場合には無罪にするというルールを定めることによって冤罪を防ごうと考
えるので、基本的な発想の違いを、違いがあるということを認識しながら、そ
の中でそれをどう紡ぎ合わせて、ルールの中で一番いい方は何かということを
考えていかなければいけないと思います。

司会　ありがとうございました。法律学、規範学である法律学と、人文科学の
実験科学的な手法を取る心理学との違いを踏まえた上でお互いのいいところを
用いて行く、そういう新しいステップを我々も望みたいと思います。最後の 3
番目のポイントで、黙秘権が実際には不利益、被告人に不利益に働いている国
があると仲先生がご指摘くださいました。ディクソン先生、オーストラリアで
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はどのように考えられているんでしょうか。黙秘権はどのような働きになるの
でしょうか。

ディクソン　もっとオーストラリア、イングランドの話に広げた方がいいのか
もしれません。申し上げたようにかなり研究を広く行ってまいりました。そし
てその研究の結果をまとめますと 2 つ、あるいは 3 つのポイントに集約できる
と思います。まず、黙秘権の行使というのは警察が誇張していると思います。
実際に被疑者が黙秘権をずっと続けているという例が実は少ないんですね。理
由はたくさんありますが、2 点目ですが、黙秘を続けるということは、だから
といって、被疑者にとってはベネフィットがあるかということですが、この有
罪を逃れられるかどうかということ、イギリス、ニュー・ウェルスでの変化で
すが、イギリスではだからといって自白が増えるということにはなっていませ
ん。実際に法律的な大きな変化があるかどうかということではなくて、むしろ
政治的な問題としての黙秘権のとり扱いが大きいのではないかと思います。も
うひとつ申し上げたいんですが、S 事件についてよくわかりませんが、私の理
解ではこの方は無罪であったと。では、真犯人はどうするのですか。なぜその
話をしないんですか。刑事司法の本当の問題はそこに改革が必要なんですが、
なぜ何年も何年も無罪の人を追いかけている、そのことによって真犯人のこと
を忘れてしまっているのではないでしょうか。実際にその女の子を殺して捕
まっていない、有罪の犯人を逃してしまっているということが刑事司法の問題
であり、それに直面すべきだと思います。日本全般的な問題かどうかはわかり
ません。日本の刑事司法については何も知りませんが、オーストラリアでは、
イングランドでは、最終的には刑事司法というのは要は、悪いことをやって捕
まらないのは問題であるので、それを変えなければいけないということであり
ます。これまでの改革はゆっくり過ぎて不十分だ、そして裁判官はもはや警察
官の証拠がきちんと集められたものでなければ使わないと言い出したわけであ
ります。日本に問題があるかどうかはわかりませんが、問題があるとすれば、
裁判官自身が主張をして、これではよくない、警察に対して証拠を持ってくる
のであれば、それがきちんとした証拠でなければ裁判所では受け入れないし、
国際的な基準にあったものでなければもはや受け入れないということを表明す
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べきではないでしょうか。

司会　日本の裁判所における証拠不採用の現状を非常に厳しい、国際的な批判
を表しているのではないかと思います。ちょうど今、国連の人権規約委員会で
日本の人権状況について質問がほぼ終わっている状態だと思いますが、その中
で例えば日本の取り調べ時間の長さ、弁護人がついていない状況というのを国
際的に批判されています。にも関わらず、日本の裁判所は国際的な批判を全く
受け付けないで、23 日間であれば、身柄を拘束したあとの供述でも許容する
というのが日本の実情です。私が司会として答えられるのは、やはり日本の裁
判所、裁判官が被疑者、被告人の人権状況のウォッチャーあるいはプロテクショ
ン、保護者になっていない。これは検察官や弁護人、警察官の責任だけはない。
今日ほとんど触れられることはなかったですが、裁判官、裁判所の責任は極め
て重いと思いますので、これを答えとしておきたいと思います。次にパク先生、
韓国の状況を教えていただけますか。

パク　ジョ先生が通訳をしてくださるそうなので、韓国語でさせていただきま
す。韓国におきましては黙秘権は憲法で保証されています。しかし実際は、そ
の黙秘権を実行するということは滅多にありません。2 つの見方をしなければ
いけません。まずは、捜査官が尋問するときに黙秘権があるということを認め
なければいけませんし、2 つ目に黙秘権は裁判所においても認められなければ
いけません。裁判所においては検察が面接をするという権利を持っているわけ
です。ですから黙秘権を見るときに 2 つの層、2 つの段階で見ていかなければ
いけないと思うのです。裁判所においての黙秘権の方が重要性を持っていると
思います。被疑者が黙秘権を実行しなくても、捜査の段階で実行しなくても、
さらに裁判の段階において黙秘権を行使すると言う権利を持っていると考えま
す。また、指摘したいのは、可視化の意味ですが、韓国においてはまず、焦点
は信頼性のある被疑者からの自白をとる、供述をとるということにありますが、
もっと焦点は取り調べのプロセスをちゃんとコントロールするということが重
要だと思います。じゃあ質問してもいいですか。韓国においては被告の黙秘を
もってこの有罪の証明、被告人の不利益に考えることはできるのですか。実証
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的な調査をいたしまして、この黙秘権について、これを被告人の見方と捜査官
の見方を調査しました。そしてそれを行使するということの見方が違うのです。
捜査官は被疑者がこの黙秘権を執行するということになりますと、これは有罪
の推定をするということになりますし、被疑者が黙秘権を行使するということ
になりますと、非協力的であると見てしまうのです。ですから、協力しなけれ
ばいけないというふうに思って、それはすなわち被疑者にとって不公正な状況
を作り出すということになると思います。

被疑者が黙秘権を行使しますと、しかし、有罪であるという風に認められま
すと、被疑者がそれは量刑の時に不利益を被るということになります。これが
黙秘権で被告人の権利として行使されたとしても、とてもデリケートな問題に
なると思います。

司会　質問や議論を続けたいところですが、是非皆さん、懇親会にも残って海
外のスピーカーの方に質問をしたり、国内のスピーカー、コメンテーターの方
と意見交換の時間を持っていただきたいと思います。
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閉会挨拶

サトウタツヤ（立命館大学教授）

司会　終了の時刻が迫ってまいりました。最後のクロージング・リマークスを
本学の心理学の教授であるサトウタツヤ先生にお願いをして、締めとさせてい
ただきます。

サトウ　ただいまご紹介にあずかりましたサトウでございます。今日は皆様、
ありがとうございました。最後ですね、クロージングということでご挨拶をさ
せていただきます。今日は朝から 8 時間、このひとつのテーマについてご賛同
いただきまして、どうもありがとうございました。海外の先生方は日本人はワー
クホリックで困るなと驚いていらっしゃるかもしれませんが、考えられる限り、
最有力な先生方、海外からの先生方、弁護士の先生方をお招きすることができ
て、我々としては喜んでおりますし、また誇りとするところであります。共催
関係、後援のみなさまにもご協力をいただきまして、このような会を持てまし
たことも喜びであり、誇りとするところであります。議論の内容についてまと
めることはしませんが、いくつか話をさせていただきますと、今日は記録化の
お話だったんですが、エンコーディング、記録するということはエンコーディ
ングなんですが、これを読み解く、ディコーディングが大事なんだということ
がひとつ明らかになったことだと思います。そういうところにも議論を発展さ
せていただければと思います。また日本においては裁判員裁判に限られるとい
うことでしたが、先ほど浜田教授が夢見が悪いということで警察官に講義され
ているということでしたが、まさに先ほど本学 1 年生の方が質問されていたよ
うに、彼女が 20 歳で裁判員になったとして、17 年後、40 年後に冤罪がわかる
ということが起きるかもしれないわけです。我々市民社会における裁判のあり
方を考える上でも、記録化の問題、可視化されたということが終わりではなく
て、まさに始まりで、エンコーディングの問題、ディコーディングの問題を考
えていかなければいけないと思います。また、それを支えている捜査文化とい
うんですかね、23 日間という長い時間拘留するということについても考えてい
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かなければいけないと思います。ちょっと外国の方に伝わるかどうかわからな
いんですが、私があるときに 23 日間、拘留されるとお話したところ、まず 23
時間か、それは長いという風に言われた。その次に Is it legal? つまり日本の司
法システムがリーガル（合法）か？と聞かれたということで大変驚いたという
記憶があるんですが、そういうようなことも含めて考えていかなければいけな
いと思った次第です。もうひとつ、そのジャスティスシステム（司法制度）はジャ
スティス（公正・正義）なのかということも言われたことがあります。日本のジャ
スティスのシステム、リーガルのシステムを世界との関係で考えていかなけれ
ばいけないという風に思います。

ここでちょっと自分自身のことにも触れると、振り返らせていただきたいん
ですが、私が法と心理の世界に足を踏み入れたというか、足を踏み入れさせら
れたのは、私が福島大学に赴任した 1994 年のことですので、実に 20 年前のこ
とです。その時浜田先生はフロントランナーとして、その背中を見ながら私た
ちも一生懸命やっていて、この 20 年後にこのような大きな会を持てたという
ことは、私自身も感慨深く思っているところであります。しかし、ただただ道
半ばだなと思っておりまして、ここにおられる皆様とさらに研究、あるいは実
践を積み重ねていきたいと思っているところであります。実は立命館大学は来
年度、大阪に新しいキャンパスを作ることになっています。最初に講演をした
稲葉教授、政策科学部の教授ですが、彼は 2015 年は大阪で教鞭を取ることに
なっています。そして来年度、その大阪の地でパンパシフィックの法心理学会
というものを開きたいと思っています。法と心理というのはそれ自体がトラン
スディスプリナリー（学融）な領域であります。トランスというのを融合の融
と訳そうという運動を私はしているんですが、インターではなくて、トランス、
2 つの法と心理が融合していく、国と国の知識が融合してくというようなこと
を 2015 年度、大阪の地で始めたいと思っていますので、ここにいらっしゃる
皆様と大阪で再会できるのを楽しみにしてまいりたいと思っております。今日
は 8 時間という長きにわたってシンポジウムが続けられたのですが、この企画
を立てられたのは元立命館大学、現成城大学の指宿教授でありまして、これだ
け有力な先生方、弁護士の先生方をお招き出来たのは指宿先生の力だと深く感
謝しております。また進行については各部の先生方が実に手際よく時間をキー
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プするということをやっていただきまして、このように長い時間ですが、時間
通りに進行出来たと感謝しております。ここに最後ではありますが、感謝申し
上げたいと思います。よろしければ拍手をお願いします。私が締めさせていた
だきますが、以上を持ちまして今日のシンポジウム、日本の言い方ではお開き
というんですが、閉じるのではなく、お開き、未来に向かって開くという意味
ですが、おしまいにさせていただいます。参加している私たち自身、そして海
外から来ていただいた先生方、登壇していただいた先生方に感謝を申し上げて、
拍手でおしまいにしたいと思います。どうもありがとうございました。
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